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第１章 計画策定の基本的な考え方 

第１節 計画の策定趣旨 

本市は平成 29 年３月に、平成 29 年度から令和 8 年度までを計画期間とする「第３次守口市障

がい者計画」を策定しました。この計画は「障がいのある人もない人も、互いを尊重し、支え合い

ともに暮らすまち守口」を基本理念とし、 

１．障がい者の人権の尊重、自己決定権の尊重 

２．ともに自立し、支え合う社会の実現 

３．障がい者差別の禁止、社会的障壁の除去及び必要かつ合理的な配慮 

４．多様な主体による協働 

５．ライフステージや障がい特性等に配慮した切れ目のない支援 

を基本原則として掲げています。 

 

この度、策定する「第６期守口市障がい福祉計画及び第２期守口市障がい児福祉計画」は、この

「第３次守口市障がい者計画」を着実に実行するための具体的方策を定める計画としても位置づけ

られるものです。 

本市の障がい福祉計画としては、平成 30 年３月に「第５期守口市障がい福祉計画及び第１期守

口市障がい児福祉計画（計画期間は、平成 30 年度から令和２年度。以下、「前計画」という。）」

を策定し、地域生活支援拠点等の整備を進め、障がいのある人及び児童が地域で安心して暮らし続

けるための体制の構築に取り組むなど、障がい福祉施策の拡充に努めてきました。 

この３年間に、国においては「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の改正

や「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（読書バリアフリー法）の施行、「幼児教

育無償化に伴う就学前の障がいのある児童の発達支援の無償化」の実施など様々な施策が実施され

ました。また、本市においては、「守口市高齢者及び重度障がい者（児）外出支援事業」（福祉タク

シー利用券の交付）や「守口市軽度難聴児補聴器交付事業」の開始、国による「就学前の障がいの

ある児童の発達支援の無償化」に伴う「守口市児童発達支援等利用者負担給付金支給事業」の対象

サービス拡充など、障がいのある人及び児童を取り巻く環境は大きく変化してきました。 

本市の前計画は令和２年度末で終了することから、これらの情勢を踏まえ、本市における障がい

のある人及び児童の実情を把握するとともに、前計画に基づくこれまでの取り組みと進捗状況を検

証したうえで、本計画を策定し、引き続き「第３次守口市障がい者計画」の推進に向けて取り組み

ます。 
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第２節 計画の位置づけ 

１．法的根拠 

本計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合

支援法」という。）第 88 条第１項及び児童福祉法第 33 条の 20 に規定する「市町村障害福祉計

画及び市町村障害児福祉計画」として策定します。 

なお、本計画の策定にあたっては、障害者総合支援法第 87 条第１項に基づく「障害福祉サービ

ス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援

給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成 18 年厚生労働省告

示第 395 号。以下、「国の基本指針」という。）」及び「地域生活支援事業に係る障害福祉計画の作

成について（平成 23 年 12 月 27 日付け障企自第 1227 第１号、厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部企画課自立支援振興室長通知。）」に即することとします。 

 

２．関連する計画との関係 

本計画は「第６次守口市総合基本計画」及び「第３次守口市障がい者計画」、「第３次守口市地域

福祉計画」を上位計画としています。 

「第３次守口市障がい者計画」では本市の障がい福祉施策全般に関わる理念や目標、方針を定め

ていますが、本計画は障がいのある人及び児童が地域で安定して生活するために必要なサービス提

供体制の整備を具体的に進めるためのものであり、必要なサービス見込量やサービス提供のための

整備方策について呈示するものです。 

また、本計画の策定にあたっては、「守口市老人福祉計画」「守口市子ども・子育て支援事業計画」

等、関連計画及び「第６期大阪府障がい福祉計画及び第２期大阪府障がい児福祉計画」との整合性

を図ります。 
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第３節 計画の期間 

 

国の基本指針に基づき、市町村の障がい福祉計画は３年を１期とすることと規定されていること

から、本計画の期間は令和３年度から令和５年度までの３年間とします。また、令和５年度中に見

直しを行い、令和６年度を初年度とする次期計画を策定します。 

 

 
平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

令和 

５ 

年度 

令和 

６ 

年度 

令和 

７ 

年度 

令和 

８ 

年度 

令和 

９ 

年度 

～ 

令和 

２０ 

年度 

障がい者 

計画 

第３次計画 
（平成 29 年度～令和８年度） 

第４次計画 
（令和９年度～ 

 令和 18 年度） 

障がい福祉 

計画 

第５期計画 
（平成 30 年度～ 

令和２年度） 

第６期計画 
（令和３年度～ 

 令和５年度） 

 第７期計画 
（令和６年度～ 

 令和８年度） 

 第７期計画 
（令和９年度～ 

  令和 11 年度） 

障がい児 

福祉計画 

第１期計画 
（平成 30 年度～ 

 令和２年度） 

第２期計画 
（令和３年度～ 

 令和５年度） 

第３期計画 
（令和６年度～ 

 令和８年度） 

第４期計画 
（令和９年度～ 

  令和 11 年度） 
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第４節 計画の策定体制 

１．障がい者自立支援協議会における検討 

本計画の策定にあたっては、障害者総合支援法第 88 条第８項及び第９項において、同法第 89

条の３第１項に規定する協議会の意見を聴くよう努めることと規定されており、本市が設置する障

がい者自立支援協議会にて意見聴取及び検討を行いました。 

障がい者自立支援協議会は、学識経験者や障がい者団体・福祉・医療・人権関係団体の代表者、

教育関係機関・関係行政機関等の代表者によって構成されており、本会議のもとに運営会議を設置

し、下部に各専門分野別の支援者実務者会議を設ける体制となっています。また、支援者実務者会

議から特別に検討すべき課題が提出された場合は、検討会議を立ち上げます。 

 

２．障がいのある人等やサービス提供事業所からの意見の集約 

（１）障がいのある人等のニーズの把握 

 

① 障がいのある人及び児童を対象とした調査の実施 
障がいのある人及び児童の日常生活の状況や要望などを把握するために、令和２年８月７日

から令和２年８月２７日にアンケート調査を実施しました。 

 

② 障がい者関係団体を対象とした調査の実施 
活動状況の把握や今後の障がい者施策に対する意見等についておうかがいするために、令和

２年９月１日から令和２年９月 23 日に意向調査を実施しました。 

 

③ サービス提供事業者を運営する法人を対象とした調査の実施 
現在実施されている事業の内容や今後の事業展開の意向についておうかがいするために、令

和２年９月１日から令和２年９月 23 日に意向調査を実施しました。 
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調査種類 調査の対象者 配布数 抽出方法 配布・回収方法 

18 歳未満（保護者）調査 本市が援護する障がい者手帳所持

者、自立支援医療（精神通院）受給

者、障がい福祉サービス利用者から

無作為抽出した 3,000 人 

404 件 

無作為 
郵送による 

配布・回収 
18 歳から 64 歳調査 1,616 件 

65 歳以上調査 980 件 

障がい者団体意向調査 本市関連の障がい者団体 14 件 全団体 

郵送又は電子

メールによる

配布・回収 

サービス提供事業者 

調査 

・本市において以下のサービスを提

供し、障がい者自立支援協議会に参

加する事業者の運営法人（相談支

援、生活介護、就労継続支援(Ａ型・

Ｂ型)、就労移行支援、自立訓練(生

活訓練)、共同生活援助、地域活動支

援センター、自発的活動支援事業、

日中一時支援事業） 

・守口市内において児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪

問支援を提供する事業所の運営法

人 

・守口市内において介護保険サービ

ス（介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、地域包括支援センター等）

を提供する事業所の運営法人 

68 件 全法人 

電子メール 

による 

配布・回収 

 

３．パブリックコメントの実施（予定） 

令和３年１月 15 日から 2 月 15 日に、市役所、守口市障がい者・高齢者交流会館、守口市立わ

かたけ園、守口市立わかくさ・わかすぎ園、各コミュニティセンター、大日サービスコーナー、守

口市図書館、文化センター（エナジーホール）、市民体育館、市ホームページにおいて、計画案の

閲覧、意見提出用紙の配布を行い、パブリックコメントを実施しました。（実施中） 
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第２章 障がいのある人の状況 

第１節 人口の推移 

本市の総人口は平成７年度から平成 27 年度にかけて年々減少していますが、平成 29 年度から

令和２年度にかけては増加と減少を交互に繰り返し、令和２年度には 143,758 人となっています。 

世帯数は増加傾向にある一方、1 世帯あたりの人数は平成 28 年度から令和２年度にかけて 2.0

人で変化していません。 

なお、1 世帯当たり人数（全国）の数値は国勢調査をもとに算定しているため平成 27 年度の調

査結果が最新となっています。 

 

資料：平成 27 年度までは国勢調査、平成 28 年度以降は総合窓口課調べ（各年度 10 月１日現在） 
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第２節 障がい者手帳等所持者の推移 

障がい者手帳の所持者数は各障がい者手帳ともに増加しており、令和元年度で身体障がい者手帳

所持者が 7,833 人、療育手帳所持者が 1,543 人、精神障がい者保健福祉手帳所持者が 1,621 人

となっています。  

自立支援医療（精神通院）受給者は平成 30 年度から令和元年度にかけては減少となっています

が、平成 26 年度から令和元年度にかけての６年間では約 330 人の増加となっています。 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年度３月末時点） 
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第３章 市民アンケート等の分析 

（１）地域生活支援拠点等の整備、施設入所者の地域生活への移行  

【市民アンケート調査の結果】 

将来生活したい場所（18～64 歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18～64 歳では「自宅で暮らしたい（家族で）」が 45.8%で最も多く、次いで「自宅で暮らした

い（ひとりで）」が 27.4%、「わからない」が 11.3%となっています。 

■ 65 歳以上では「自宅で暮らしたい（家族で）」が 48.3%で最も多く、次いで「自宅で暮らした

い（ひとりで）」が 22.7%、「わからない」が 9.7%となっています。 

 
 

地域で生活するために必要な支援（18～64 歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18～64 歳では「経済的な負担の軽減」が 63.1%で最も多く、次いで「緊急時の受け入れ先の充

実」が 38.1%、「必要な在宅サービスが適切に利用できること」が 35.7%となっています。 

■ 65 歳以上では「在宅で医療的ケアなどが適切に得られること」が 48.3%で最も多く、次いで「経

済的な負担の軽減」が 43.4%、「緊急時の受け入れ先の充実」が 39.6%となっています。 

 

18～64歳(n=583) 65歳以上(n=528)

自宅で暮らしたい(ひとりで) 27.4 22.7
自宅で暮らしたい(家族で) 45.8 48.3
福祉施設で暮らしたい 4.1
グループホームで暮らしたい 5.7
障がい者支援施設で暮らしたい 0.8
介護保険施設で暮らしたい 8.5
病院に入院していたい 0.9 0.8
介護保険のグループホームで暮らしたい 1.3
障がいのグループホームで暮らしたい 0.4
その他 1.9 1.9
わからない 11.3 9.7
不明・無回答 2.9 5.7
全体 100.0 100.0

18～64歳(n=583) 65歳以上(n=528)

在宅で医療的ケアなどが適切に得られること 32.9 48.3
障がいに適した住居の確保 31.9 20.1
必要な在宅サービスが適切に利用できること 35.7 38.6
生活訓練等の充実 13.2 10.2
経済的な負担の軽減 63.1 43.4
相談対応等の充実 33.3 17.4
地域住民等の理解 19.7 9.5
緊急時の受け入れ先の充実 38.1 39.6

 グループホームや一人暮らしなどの体験ができること 13.2 6.8
障がい特性に応じた専門的支援の充実 34.5 16.7
その他 3.4 1.5
不明・無回答 7.0 12.9
全体 100.0 100.0
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【団体対象意向調査の結果】 

地域移行支援についての現在の状況や問題点・課題点（一部） 

● 地域からは、精神病院の中の状況が全く見えません。中の人の声も聞こえず、顔も見えません。

閉鎖性からは、良い状況は生まれません。 

● 私たちが、長期入院患者さんの「声」を聴く機会がありません。 

● 精神病院側と地域側が「協議」する機会がありません。病院と地域が「つながる」「つながり

続ける」仕組みが乏しいです。お互い知る機会が乏しく、必要としている人のためにお互いの機

能を有効に活用し合うことが十分にできているとは言えません。 

● 地域移行に関する「モデルケース」（パターン）がない。 

地域移行支援についての今後取り組むべき方向・アイディア（一部） 

● 移動支援はもっと広がってもいいと思う。医療器具を乗せて電車移動はしんどい。 

● もともと地域にいた人が戻るのと、生まれてからずっと病院にいた人がはじめて地域に帰るの

とはまた違うように思う。地域での生活のイメージがわく、というのは帰る自信になると思う。

練習退院や日帰り退院を重ねること。 

● 地域が病院の中に入っていく機会をつくる。（定期的に院内茶話会をする・退院して地域で生

活している人との交流会をする など） 

● グループホームやケアホームを増やす。増やすためには、事業所の人材確保とスキルアップが

必要になります。 

● 地域の障がい者理解（小中学校の障がい教育も含め）の啓発を今以上にする。守口市内に短期

入所施設を！！！ 保護者の肉体的、精神的限界を超える前にグループホームを！！ 

● 視覚障がい者も入居できるグループホームの設置を促進していただきたい。 

● 精神病床からの早期退院についても、退院後の包括的ケアを関係機関と連携し、環境整備に努

めてもらいたい。 

 

【法人対象意向調査の結果】 

地域移行支援を進めるにあたっての課題 

■ 「関係者の連携が不充分」が 39.4%で最も多く、「地域移行後の受け皿の支援体制が不足」(36.4%)、

「対象者自身が地域移行に関する情報を知らない」(27.3%)がつづいています。 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

関係者の連携が不充分 (n=13)

地域移行後の受け皿の支援体制が不足 (n=12)

体験できる場の不足 (n=8)

対象者自身が地域移行に関する情報を知らない (n=9)

入所施設や医療機関の理解、協力が得られにくい (n=7)

わからない (n=8)

課題に感じることはない (n=1)

その他 (n=2)

不明・無回答 (n=6)

　　　　　　　全体 (n=33)

39.4

36.4

24.2

27.3

21.2

24.2

3.0

6.1

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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地域移行支援を進めるにあたっての課題解決策について 

■ 「関係者の連携強化」が 69.2%で最も多く、「地域移行支援に関する相談支援の充実」と「地域

移行を体験できる機会、場の充実」がともに 50.0%、「地域移行支援に関する情報提供の充実」と

「入所施設や医療機関と事業所の協力体制の構築（協議会や研修会の実施など）」がともに 42.3%

でつづいています。 

 
※課題について「課題に感じることはない」「不明・無回答」以外の法人のみ回答 

 

利用者の在宅生活を支援するうえで不足している社会資源や課題 

■ 「ヘルパーやグループホームなどのサービス」が 60.6%で最も多く、「金銭管理、収入などの課

題」(45.5%)、「住環境の整備や福祉用具の確保」と「24 時間緊急時の支援体制が整っていない」

がともに 42.4%でつづいています。 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

関係者の連携強化 (n=18)

地域移行支援に関する相談支援の充実 (n=13)

地域移行支援に関する情報提供の充実 (n=11)

入所施設や医療機関の理解促進 (n=8)

入所施設や医療機関と事業所の協力体制の構築（協

議会や研修会の実施など）
(n=11)

地域移行を体験できる機会、場の充実 (n=13)

その他 (n=1)

不明・無回答 (n=3)

　　　　　　　全体 (n=26)

69.2

50.0

42.3

30.8

42.3

50.0

3.8

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(複数回答)

　　　　　　　区分

住環境の整備や福祉用具の確保 (n=14)

ヘルパーやグループホームなどのサービス (n=20)

地域の偏見、無理解 (n=8)

地域の協力、インフォーマルサービス (n=9)

ピアサポートなど、当事者同士のつながりや支えあい (n=5)

地域医療体制が整っていない (n=5)

金銭管理、収入などの課題 (n=15)

配食サービスなど食事確保に関するサービスの不
足や使いづらさ

(n=11)

24時間緊急時の支援体制が整っていない (n=14)

課題に感じることはない (n=0)

その他 (n=2)

不明・無回答 (n=8)

　　　　　　　全体 (n=33)

42.4

60.6

24.2

27.3

15.2

15.2

45.5

33.3

42.4

0.0

6.1

24.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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利用者の在宅生活を支援するうえで不足している社会資源や課題の解決策について 

■ 「必要な在宅サービスや医療的ケアが適切に得られること」と「相談支援体制の充実」がとも

に 68.0%で最も多く、「人材確保や離職防止に向けた取り組みの充実」(64.0%)、「制度やサービス

の情報発信、周知の徹底」(48.0%)がつづいています。 

 
※課題について「課題に感じることはない」「不明・無回答」以外の法人のみ回答 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

必要な在宅サービスや医療的ケアが適切に得ら
れること

(n=17)

生活訓練等の充実 (n=7)

地域住民等の理解促進に向けた取り組み (n=10)

ピアサポートなど、当事者同士のつながりや支えあい

を促進する取り組み
(n=6)

人材確保や離職防止に向けた取り組みの充実 (n=16)

ボランティアの育成に向けた取り組みの充実 (n=7)

制度やサービスの情報発信、周知の徹底 (n=12)

成年後見制度の周知、利用促進 (n=11)

相談支援体制の充実 (n=17)

緊急時の受け入れ先の充実 (n=11)

その他 (n=0)

不明・無回答 (n=1)

　　　　　　　全体 (n=25)

68.0

28.0

40.0

24.0

64.0

28.0

48.0

44.0

68.0

44.0

0.0

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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＜分析＞ 

○ 18～64 歳、65 歳以上のいずれにおいても、７割以上が将来自宅で生活をしたいと考えおり、

地域で生活するために必要な支援としては「経済的な負担の軽減」「緊急時の受け入れ先の充

実」が多くなっているほか、「必要な在宅サービスが適切に利用できること」や、65 歳以上で

は「在宅で医療的ケアなどが適切に得られること」も多くなっています。また、障がい福祉サ

ービスについて今後求めるものとして、居宅介護では「支給時間の増加」などの意見があげら

れています。 

法人意向調査の結果では利用者の在宅生活を支援するうえで不足している社会資源や課題

の解決策として「必要な在宅サービスや医療的ケアが適切に得られること」が最も多くなって

います。 

自宅での生活を希望する障がいのある人が、地域で安心して生活を送るためには、在宅で必

要な支援を受けることが前提となることからも、在宅サービス等の充実に取り組むことが重要

となります。 

○ 障がい福祉サービスについて今後求めるものとして、短期入所や共同生活援助では「施設の

整備・充実」などの意見があげられています。また、団体対象意向調査では地域移行支援に対

するアイディアとして「グループホームやケアホームの整備」が多くあげられているほか、法

人対象意向調査の結果では利用者の在宅生活を支援するうえで不足している社会資源や課題

として「ヘルパーやグループホームなどのサービス」が最も多くなっていることから、ホーム

ヘルプや地域における居住の場の整備・充実に対するニーズが高いことがわかります。 

○ 団体対象意向調査では地域移行支援についての問題点として「地域からは、精神病院の中の

状況が全く見えない」「長期入院患者の「声」を聴く機会がない」「精神病院側と地域側が協議

する機会がない」などの病院と地域の連携に関する意見が複数あげられています。また、法人

対象意向調査では地域移行支援を進めるにあたっての課題として「関係者の連携が不充分」、

課題解決策として「関係者の連携強化」が最も多くあげられています。このことから、地域移

行支援にあたっては、関係団体・機関同士の連携が課題となっており、今後は関係団体・機関

が連携し課題に対応できるような仕組みづくりなどを進める必要があります。 

○ 地域移行支援についての問題点として、団体対象意向調査では「地域移行に関する『モデル

ケース』（パターン）がない」や今後取り組むべき方向・アイディアとして「練習退院や日帰

り退院を重ねること」などの意見があげられています。また、法人対象意向調査では地域移行

を進めるにあたっての課題解決策として「地域移行を体験できる機会、場の充実」が 50.0％と

２番目に多くなっていることから、地域移行支援にあたっては、モデルとなるケースの紹介や

少しずつ地域に慣れていくための機会、場づくりが求められていると考えられます。 
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（２）相談支援機能の充実 

【市民アンケート調査の結果】 

主な相談先（18歳～64歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18～64 歳では「家族や親戚」が 65.9%で最も多く、次いで「医療機関の職員」が 26.4%、「友人・

知人・近所の人」が 18.0%となっています。 

■ 65 歳以上では「家族や親戚」が 67.8%で最も多く、次いで「ケアマネジャー」が 32.2%、「医療

機関の職員」が 19.3%となっています。 

 
※「職場関係の人」は 18～64 歳対象調査のみの選択肢 

 

今、相談したいこと（18 歳～64歳、65歳以上対象調査） 

■ 18～64 歳では「特にない」が 34.3%で最も多く、次いで「家族からの自立や家族がいなくなっ

たときの生活のこと」が 24.7%、「経済的なこと（生活費、学費、医療費など）」が 22.5%となっ

ています。 

■ 65 歳以上では「特にない」が 39.4%で最も多く、次いで「自分の障がいや病気に関すること」

が 18.6%、「災害時など緊急時の対応のこと」が 18.2%となっています。 

 

18～64歳(n=583) 65歳以上(n=528)

家族や親戚 65.9 67.8
相談支援事業所の職員（相談支援専門員） 17.2 4.9
医療機関の職員(主治医､看護師など) 26.4 19.3
保健センターや保健所の職員（保健師など） 2.6 2.7
市役所の職員 10.6 6.8
社会福祉協議会の職員 1.7 2.3
くらしサポートセンター守口の職員 2.7 1.7
ケアマネジャー 7.5 32.2
ホームヘルパーや訪問看護師 6.3 8.3
職場関係の人 6.5
障がい者施設、グループホームなどの職員 12.2 2.8
友人・知人・近所の人 18.0 15.0
障がい者団体・患者の仲間、障がい者相談員 3.3 2.7
その他 2.9 2.1
特にない 8.7 7.0
不明・無回答 3.3 5.3
全体 100.0 100.0

18～64歳(n=583) 65歳以上(n=528)

自分の障がいや病気に関すること 20.9 18.6
 家族に関すること（人間関係、子育てや親の介護など）について 12.7 4.5

 家族以外の人（友人、同僚、先生など）との関係について 5.8 0.6
学校のこと 0.2
職場や仕事のこと 11.3 0.0
進学や訓練、就職など、今後の進路のこと 8.2

 家族からの自立や家族がいなくなったときの生活のこと 24.7 9.7
経済的なこと（生活費、学費、医療費など） 22.5 14.2
災害時など緊急時の対応のこと 18.2 18.2

 利用できる福祉制度やサービスの内容・利用方法について 13.9 15.2
偏見や差別について 7.4 0.8
その他 3.3 2.5
特にない 34.3 39.4
不明・無回答 8.1 15.9
全体 100.0 100.0
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■ 18～64 歳について年齢別にみると、20 歳未満では「進学や訓練、就職など、今後の進路のこ

と」、20～29 歳、30～39 歳、40～49 歳では「家族からの自立や家族がいなくなったときの生活の

こと」、50～59 歳、60～64 歳では「特にない」が最も多くなっています。 

■ 18～64 歳について手帳種別にみると、身体障がい者手帳所持者では「特にない」、療育手帳所

持者では「家族からの自立や家族がいなくなったときの生活のこと」、精神障がい者保健福祉手

帳所持者では「自分の障がいや病気に関すること」が最も多くなっています。 
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族
か
ら
の
自
立
や
家
族
が
い
な

く
な
っ
た
と
き
の
生
活
の
こ
と 

経
済
的
な
こ
と 

災
害
時
な
ど
緊
急
時
の 

対
応
の
こ
と 

利
用
で
き
る
福
祉
制
度
や
サ
ー
ビ

ス
の
内
容
・
利
用
方
法
に
つ
い
て 

偏
見
や
差
別
に
つ
い
て 

そ
の
他 

 
 

 
 

 
 

特
に
な
い 

不
明
・無
回
答 

全体 583 20.9 12.7 5.8 0.2 11.3 8.2 24.7 22.5 18.2 13.9 7.4 3.3 34.3 8.1 

年

齢 

20 歳未満 9 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 66.7 33.3 33.3 22.2 33.3 22.2 0.0 22.2 11.1 

20～29 歳 68 20.6 10.3 2.9 0.0 14.7 8.8 41.2 25.0 20.6 13.2 7.4 4.4 30.9 1.5 

30～39 歳 81 25.9 7.4 8.6 0.0 17.3 16.0 34.6 24.7 14.8 8.6 4.9 1.2 32.1 6.2 

40～49 歳 121 25.6 15.7 9.1 0.0 12.4 9.9 33.9 20.7 16.5 19.0 9.1 2.5 33.1 5.0 

50～59 歳 194 21.1 18.0 6.2 0.0 10.3 4.1 17.0 24.2 19.6 14.4 9.8 4.1 30.4 11.3 

60～64 歳 97 13.4 5.2 0.0 0.0 4.1 1.0 8.2 14.4 17.5 10.3 2.1 2.1 49.5 10.3 

手

帳 

身体障がい者 
手帳所持者 

298 18.8 11.1 3.4 0.0 8.1 4.0 20.8 18.8 18.1 14.1 4.0 2.7 38.3 8.7 

療育手帳所持者 132 15.2 6.8 3.8 0.0 15.2 9.8 42.4 21.2 25.0 15.2 8.3 2.3 29.5 9.1 

精神障がい者 
保健福祉手帳 
所持者 

162 32.1 23.5 11.7 0.6 12.3 13.6 29.0 24.1 17.3 17.3 14.2 4.3 22.8 8.6 

 

相談先に求めること（18 歳未満、18～64 歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18 歳未満では「障がいに関する専門的な相談ができること」が 64.5%で最も多く、次いで「親

身に話を聞いてくれる相談員がいること」が 55.4%、「さまざまな相談に対応できるように他職種

との連携がとられていること」が 44.0%となっています。 

■ 18～64 歳では「親身に話を聞いてくれる相談員がいること」が 35.2%で最も多く、次いで「病

気や医療に関する専門的な相談ができること」が 28.1%、「障がいに関する専門的な相談ができる

こと」が 27.4%となっています。 

■ 65 歳以上では「特にない」が 29.9%で最も多く、次いで「病気や医療に関する専門的な相談が

できること」が 26.3%、「親身に話を聞いてくれる相談員がいること」が 20.5%となっています。 

 

18歳未満(n=166) 18～64歳(n=583) 65歳以上(n=528)
障がいに関する専門的な相談ができること 64.5 27.4 17.4

 病気や医療に関する専門的な相談ができること 23.5 28.1 26.3
親身に話を聞いてくれる相談員がいること 55.4 35.2 20.5
わかりやすい言葉で話してくれること 36.7 25.6 19.7
手話や筆談などで対応してくれること 0.0 1.9 1.9

 人間関係の悩みを聞いてくれる相談員がいること 13.3 18.2 2.5
 同じ障がいのある子をもつ相談員に話ができること 26.5 7.2 2.7

休日や夜間でも電話などで相談ができること 7.2 13.4 9.8
 さまざまな相談に対応できるように他職種との連携がとられていること 44.0 17.7 7.4

あらゆる相談を包括的に聞いてくれること 35.5 18.4 14.8
その他 1.2 3.1 1.5
特にない 4.2 21.3 29.9
不明・無回答 3.0 9.9 17.4
全体 100.0 100.0 100.0
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【団体対象意向調査の結果】 

相談支援体制についての現在の状況や問題点・課題点（一部） 

● 相談支援員が障がいに詳しくなく、介助家族の提案のまま支援計画が立てられ、相談支援員か

らの良い情報が得られるという感じではない。 

● 福祉、医療、雇用、教育と別々の窓口に相談に行っても、障がいについての理解がなければ、

つらい状況で、障がい者の相談機関や相談員に相談しても、各分野の深いところまではわからず、

問題について解決できるほどの答えをもらえないという状況です。 

● 人員を揃えるだけではなく、細やかな人材育成に取り組んで下さい。また、忙しさの中で学び

の向上を阻まない体制づくりが必要だと思います。 

相談支援体制についての今後取り組むべき方向・アイディア（一部） 

● 資質の向上のためには、事例検討・事例研究に多くの時間を割くべきだと思います。事例から

地域の共通課題を見つけることができ、また、相談支援専門員にとって、とても効果的な学習の

場となり、資質の向上に役立つと思います。年に１回は、講師を迎えて楽しい事例検討の技術を

取得する機会も必要だと思います。 

● 本人が関わるすべての分野（事業所、ヘルパー、訪問看護、訪問リハビリ等）の方が１年に１

回でも集まり、情報交換、話し合いをする事で、より良い支援が受けられ、支援資質が向上して

いくのではないかと思う。（他市ではしている所がある） 

● 介助者家族が年を重ね、行動力が無くなり、情報も入ってきづらくなるので、相談支援員がも

っと医療、制度、雇用等、色々な人達と家族や本人を結びつける力を持ち、相談できる窓口にな

ってほしい。 

● 本人を中心とした相談支援体制を作成するべきではないかと思います。（どこが本人と関わっ

て、何をしているかとか） 

 

【法人対象意向調査の結果】 

相談支援事業の資質向上のための取り組み状況について 

■ 「行っている」が 83.3%、「行っていない」が 16.7%となっています。 

 

※相談支援事業所を運営している法人のみ回答 
 

　　　　　　　区分

行っている (n=5)

行っていない (n=1)

不明・無回答 (n=0)

　　　　　　　全体 (n=6)

83.3

16.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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＜分析＞ 

○ 家族や親戚、友人・知人等以外の相談先としては、「医療機関の職員」が多いほか、18～64

歳では「相談支援事業所の職員」、65 歳以上では「ケアマネジャー」が多くなっています。 

○ 今相談したいこととして、18～64 歳では「家族からの自立や家族がいなくなったときの生活

のこと」「経済的なこと」が多くなっています。特に、20 歳代～40歳代、療育手帳所持者では

「家族からの自立や家族がいなくなったときの生活のこと」が多い傾向があります。また、精

神障がい者保健福祉手帳所持者では「自分の障がいや病気に関すること」が多い傾向がありま

す。 

○ 相談先に求めることとしては、「親身に話を聞いてくれる相談員がいること」や「病気や医

療に関する専門的な相談ができること」「障がいに関する専門的な相談ができること」などが

多くなっています。また、団体対象意向調査では相談支援体制についての問題点として「障が

い者の相談機関や相談員に相談しても、各分野の深いところまではわからず、問題について解

決できるほどの答えをもらえないという状況」などの意見があげられており、相談支援の充実

に向けては、相談支援窓口の資質、専門性の向上が重要となることがうかがえます。 

○ 相談支援体制についての今後取り組むべき方向・アイディアとして、「事例検討・事例研究」

「すべての分野の方が集まり、情報交換、話し合いをする」など、関係団体・機関同士が連携

して相談支援の資質向上に取り組むための意見があげられています。 

○ 一方で、調査に回答した相談支援事業所を運営している法人の８割は相談支援事業の資質向

上のための取り組みを実施しており、取り組みの具体的内容としては研修への参加や会議等の

開催による情報交換などが多くなっています。 
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（３）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【法人対象意向調査の結果】 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築にあたっての課題 

■ 「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムのあるべき姿が分かりづらい」が 51.5%で最

も多く、「地域の現状や課題の把握ができていない」(36.4%)、「事業推進を担う人材の確保がで

きていない」(33.3%)がつづいています。 

 
  

(複数回答)

　　　　　　　区分

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの
あるべき姿が分かりづらい

(n=17)

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの必要性を

医療・障がい福祉関係者等に認知してもらうことが難しい
(n=7)

地域の現状や課題の把握ができていない (n=12)

関係者の連携が不充分 (n=10)

地域の医療・障がい福祉資源が不足している (n=6)

事業推進を担う人材の確保ができていない (n=11)

課題に感じることはない (n=1)

その他 (n=1)

不明・無回答 (n=7)

　　　　　　　全体 (n=33)

51.5

21.2

36.4

30.3

18.2

33.3

3.0

3.0

21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築を進めるにあたって必要なこと 

■ 「休日や夜間でも相談ができる支援体制（電話相談など）」が 51.5%で最も多く、「病院や診療

所などで相談に乗れる職員（精神保健福祉士、ソーシャルワーカーなど）の配置」(48.5%)、「精

神障がいのある方の家族への支援」と「メンタルヘルス、精神障がいに関する理解促進」と「話

し相手や相談ができる仲間づくり」が、ともに 42.4%でつづいています。 

 
 

 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

精神障がいのある方の家族への支援 (n=14)

精神障がいのある方の住まいの確保の支援 (n=12)

メンタルヘルス、精神障がいに関する理解促進 (n=14)

ピアサポートの養成及び活用に向けた取組 (n=8)

病院や診療所などで相談に乗れる職員（精神保
健福祉士、ソーシャルワーカーなど）の配置

(n=16)

具合が悪くなった時に、入院せずに休息ができる
施設の整備

(n=12)

休日や夜間でも相談ができる支援体制（電話相談
など）

(n=17)

話し相手や相談ができる仲間づくり (n=14)

その他 (n=2)

不明・無回答 (n=8)

　　　　　　　全体 (n=33)

42.4

36.4

42.4

24.2

48.5

36.4

51.5

42.4

6.1

24.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜分析＞ 

○ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっての課題としては、「精神障

がいにも対応した地域包括ケアシステムのあるべき姿が分かりづらい」が最も多くなっていま

す。「地域の現状や課題の把握ができていない」「事業推進を担う人材の確保ができていない」

なども多くなっていますが、地域の現状や課題の把握、人材の確保等の取り組みを進めるにあ

たっては、前提となる「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムのあるべき姿」を明確

にし、共有する必要があると考えられます。 

○ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるにあたって必要なこととし

ては「休日や夜間でも相談ができる支援体制」「病院や診療所などで相談に乗れる職員の配置」

などが多くなっていることから、相談支援体制の充実が重要となることがうかがえます。 

○ 相談先に求めることとして、精神障がい者保健福祉手帳所持者では「親身に話を聞いてくれ

る相談員がいること」「障がいに関する専門的な相談ができること」「病気や医療に関する専門

的な相談ができること」「人間関係の悩みを聞いてくれる相談員がいること」が多くなってい

ます。 
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（４）就労相談の充実、職場定着支援 

【市民アンケート調査の結果】 

働くことへの不安や不満（18～64 歳対象調査） 

■ 「給料が少ない」が 29.7%で最も多く、次いで「特にない」が 27.8%、「会社／事業所のなかで

の人間関係がむずかしい」が 17.4%となっています。 

 
※「正社員」「パート、アルバイト、臨時雇用」「自営業」「内職」「就労移行支援」 

「就労継続支援Ａ型」「就労継続支援Ｂ型」「その他」のいずれかの方のみ回答 

勤続年数（18～64 歳対象調査） 

■ 「20 年以上」が 14.9%で最も多く、次いで「２年～５年未満」が 14.3%、「10 年～20 年未満」

が 13.0%となっています。 

■ 手帳種別にみると、身体障がい者手帳所持者では「20 年以上」、療育手帳所持者では「10年～

20 年未満」、精神障がい者保健福祉手帳所持者では「１年～２年未満」が最も多くなっています。

身体障がい者手帳所持者では「20 年以上」が、精神障がい者保健福祉手帳所持者では「半年未満」

「１年～２年未満」が他の手帳所持者に比べて多くなっています。 

  合計 半年 

未満 

半年～ 

１年未満 

１年～ 

２年未

満 

２年～ 

５年未

満 

５年～ 

10 年未

満 

10 年～ 

20 年未満 

20 年 

以上 

不明・ 

無回答 

全体 483 7.0 5.6 11.4 14.3 12.4 13.0 14.9 21.3 

手

帳 

身体障がい者手帳所持者 242 4.5 3.7 9.1 10.3 11.2 14.5 22.3 24.4 

療育手帳所持者 93 6.5 4.3 10.8 16.1 16.1 17.2 8.6 20.4 

精神障がい者保健福祉手帳所持者 136 11.8 7.4 16.9 14.7 14.7 7.4 6.6 20.6 

(複数回答)

　　　　　　　区分

働けるところがない、または少ない（雇ってもらえない） (n=48)

給料が少ない (n=94)

自分にあった内容の仕事がない (n=25)

作業ペースが人と合わない (n=26)

就業時間が長い (n=16)

就業時間が短い (n=21)

体力的に負担が大きい (n=49)

精神的に負担が大きい (n=53)

休みがとりにくい (n=22)

雇用形態が不安定である (n=25)

会社／事業所の人との言葉のやりとりやコミュニケーションがうまくいかない (n=37)

会社／事業所のなかでの人間関係がむずかしい (n=55)

働く会社／事業所の設備が整っておらず、障がいのある人にとって使いにくい (n=10)

会社／事業所への行き帰りがたいへん (n=19)

障がいがない人とくらべて、仕事の内容に差がある (n=12)

障がいがない人とくらべて、給料に差がある (n=30)

障がいがない人とくらべて、昇進に差がある (n=18)

会社／事業所のなかに仕事の悩みを相談できる人がいない (n=33)

働くための支援をしてくれる機関や人とのつながりがない (n=20)

その他 (n=13)

特にない (n=88)

不明・無回答 (n=34)

　　　　　　　全体 (n=316)

15.2

29.7

7.9

8.2

5.1

6.6

15.5

16.8

7.0

7.9

11.7

17.4

3.2

6.0

3.8

9.5

5.7

10.4

6.3

4.1

27.8

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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働いていない理由（18～64 歳対象調査） 

■ 「障がいが重いため」が 34.2%で最も多く、次いで「病気・高齢のため」が 28.8%、「仕事をす

ることが不安なため」が 26.3%となっています。 

■ 手帳種別にみると、身体障がい者手帳所持者、療育手帳所持者では「障がいが重いため」、精

神障がい者保健福祉手帳所持者では「仕事をすることが不安なため」が最も多くなっています。

精神障がい者保健福祉手帳所持者では、他の手帳所持者に比べて「障がいを理解してもらえない

ため」「過去に嫌な経験をしたため」が多くなっています。 

  
合
計 

障
が
い
が
重
い
た
め 

病
気
・高
齢
の
た
め 

自
分
に
あ
っ
た
仕
事
や
自
分
に

で
き
る
仕
事
が
な
い
た
め 

仕
事
を
探
し
て
も
見
つ
か
ら

な
い
た
め 

仕
事
を
す
る
こ
と
が
不
安

な
た
め 

通
勤
が
難
し
い
た
め 

学
校
に
通
っ
て
い
る
た
め 

訓
練
中
の
た
め 

家
事
に
専
念
し
て
い
る
た
め 

障
が
い
を
理
解
し
て
も
ら
え

な
い
た
め 

過
去
に
嫌
な
経
験
を
し
た

た
め 

現
在
の
収
入
で
生
活
で
き

る
た
め 

定
年
を
迎
え
た
た
め 

そ
の
他 

働
き
た
い
と
思
わ
な
い 

不
明
・無
回
答 

全体 243 34.2 28.8 18.9 13.2 26.3 9.5 2.1 5.8 9.5 14.0 11.9 6.6 3.3 10.3 7.4 8.2 

手

帳 

身体障がい者 

手帳所持者 
135 40.7 26.7 17.8 11.9 17.0 9.6 0.7 4.4 11.1 8.9 5.9 5.9 4.4 7.4 5.9 9.6 

療育手帳所持者 39 48.7 5.1 25.6 7.7 12.8 5.1 7.7 7.7 2.6 7.7 7.7 0.0 0.0 10.3 5.1 7.7 

精神障がい者 
保健福祉手帳 
手帳所持者 

78 34.6 30.8 23.1 17.9 42.3 11.5 1.3 9.0 7.7 29.5 24.4 9.0 0.0 12.8 9.0 3.8 

 

今後の就労意向（18～64 歳対象調査） 

■ 「働きたい」が 48.4%で最も多く、次いで「わからない」が 19.9%、「働きたくない」が 11.1%

となっています。 

 

【団体対象意向調査の結果】 

就労について(一般就労への移行の促進、就労定着率の向上など)の今後取り組むべき方向・アイディア（一部） 

● 障がいのあるなしに関わらず、学生のうちから、仕事をしている人を知る、体験してみる機会

をもっと増やす。労働対価の給料のありがたさ、仕事で嫌なことがあったときの対処の方法、目

標となるような起業家のストーリーなど。中学生が職場体験しているのを見かけたことがある、

あれは良い取り組みだと思う。 

● 就労移行への訓練ができる施設や事業所を増やす。 

● 就職後の障がい者の方への相談支援やサポートと、企業との対応ができる人材が必要。 

 

【法人対象意向調査の結果】 

障がいのある人の就労について市民や企業の理解を得るための取り組みの実施状況 

■ 「行っている」が 63.6%、「行っていない」が 18.2%となっています。 

一般就労への移行者を増加させるための取り組みの実施状況 

■ 「行っている」が 54.5%で最も多く、「対象となる利用者がいない」(36.4%)がつづいています。 
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障がいのある人が一般就労をめざすにあたっての課題、問題点 

■ 「他の従業員との対人関係」が 36.4%で最も多く、「企業等へのサポート体制の不足」と「実習

等、経験の場や機会の不足」がともに 33.3%、「求人が少ない」(30.3%)がつづいています。 

 
 

(複数回答)

　　　　　　　区分

求人が少ない (n=10)

企業等の無理解、偏見 (n=9)

企業等へのサポート体制の不足 (n=11)

実習等、経験の場や機会の不足 (n=11)

賃金の問題 (n=7)

各種関係機関での連携不足（ハローワーク等） (n=6)

他の従業員との対人関係 (n=12)

ジョブコーチ等職場での定着支援の不足 (n=6)

リワーク支援 (n=0)

その他 (n=4)

不明・無回答 (n=13)

　　　　　　　全体 (n=33)

30.3

27.3

33.3

33.3

21.2

18.2

36.4

18.2

0.0

12.1

39.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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＜分析＞ 

○ 働くことへの不安や不満については、「給料が少ない」「会社/事業所のなかでの人間関係が

むずかしい」などが多くなっています。また、法人対象意向調査の結果をみると、障がいのあ

る人が一般就労をめざすにあたっての課題としては「他の従業員との対人関係」が最も多くな

っていることから、賃金のほか、職場内でのコミュニケーションが課題となっていることがう

かがえます。 

○ 勤続年数について、身体障がい者では「20年以上」、療育手帳所持者では「10年～20年未満」、

精神障がい者保健福祉所持者では「１年～２年未満」が最も多くなっており、精神障がい者保

健福祉手帳所持者では勤続年数が短い傾向があるといえます。 

○ また、働いていない理由について、精神障がい者保健福祉手帳所持者では他の手帳所持者に

比べて「仕事をすることが不安なため」「障がいを理解してもらえないため」「過去に嫌な経験

をしたため」が多くなっています。 

○ 今後の就労意向について、現在働いていない人（働いていたが今は働いていない、働いたこ

とがない）でも３割程度が「働きたい」と考えていることから、働く意欲をもった障がいのあ

る人に対し、適性や能力に応じた多様な就労機会の確保が必要となります。 

○ 団体対象意向調査の結果をみると、就労についてのアイディアとして「仕事をしている人を

知る、体験してみる機会を増やす」「就労移行への訓練ができる施設や事業所を増やす」など

の意見があげられています。また、法人対象意向調査では障がいのある人が一般就労をめざす

にあたっての課題として「実習等、経験の場や機会の不足」が２番目に多くなっていることか

ら、就労体験の機会・場のニーズがあることがうかがえます。 

○ 法人対象意向調査の結果をみると、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、

就労定着支援事業所を運営している法人において、障がいのある人の就労について市民や企業

の理解を得るための取り組みを行っているのは 63.6％、一般就労への移行者を増加させるため

の取り組みを行っているのは 54.5％となっています。 
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（５）施策の谷間にあると言われていた児童への支援に向けての連携、医療的ケア児の協議の場 

【市民アンケート調査の結果】 

医療を受けるにあたって困ること（18 歳未満対象調査） 

■ 手帳種別にみると、身体障がい者手帳所持者では「専門的なリハビリができる施設が身近にな

い」が、他の手帳所持者に比べて多くなっています。 

■ 医療的ケアを受けている人は受けていない人に比べて「通院するための家族の負担が大きい」

が多くなっています。 

  
合
計 

通
院
す
る
と
き
に
手
助
け
し
て
く
れ

る
人
が
い
な
い 

通
院
す
る
た
め
の
家
族
の
負
担
が 

大
き
い 

専
門
的
な
治
療
を
行
う
病
院
が 

身
近
に
な
い 

専
門
的
な
リ
ハ
ビ
リ
が
で
き
る 

施
設
が
身
近
に
な
い 

ち
ょ
っ
と
し
た
病
気
や
け
が
の
と
き
に
受

け
入
れ
て
く
れ
る
病
院
が
身
近
に
な
い 

障
が
い
が
理
由
で
治
療
を
受
け
に
く

い
診
療
科
が
あ
る 

医
師
に
病
気
の
こ
と
や
薬
の
こ
と
を

気
軽
に
聞
け
な
い 

交
通
費
の
負
担
が
大
き
い 

医
療
費
の
負
担
が
大
き
い 

症
状
を
う
ま
く
説
明
で
き
な
い
、
医
師
等

の
説
明
が
難
し
く
て
理
解
で
き
な
い 

ど
こ
に
行
っ
た
ら
い
い
か
わ
か
ら
な
い 

誰
に
聞
い
た
ら
い
い
か
わ
か
ら
な
い 

手
話
や
筆
談
な
ど
の
対
応
を 

し
て
く
れ
な
い 

そ
の
他 

特
に
困
っ
て
い
な
い 

不
明
・無
回
答 

18
歳
未
満 

全体 166 6.6 20.5 15.1 12.7 2.4 21.1 3.6 12.7 5.4 9.0 10.2 9.6 0.6 4.8 39.2 7.2 

手
帳 

身体障がい者 
手帳所持者 

21 19.0 28.6 9.5 38.1 9.5 23.8 0.0 28.6 0.0 9.5 14.3 4.8 4.8 9.5 9.5 9.5 

療育手帳所持者 84 9.5 29.8 16.7 17.9 3.6 31.0 3.6 17.9 8.3 10.7 10.7 10.7 1.2 6.0 28.6 6.0 

精神障がい者 
保険福祉手帳 
所持者 

17 0.0 11.8 23.5 11.8 0.0 11.8 0.0 11.8 5.9 23.5 23.5 17.6 0.0 5.9 35.3 5.9 

医
療
的

ケ
ア 

受けていない 120 5.8 16.7 14.2 11.7 1.7 23.3 2.5 10.8 3.3 6.7 12.5 10.8 0.8 4.2 48.3 2.5 

受けている 22 9.1 40.9 13.6 9.1 9.1 13.6 0.0 9.1 13.6 13.6 4.5 4.5 0.0 13.6 22.7 9.1 

 

災害時の生活で求めること（18 歳未満対象調査） 

■ 18 歳未満では「救助を求めたら来てくれる人がいること」が 66.9%で最も多く、次いで「救助

を求めることができること」が 65.1%、「すぐに避難できる安全な場所があること」が 57.2%とな

っています。 

  
合
計 

避
難
場
所
を
知
っ
て
い
る
こ

と ど
の
よ
う
な
災
害
が
起
こ
っ
た
の

か
が
す
ぐ
に
わ
か
る
こ
と 

救
助
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
こ
と 

救
助
を
求
め
た
ら
来
て
く
れ

る
人
が
い
る
こ
と 

す
ぐ
に
避
難
で
き
る
安
全
な

場
所
が
あ
る
こ
と 

物
資
の
入
手
方
法
が
わ
か
る

こ
と 

障
が
い
に
あ
っ
た
対
応
を
し

て
く
れ
る
こ
と 

ま
わ
り
の
人
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
が
と
れ
る
こ
と 

必
要
な
薬
が
手
に
入
り
、
治

療
を
受
け
ら
れ
る
こ
と 

薬
が
飲
め
る
こ
と 

補
装
具
や
日
常
生
活
用
具
が

使
え
る
こ
と 

酸
素
ボ
ン
ベ
や
吸
引
器
、
人

工
呼
吸
器
が
使
え
る
こ
と 

被
害
状
況
な
ど
の
情
報
が
入

手
で
き
る
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

不
明
・無
回
答 

18
歳
未
満 

全体 166 51.2 44.6 65.1 66.9 57.2 31.3 44.6 41.6 24.1 18.1 7.8 3.0 14.5 4.8 2.4 1.8 

手
帳 

身体障がい者 
手帳所持者 

21 42.9 52.4 57.1 66.7 57.1 33.3 66.7 42.9 57.1 52.4 33.3 14.3 38.1 9.5 0.0 0.0 

療育手帳所持者 84 45.2 42.9 65.5 69.0 58.3 38.1 59.5 39.3 31.0 22.6 10.7 6.0 13.1 4.8 2.4 0.0 

精神障がい者保健
福祉手帳所持者 

17 52.9 47.1 70.6 82.4 52.9 17.6 52.9 41.2 23.5 29.4 11.8 0.0 11.8 0.0 0.0 11.8 

医
療
的

ケ
ア 

受けていない 120 55.0 45.8 65.0 70.0 63.3 30.8 44.2 44.2 18.3 13.3 6.7 0.8 16.7 5.0 1.7 0.0 

受けている 22 40.9 31.8 68.2 59.1 45.5 31.8 54.5 36.4 54.5 50.0 13.6 18.2 4.5 4.5 4.5 0.0 
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【団体対象意向調査の結果】 

保健・医療についての現在の状況や問題点・課題点（一部） 

● 発達障がいの早期発見は、児検診と就学前の訪問検診ですくい取ってほしい。親も我が子には

必要ないと療育を受けなかったりする。早期療育の重要性をもっと知ってほしい。 

● 医ケア対応の事業所、施設が少ない。 

● 病気の早期発見を願うも、病院での待ち時間を考えると、見逃しがち。検査等も受けられない

のが現状。受診時の協力があればと思う。 

● 障がい者（重度）の健康診断のあり方→検尿・検便・子宮癌検診が大変苦労する。 

● 単独で移動・行動できない方が多く、健康づくりなどは難しく感じます。情報社会になり、障

がいや病気の早期発見は、以前に比べて良くなっていると感じます。医療機関においても、設備

面、資料面でも配慮いただけるようになっています。 

● 病気入院時には家族まかせになっている状況が多い。制度上、もう少し配慮はないのでしょう

か。知的障がい児・者については、症状の自己発信が不得手な面が多く、何か良い支援法はない

でしょうか。 

 

保健・医療についての今後取り組むべき方向・アイディア（一部） 

● 医ケア対応の事業所、施設を増やして欲しい。特に医ケア対応のショートステイが近くにない

ので、何かあった時のために、是非近くにつくって欲しい。 

● 24 時間体制の連絡先や、対応してもらえるような（病院との連携を含む）体制を希望する。 

● 子どもが入院した時、親の付き添いが必要（病院に任せられない）→親が付き添いできない時、

ヘルパーでも可能なようにして欲しい。 

● 今回の新型コロナウイルスのような感染症にかかった場合、我々視覚障がい者に対してどのよ

うに対応してもらえるのか早急に対応策を作成して我々に説明していただきたい。正直言って

我々がコロナに感染しているかもという不安を抱いたときどういう対応をして良いのか全く解

らない。 

 

【法人対象意向調査の結果】 

医療的ケアが必要な人の受け入れにあたっての課題 

● 医療連携において適切なメンタルヘルスケアの実施を行うべく情報の滞留がないようにすること。 

● 介護保険サービスのショートステイと障がいのショートステイで同等の医療サービスが重なった時は

調整が必要(同時の利用が難しい)。 

● 医療的ケアであって、一人暮らしの方が、災害時に緊急避難で前もって病院で受け入れられるよう

にしていただきたい。在宅介護のスタッフだけで対応する事は、困難であることが見えている。 

● 利用者にとって事業所の選択肢は多いほど良い。受け入れる事業所が増えてほしい。 

● 看護師の常駐（できれば複数）・加算などの対応。 

● 常勤看護師の配置。 

● 看護師の配置。 
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＜分析＞ 

○ 医療を受けるにあたって困ることとしては「障がいが理由で受けにくい診療科がある」「通

院するための家族の負担が大きい」が多くなっています。医療を受けるにあたって何かしら困

ることがある人（全体から「特に困っていない」「不明・無回答」を引いた値）は、医療的ケ

アを受けていない人で 49.2％であるのに対し、医療的ケアを受けている人では 68.2％となっ

ています。医療的ケアを受けている人では、特に「通院するための家族の負担が大きい」が多

くなっており、通院時のサポートが求められていると考えられます。 

○ 災害時の生活で求めることについて、医療的ケアを受けている人では受けていない人に比べ

て「必要な薬が手に入り、治療を受けられること」「薬が飲めること」「酸素ボンベや吸引器、

人工呼吸器が使えること」が多くなっていることから、災害時に医療的ケアを受けられる体制

づくりが重要であることがうかがえます。 

○ 団体対象意向調査の結果をみると、「医療的ケア対応の事業所、施設が少ない」「24 時間体制

の連絡先や対応を希望する」などの意見も出ています。一方で、法人対象意向調査の結果をみ

ると、医療的ケアが必要な人の受け入れにあたっての課題として「看護師の配置」という意見

が複数あげられている状況です。 
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（６）児童発達支援センターの充実、療育の向上、担保 

【市民アンケート調査の結果】 

主な相談先（18歳未満対象調査） 

■ 「家族や親族」が 62.0%で最も多く、次いで「学校・園の先生」が 49.4%、「児童発達支援セン

ター（わかくさ・わかすぎ園）の職員」が 41.0%となっています。 

 
  

18歳未満(n=166)

家族や親戚 62.0

相談支援事業所の職員（相談支援専門員） 19.9

医療機関の職員(主治医､看護師など) 22.3

保健所の職員（保健師など） 6.0

子育て世代包括支援センターあえる、保健センターの職員 7.8

社会福祉協議会の職員 0.0

障がい福祉課の職員 4.8

教育センター、教育委員会の職員 3.0

児童発達支援センター（わかくさ・わかすぎ園）の職員 41.0

ホームヘルパーや訪問看護師 1.8

学校・園の先生 49.4

児童相談所（大阪府中央子ども家庭センター）の職員 1.2

障がい者（児）施設などの職員 16.3

友人・知人・近所の人 36.7

障がい者団体・患者の仲間 4.2

その他 3.6

特にない 2.4

不明・無回答 1.8

全体 100.0
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今、相談したいこと（18 歳未満対象調査） 

■ 「お子さんの進学や訓練、就職など、今後の進路のこと」が 57.8%で最も多く、次いで「家族

からの自立や家族がいなくなったときのお子さんの生活のこと」が 34.3%、「利用できる福祉制度

やサービスの内容・利用方法について」が 27.1%となっています。 

■ 年齢別にみると、いずれの年齢においても「お子さんの進学や訓練、就職など、今後の進路の

こと」が最も多くなっています。０～４歳では「利用できる福祉制度やサービスの内容・利用方

法について」、５～９歳では「（お子さんの通う）学校のこと」、10～14 歳、15～18 歳未満では「家

族からの自立や家族がいなくなったときのお子さんの生活のこと」が２番目に多くなっています。 

  
合
計 

お
子
さ
ん
の
障
が
い
や
病
気
に
関
す
る

こ
と 

お
子
さ
ん
と
の
関
係
に
つ
い
て 

お
子
さ
ん
と
家
族
以
外
の
人
（友
人
、
同

僚
、
先
生
な
ど
）と
の
関
係
に
つ
い
て 

（お
子
さ
ん
の
通
う
）学
校
の
こ
と 

（
お
子
さ
ん
の
勤
め
る
）
職
場
や
仕
事
の

こ
と 

お
子
さ
ん
の
進
学
や
訓
練
、
就
職
な
ど
、

今
後
の
進
路
の
こ
と 

家
族
か
ら
の
自
立
や
家
族
が
い
な
く
な

っ
た
と
き
の
お
子
さ
ん
の
生
活
の
こ
と 

経
済
的
な
こ
と
（
生
活
費
、
学
費
、
医
療

費
な
ど
） 

災
害
時
な
ど
緊
急
時
の
対
応
の
こ
と 

利
用
で
き
る
福
祉
制
度
や
サ
ー
ビ
ス
の

内
容
・利
用
方
法
に
つ
い
て 

偏
見
や
差
別
に
つ
い
て 

そ
の
他 

特
に
な
い 

不
明
・無
回
答 

全体 166 26.5 12.7 23.5 24.7 0.6 57.8 34.3 15.7 16.9 27.1 10.2 4.2 13.9 3.0 

年

齢 

０～４歳 24 37.5 16.7 16.7 33.3 0.0 70.8 25.0 12.5 12.5 45.8 0.0 4.2 0.0 8.3 

５～９歳 73 27.4 11.0 20.5 30.1 1.4 50.7 21.9 13.7 16.4 23.3 13.7 4.1 16.4 2.7 

10～14 歳 47 25.5 14.9 29.8 19.1 0.0 57.4 44.7 17.0 14.9 25.5 12.8 4.3 19.1 0.0 

15～18 歳未満 20 15.0 10.0 30.0 10.0 0.0 70.0 65.0 25.0 25.0 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0 

手

帳 

身体障がい者 
手帳所持者 

21 9.5 4.8 23.8 23.8 0.0 57.1 52.4 9.5 42.9 28.6 4.8 4.8 9.5 9.5 

療育手帳所持者 84 20.2 6.0 21.4 23.8 1.2 67.9 48.8 13.1 25.0 34.5 9.5 3.6 8.3 3.6 

精神障がい者 
保健福祉手帳 
所持者 

17 58.8 23.5 47.1 41.2 0.0 76.5 35.3 29.4 23.5 29.4 23.5 5.9 5.9 0.0 

 

相談先に求めること（18 歳未満対象調査） 

■ 18 歳未満では「障がいに関する専門的な相談ができること」が 64.5%で最も多く、次いで「親

身に話を聞いてくれる相談員がいること」が 55.4%、「さまざまな相談に対応できるように他職種

との連携がとられていること」が 44.0%となっています。 

（Ｐ14 のグラフ参照） 
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就園・就学、学校生活等で望むこと（充実してほしいこと）（18歳未満対象調査） 

■ 「能力や障がいの状況にあった支援をしてほしい」が 56.0%で最も多く、次いで「療育指導（理

学療法、言語や難聴指導、作業療法など）が受けられるようにしてほしい」が 51.8%、「障がい特

性の理解と支援を促進してほしい」が 48.8%となっています。 

 
 

【団体対象意向調査の結果】 

療育についての現在の状況や問題点・課題点（一部） 

● 放課後等デイや療育事業を利用される方が増えています。学校・保育所・幼稚園との連携機会

がどの程度あるのでしょうか。それぞれの支援内容の共有や、役割の相互確認の機会があるので

しょうか。 

● 障がいに対する理解促進のための教育の機会がもっとあってもよいのではないかと思います。

多様性の尊重・人権教育にもつながるものだと思います。 

● 保護者のニーズについて、ニーズの発信が難しく困っていてもどうしたらよいか分からず悩ん

でおられる保護者もおられるのではないかと思います。保護者の方に障がいがある場合、子ども

の支援者と保護者の支援者との連携がどの程度意識的に行われているのでしょうか。 

● 個別の支援計画の専門職による細かい支援が、誰ひとり取り残されることのないよう、地域に

しっかり目を向けて、持続性を持った支援を行って下さい。 

 

【法人対象意向調査の結果】 

幼児期から成人に至るまでの「切れ目のない支援」を提供するための取り組み状況について 

■ 「行っていない」が 45.5%、「行っている」が 21.2%となっています。 

(複数回答)

　　　　　　　区分

就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほしい (n=80)

能力や障がいの状況にあった支援をしてほしい (n=93)

施設、設備、教材を充実してほしい (n=58)

通常の学校・学級での個別的な支援を充実してほしい (n=68)

特別支援学校・支援学級での個別的な支援を充実してほしい (n=54)

関係機関などと連携を図るようにしてほしい (n=71)

就学・就労後の支援を充実してほしい (n=72)

幼稚園・保育所・認定こども園・学校への受け入れを進めてほしい (n=27)

放課後や長期休暇（夏休みなど）に預かってほしい (n=39)

医療的ケアを受けられるようにしてほしい (n=9)

療育指導（理学療法、言語や難聴指導、作業療法など）が受けられるようにしてほしい (n=86)

障がい特性の理解と支援を促進してほしい (n=81)

いじめや不登校などへの対応を強化してほしい (n=47)

通学・通園にサービスを利用したい (n=24)

その他 (n=7)

特にない (n=13)

不明・無回答 (n=4)

　　　　　　　全体 (n=166)

48.2

56.0

34.9

41.0

32.5

42.8

43.4

16.3

23.5

5.4

51.8

48.8

28.3

14.5

4.2

7.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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３年前に比べて、幼児期から成人に至るまでの「切れ目のない支援」が進んでいると思うかについて 

■ 「わからない」が 48.5%で最も多く、「思う」(15.2%)、「思わない」(12.1%)がつづいています。 

「切れ目のない支援」のために課題として考えられることはあるか。 

■ 「学校と事業所の連携」と「18 歳到達時の障がい児福祉サービスから障がい福祉サービスへの

引継ぎ」が、ともに 36.4%で最も多く、「守口市役所内の関係各課での連携」と「事業所間での連

携」が、ともに 30.3%、「利用者と信頼関係のある支援員によるスムーズな移行支援」(24.2%)が

つづいています。 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

学校と事業所の連携 (n=12)

守口市役所内の関係各課での連携 (n=10)

事業所間での連携 (n=10)

各年齢で重視すべきことの理解不足 (n=3)

18歳到達時の障がい児福祉サービスから障がい
福祉サービスへの引継ぎ

(n=12)

利用者と信頼関係のある支援員によるスムーズな移

行支援
(n=8)

その他 (n=2)

不明・無回答 (n=13)

　　　　　　　全体 (n=33)

36.4

30.3

30.3

9.1

36.4

24.2

6.1

39.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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＜分析＞ 

○ 今、相談したいこととしては「お子さんの進学や訓練、就職など、今後の進路のこと」「家

族からの自立や家族がいなくなったときのお子さんの生活のこと」「利用できる福祉制度やサ

ービスの内容・利用方法について」などが多くなっています。また、０～９歳では「お子さん

の障がいや病気に関すること」「学校のこと」、10～18 歳未満では「お子さんと家族以外の人と

の関係について」「家族からの自立や家族がいなくなったときのお子さんの生活のこと」が多

い傾向があり、年齢によって相談したい内容が異なる傾向があるため、子どもの成長に応じた

相談支援に努める必要があります。また、相談先に求めることとしては、「障がいに関する専

門的な相談ができること」「親身に話を聞いてくれる相談員がいること」「さまざまな相談に対

応できるように多職種との連携がとられていること」などが多くなっています。 

○ 就園・就学、学校生活等で望むこと（充実してほしいこと）として、「療育指導が受けられ

るようにしてほしい」は 51.8％で２番目に多くなっており、特に０～９歳で多い傾向がありま

す。 

○ 障がい福祉サービスに求めるものとして、児童発達支援については「専門的な人材を増やし

てほしい」、放課後等デイサービスについては「内容をもっと充実してほしい」との意見がみ

られました。 

○ 団体対象意向調査では、療育についての現在の状況や問題点・課題点として「学校・保育所・

幼稚園との連携機会がどの程度あるのか」「子どもの支援者と保護者の支援者の連携はどうか」

という意見がでています。法人団体意向調査では「切れ目のない支援」のための課題として「学

校と事業所の連携」が 36.4％で最も多いほか、「守口市役所内の関係各課での連携」「事業所間

での連携」も３割程度となっています。療育の充実や切れ目のない支援の充実に際しては、関

係する各主体間、学校と事業所、市役所内、事業所間など、様々な主体が状況に応じて連携の

とれる体制構築が重要となると考えられます。 

○ また、切れ目のない支援の課題としては「18歳到達時の障がい児福祉サービスから障がい福

祉サービスへの引継ぎ」が 36.4％で最も多くなっています。その改善策としては「学校だけで

はなく、各サービス事業所からも保護者に対して早い段階から情報提供があれば」「各機関が

ニーズを把握した場合、それを支援者に『つなげる』仕組みが必要」などの意見が出ており、

18 歳到達時にスムーズに障がい福祉サービスへと引き継ぐための情報提供体制等が求められ

ています。 
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（７）高齢化に伴う支援の検討 

【市民アンケート調査の結果】 

今後（３年以内）利用したいサービス（65 歳以上対象調査） 

■ 「利用しない」が 25.0%で最も多く、次いで「ヘルパーによる介護や日常生活への支援（訪問

系サービス・障がい福祉サービスの上のせ）」が 23.3%、「外出や移動への支援（移動支援・同行

援護）」が 18.8%となっています。 

 

65 歳以上になり、介護保険に移行する際、困ったこと（65 歳以上対象調査） 

■ 「利用者負担が発生した」が 39.5%で最も多く、次いで「その他」が 23.7%、「サービス提供事

業所の変更が必要になった」が 15.8%となっています。 

 
※65 歳以前に障がい福祉サービスを利用していた方で、介護保険に移行する際困ったことがある方のみ回答 

 

【法人対象意向調査の結果】 

利用者の高齢化に関することで課題だと思うこと 

■ 「心身機能の低下による支援の増加」と「親の高齢化による問題」が、ともに 63.6%で最も多

く、「親亡きあとの生活支援や暮らしの場について」(57.6%)、「成年後見制度の利用に対する支

援」(39.4%)がつづいています。 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

利用者負担が発生した (n=15)

支援者が変わった (n=2)

支援内容が変わった (n=4)

サービス量が減少した (n=5)

サービス提供事業所の変更が必要になった (n=6)

その他 (n=9)

不明・無回答 (n=5)

　　　　　　　全体 (n=38)

39.5

5.3

10.5

13.2

15.8

23.7

13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(複数回答)

　　　　　　　区分

心身機能の低下による支援の増加 (n=21)

医療面の対応の困難 (n=12)

親の高齢化による問題 (n=21)

親亡きあとの生活支援や暮らしの場について (n=19)

兄弟との同居での問題 (n=6)

親亡きあとの財産相続等 (n=8)

成年後見制度の利用に対する支援 (n=13)

65歳を境に利用できなくなるサービスがある (n=11)

課題に感じることはない (n=0)

その他 (n=2)

不明・無回答 (n=6)

　　　　　　　全体 (n=33)

63.6

36.4

63.6

57.6

18.2

24.2

39.4

33.3

0.0

6.1

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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利用者の高齢化に関することで課題だと思うことの解決策 

■ 「障がい分野、高齢分野の切れ目のない支援体制の構築」が 74.1%で最も多く、「障がい福祉、

高齢者福祉、医療の連携強化」(70.4%)、「障がいに適した生活支援や暮らしの場の確保」(66.7%)

がつづいています。 

 
※課題について「課題に感じることはない」「不明・無回答」以外の法人のみ回答 

 

＜分析＞ 

○ 法人対象意向調査の結果をみると、利用者の高齢化に関する課題としては「心身機能の低下

による支援の増加」「親の高齢化による問題」「親なき後の生活支援や暮らしの場について」な

どが多くなっています。その解決策としては「障がい分野、高齢分野の切れ目のない支援体制

の構築」「障がい福祉、高齢者福祉、医療の連携強化」が多くなっており、「8050 問題」や「親

なきあとの支援」などが社会的な問題となっていることからも、障がい分野と高齢分野の連携

の強化は喫緊の課題であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(複数回答)

　　　　　　　区分

障がい分野、高齢分野の切れ目のない支援体制の構築 (n=20)

医療的ケアに対応できる事業の充実 (n=14)

障がい福祉、高齢者福祉、医療の連携強化 (n=19)

障がいに適した生活支援や暮らしの場の確保 (n=18)

経済的な負担の軽減 (n=17)

地域住民等の理解促進 (n=7)

成年後見制度の普及、啓発、利用支援 (n=14)

その他 (n=1)

不明・無回答 (n=1)

　　　　　　　全体 (n=27)

74.1

51.9

70.4

66.7

63.0

25.9

51.9

3.7

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（８）意思疎通支援の提供体制の充実 

【市民アンケート調査の結果】 

外出の際に困ること（18～64 歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18～64 歳について手帳種別にみると、身体障がい者手帳所持者では「特にない」、療育手帳所

持者と精神障がい者保健福祉手帳所持者では「困ったときにどうすればいいのか心配」が最も多

くなっています。 

■ 65 歳以上について手帳種別にみると、身体障がい者手帳所持者では「特にない」、療育手帳所

持者では「道路、建物の段差や、電車、バスなどの乗り降りがたいへんである」と「特にない」、

精神障がい者保健福祉手帳所持者では「金銭的に余裕がない」が最も多くなっています。 

  合
計 

付
き
添
っ
て
く
れ
る
人
が
い
な
い 

道
路
、
建
物
の
段
差
や
、
電
車
、
バ
ス
な
ど
の
乗
り
降
り
が
た
い
へ
ん
で
あ
る 

切
符
の
買
い
方
や
乗
換
え
の
方
法
が
わ
か
り
に
く
い 

気
軽
に
利
用
で
き
る
移
送
手
段
が
少
な
い 

障
が
い
に
配
慮
し
た
設
備
が
不
十
分 

通
路
上
に
自
転
車
や
看
板
な
ど
の
障
が
い
物
が
あ
っ
て
通
り
に
く
い 

商
店
や
銀
行
な
ど
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
と
り
に
く
い 

必
要
な
と
き
に
、
ま
わ
り
の
人
の
手
助
け
・
配
慮
が
た
り
な
い 

点
字
ブ
ロ
ッ
ク
が
少
な
い 

金
銭
的
に
余
裕
が
な
い 

移
動
手
段
に
お
金
が
か
か
る 

困
っ
た
と
き
に
ど
う
す
れ
ば
い
い
の
か
心
配 

周
囲
の
目
が
気
に
な
る 

そ
の
他 

特
に
な
い 

ほ
と
ん
ど
外
出
し
な
い
の
で
わ
か
ら
な
い 

不
明
・
無
回
答 

18
～
64
歳 

全体 583 6.0 13.9 9.1 5.3 7.9 9.4 9.6 5.7 1.4 16.3 13.0 21.6 13.9 5.0 35.2 2.7 8.1 

身体障がい者 
手帳所持者 

298 7.7 24.5 7.4 7.4 13.1 16.1 8.1 6.0 2.3 13.1 12.1 15.1 9.4 4.0 35.2 4.0 7.7 

療育手帳 
所持者 

132 6.8 11.4 21.2 8.3 6.8 11.4 18.2 11.4 0.8 9.1 13.6 40.2 18.9 4.5 25.0 0.8 9.8 

精神障がい者 
保健福祉手帳 
所持者 

162 6.2 8.6 8.6 3.1 1.9 5.6 8.6 5.6 0.0 27.8 16.0 28.4 24.7 8.6 24.7 3.1 8.0 

65
歳
以
上 

全体 528 5.3 21.6 7.4 11.6 6.6 6.3 4.2 2.5 0.2 11.9 12.3 11.0 2.8 4.5 30.9 12.7 13.4 

身体障がい者
手帳所持 

436 5.3 24.5 6.7 12.2 7.1 6.9 4.6 2.8 0.2 11.9 13.1 10.6 2.8 4.6 31.7 13.3 11.2 

療育手帳 
所持者 

18 11.1 27.8 16.7 5.6 11.1 5.6 5.6 5.6 0.0 16.7 11.1 16.7 5.6 0.0 27.8 11.1 27.8 

精神障がい者
保健福祉手帳 
所持者 

31 9.7 6.5 6.5 6.5 3.2 0.0 0.0 6.5 0.0 19.4 9.7 16.1 3.2 3.2 9.7 6.5 22.6 
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【団体対象意向調査の結果】  

コミュニケーションの支援、情報バリアフリーについての現在の状況や問題点・課題点（一部） 

● 情報は向こうからやってこないからアンテナをはってないと気が付かないことが多い。就労支

援センターもアクセスが悪い。守口市障がい者・高齢者交流会館も北河内子ども家庭センターも

ハローワークもみんなそうだ。場所を分けることもいいかもしれないが、普通の地域の中にスペ

ースをつくること。そうすれば普段支援を必要としていない人の目にもとまるかもしれない。市

役所でクッキーを売ったり図書館で作品展をしたり、大切なことだと思う。 

● パソコンやスマートフォン使用の有無で、情報格差はかなり大きいと思います。年々、格差が

広がっていることを感じています。 

● 本市の場合、視覚障がい者への意思疎通支援事業はほぼ行われていないのが現状である。また

市から提供される様々な情報についてはきわめて視覚障がい者が情報を得られないのも現状で

ある。 

● 広報では声の広報があり、市役所庁舎では電子掲示板があり、視覚障がい者や聴覚障がい者の

方に配慮をしていただけていますが、イベントなどでは、手話通訳、点字プログラムが無く、残

念です。 

● 手話通訳派遣依頼するのに、派遣当日の事前に依頼しないといけなく、次の日の派遣お願いし

たくてもできない。（突然の派遣依頼もできない）不便を感じる。 

● 日常生活用具給付事業については、今ある品目の支給限度額を今の時代にあったものに変更し、

可能な限り購入の際の負担を軽減していただきたい。また今の時代にあった品目を積極的に追加

していただきたい。点字ディスプレイや携帯型の色判別装置、めがね型の文書読み上げ装置など。

またＩＣＴ機器や視覚障がい者パソコンソフトの支給対応年数を今の時代にあったものに変更

していただきたい。視覚障がい者用のパソコンソフトの対応年数が 10 年というのは今では全く

時代錯誤である。今はソフトを一括で買い取って使うので無く、いわゆる「サブスクリプション」

方式で毎年お金を支払って使用する権利を得るという方向に変わってきているのが現状である。 

● 今年施行された読書バリアフリー法に盛り込まれている、視覚障がい者の読書環境の改善と言

うことで、デージー形式の視覚障がい者用音訳図書を聞くデージープレイヤーの支給対象につい

て今の１級と２級の視覚障がいの障がい者手帳を有している方だけで無く、３級から６級の手帳

を有している方にも支給対象を広げていただきたい。 

● 市内で視覚障がい者がＩＣＴ機器や使いやすい日用品や家電製品を使って生活を少しでも楽

にできるよう日常生活指導ができる場をつくっていただきたい。 
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＜分析＞ 

○ 外出の際に困ることとして、療育手帳所持者、精神障がい者保健福祉手帳所持者では「困っ

たときにどうすればいいのか心配」が多い傾向があることから、困った時や緊急時に周りの人

に声をかけられるよう、日常生活におけるコミュニケーションを円滑に図るための支援が必要

であることがうかがえます。 

○ コミュニケーションの支援、情報バリアフリーについて「パソコンやスマートフォン使用の

有無で情報格差は大きい」「視覚障がい者への意思疎通支援事業はほぼ行われていない」「イベ

ントなどでは手話通訳、点字プログラムがない」などの課題があげられており、障がい特性に

応じた多様な意思疎通支援、情報発信の方法を検討・充実する必要があります。 
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（９）差別の禁止、合理的配慮 

【市民アンケート調査の結果】 

この３年間で障がいがあることで差別を受けた経験（18 歳未満、18～64 歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18 歳未満、18～64 歳、65 歳以上のいずれにおいても「ない」が最も多くなっています。 

 
※18 歳未満は「子ども又はあなた(回答者)」の経験について回答 

 

障がいへの理解を深めるために、今後力を入れるべきこと（18 歳未満、18～64 歳、65 歳以上対象調査） 

■ 18 歳未満では「子どもたちに対する福祉教育を充実させる」が 62.0%で最も多く、次いで「障

がいのある人も使いやすい施設をつくる」が 44.6%、「障がいのある人がまちに出かけやすいよう

に整備を進める」が 38.6%となっています。 

■ 18～64 歳では「障がいのある人がまちに出かけやすいように整備を進める」が 36.5%で最も多

く、次いで「障がいのある人も使いやすい施設をつくる」が 31.4%、「特にない」が 22.6%となっ

ています。 

 

17.5

12.2

4.0

28.9

17.5

8.3

50.0

63.5

76.7

3.6

6.9

11.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18歳未満

(n=166)

18～64歳

(n=583)

65歳以上

(n=528)

ある 少しある ない 不明・無回答

18歳未満(n=166) 18～64歳(n=583) 65歳以上(n=528)

スポーツ・レクリエーション、文化活動を
通して地域の人々との交流を深める

16.9 17.0 10.8

市民対象の福祉講座や講演会を開催する 14.5 12.0 6.8

福祉施設（通所事業所）を地域に開放し、
地域住民との交流を図る

15.1 15.1 10.8

グループホームを地域の中につくる 13.9 13.0 7.8

子どもたちに対する福祉教育を充実させる 62.0 21.8 10.8

 障がい者団体や関係グループの活動をPRする 9.6 10.8 5.9

ボランティアの育成を図る 16.3 11.7 9.3

障がいのある人も使いやすい施設をつくる 44.6 31.4 22.0

障がいのある人がまちに出かけやすいように整備を進める 38.6 36.5 23.9

その他 9.0 5.1 2.1

特にない 5.4 22.6 30.3

不明・無回答 5.4 12.5 23.1

全体 100.0 100.0 100.0
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【団体対象意向調査の結果】 

差別の解消、権利擁護、障がい者理解についての現在の状況や問題点・課題点（一部） 

● 以前より発達障がいへの理解が進んできているように感じる。周りの親も（「わたしの育て方

が悪かったんだろうか」など言ったりしない、病気であり特性であるという意識がすすんだ）明

るい人が多い。一方でテレビの影響もあり「発達障がいとはこういう人のことだ」という画一的

な認識をされることもある。人それぞれ違うのだということを知ってほしい。 

● 理解促進の機会が少ないと感じます。 

● 障がい者への理解や啓発の取り組みがなかなか具体的に見えてこない。以前は市民向けの啓発

講座なども行われていたこともあったが、この何年かはそのようなイベントも行われていないよ

うである。 

● 障がい者への理解が無いから差別がおこる。差別がおこるから権利を訴える。すべて理解して

もらえていないことが始まりだと感じます。 

 

差別の解消、権利擁護、障がい者理解についての今後取り組むべき方向・アイディア（一部） 

● 差別する気持ちは押し付けては教育できないと思う。子どものころからしっかり学ぶこと、大

人が見本をみせること。 

● 教育機関・行政機関・地域など、それぞれの場で理解促進研修・事業を実施していきたいです。 

● 啓発事業については、健常者だけで企画するので無く、障がい当事者からもどのようなことを

啓発してほしいのか、また啓発しようと思っているのかなどを十分に調査して、当事者の意見に

即した啓発活動を当事者とともに行えるように方向を変えていただきたい。 

● 若年齢からの教育です。障がいのある人も同じ人なんだと教育してもらうことで差別は減り、

権利を主張せずとも人間としての尊厳を守ることができます。 

● 理解促進事業の出前講座を多く開いて、地域に広めて下さい。 

 

【法人対象意向調査の結果】 

差別解消・権利擁護関係の支援、相談を受けたことがあるか、またどのような支援、相談を受けたか 

■ 「支援を行ったり相談を受けたりしたことはない」が 45.5%で最も多く、「虐待（疑いも含む）

に関すること」と「金銭管理に関すること」が、ともに 24.2%、「合理的配慮の提供について」と

「偏見・誤解・差別的発言等を受けたことについて」と「成年後見制度について」が、ともに 18.2%

でつづいています。 
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差別解消・権利擁護関係の支援で難しかったこと、支障があったこと（支援・相談を受けたことがある方のみ） 

● 虐待に関する相談が難しい。 

● 虐待に関しては家族内での問題があり、他の支援機関とも連携しながら相談を受けているが、就労

移行支援事業所としては踏み込める部分が限定的なので、アドバイスが困難である。 

● 定義としては「自覚は問わない」という障がい者虐待ではあるが、加害者を庇ったり慣れた自宅から

保護されることを拒否された場合に、本人の同意が得られないとして対応が取れないままになってい

る。 

● 虐待に関することで支援者一人一人が利用者さんに思いがあり、その思いと支援とのすり合わせ。

利用者の相続については後見人が中心となって対応してくれているが、日常的な生活は支援者が行

っており、殆どないケースなので難しいと感じることが多い。 

 

＜分析＞ 

○ この３年間で障がいがあることで差別を受けた経験については、18 歳未満、18～64 歳、65

歳以上のいずれにおいても「ない」が最も多くなっていますが、「ある（ある＋少しある）」の割

合は 18 歳未満で 46.4％、18～64 歳で 29.7％、65 歳以上で 12.3％と、若い世代のほうが多い

傾向があります。 

○ 差別を受けた場面についてみると、18 歳未満では「学校」での経験が多くあげられています。

また、障がいへの理解を深めるために、今後力を入れるべきこととして、18 歳未満では「子ど

もたちに対する福祉教育を充実させる」が 62.0％で最も多くなっており、障がいのある子ども

たちが学校等の場で差別なく過ごせるよう、福祉教育の充実を図ることが重要となります。 

○ 障がいへの理解を深めるために、今後力を入れるべきこととして、いずれの世代においても

「障がいのある人がまちに出かけやすいように整備を進める」「障がいのある人も使いやすい

施設をつくる」が多くなっていることから、ハード面での整備についてもニーズがあると考え

られます。 

○ 42.4％の法人が何らかの差別解消・権利擁護関係の相談を受けたことがあり（全体から「受

けたりしたことはない」「不明・無回答」を引いた値）、内容としては「虐待（疑いも含む）に

関すること」「金銭管理に関すること」などが多くなっています。また、その際に難しかった、

支障があったこととして「虐待」に関する意見が複数あげられており、対応が難しい事項とな

っていることがうかがえます。 
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第４章 計画の推進方針 

第１節 第３次守口市障がい者計画との関係  

取り組み

体制整備 ・地域生活支援拠点の整備

大阪府
成果目標

・地域生活支援拠点運用状況の検証・検討

サービス
等事業

・居宅介護
・重度訪問介護
・同行援護
・行動援護
・重度障がい者包括支援
・短期入所
・共同生活援助
・移動支援事業

大阪府
活動指標

・相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言
・相談支援事業者の人材育成の支援
・相談機関との連携強化の取組

【取り組み３】
障がい者自立支援協議会の活性化

サービス
等事業

・施設入所支援
・療養介護
・自立生活援助

大阪府
成果目標

・施設入所者の削減
・地域移行者の増加

大阪府
成果目標

・精神病床退院後１年以内の地域平均生活日数
・精神病床における1年以上長期入院患者数
・精神病床における早期退院率（入院後3か月・6か月・1年の退院率）

大阪府
活動指標

・保健・医療・福祉関係者による協議の場の開催回数・参加者数・
  目標設定及び評価の実施回数

サービス
等事業

・精神障がいのある人の地域移行支援
・精神障がいのある人の地域定着支援
・精神障がいのある人の共同生活援助
・精神障がいのある人の自立生活援助

【取り組み６】
障がい福祉サービス等の質を向上させるた
めの取り組みに係る体制の構築

大阪府
活動指標

・障がい福祉サービス等各種研修への市町村職員の参加
・障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の
  共有体制有無・実施件数

サービス
等事業

・生活介護
・自立訓練（機能訓練・生活訓練）
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
・就労移行支援

大阪府
成果目標

・福祉施設利用から一般就労への移行者数の増加

サービス
等事業

・就労定着支援

大阪府
成果目標

・就労継続支援（Ｂ型）事業所における工賃平均額の増加
・一般就労移行者のうち、就労定着支援事業を利用する人の人数
・就労定着支援事業所ごとの就労定着率

【取り組み９】
施策の谷間にあると言われていた児童へ
の支援に向けての連携

体制整備
・主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保
・主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の確保

【取り組み10】
医療的ケア児の協議の場

体制整備

・医療的ケア児支援のための保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の
 関係機関の協議の場の設置
・医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの
 配置

【取り組み11】
児童発達支援センターの充実

体制整備 ・児童発達支援センターの設置

サービス
等事業

・児童発達支援
・医療型児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援
・居宅訪問型児童発達支援
・障がい児相談支援
・ペアレントトレーニング・ペアレントプログラム等の受講者数
・ペアレントメンターの人数
・ピアサポート活動の参加人数

体制整備 ・保育所等訪問支援の充実

【取り組み13】
意思疎通支援の提供体制の充実

サービス
等事業

・手話通訳者派遣事業
・文字通訳者派遣事業
・手話通訳者設置事業
・手話奉仕員養成研修事業
・日常生活用具給付等事業

障がい者差別の禁止及び
合理的配慮の普及

【取り組み14】
差別の禁止、合理的配慮

サービス
等事業

・理解促進研修・啓発事業
・自発的活動支援事業
・成年後見制度利用支援事業
・成年後見制度法人後見支援事業

施策の谷間にあった
分野への支援の充実

保健・教育・労働・
まちづくりなどの生活場面に

応じた施策の推進

【取り組み７】
就労相談の充実

【取り組み８】
職場定着支援

　
地域生活を支える体制整備

及び地域移行の促進

就労支援の充実・強化

【取り組み１】
地域生活支援拠点等の整備・拡充

【取り組み４】
施設入所者の地域生活への移行

【取り組み５】
精神障がいにも対応した
地域包括ケアシステムの構築

【取り組み２】
相談支援機能の充実

障がい者計画における
重点施策

サービス
等事業

本計画における関連項目

成果目標・活動指標

・計画相談支援
・地域移行支援
・地域定着支援･障がい者相談支援事業
・基幹相談支援センター
・基幹相談支援センター機能強化事業
・住宅入居等支援事業
・地域活動支援センター

【取り組み1２】
療育の向上、担保

重点施策１

重点施策２

重点施策３

重点施策４

重点施策５
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「第３次守口市障がい者計画（平成 29 年度から令和 8 年度）」は、「障がいのある人もない人も、

互いを尊重し、支え合いともに暮らすまち守口」を基本理念とし、 

１．障がい者の人権の尊重、自己決定権の尊重 

（障がいの有無に関わらず、誰もがかけがえのない個人として尊重され、自らの生活につい

て主体的に選択できるようにします。） 

２．ともに自立し、支え合う社会の実現 

（障がいのある人が、必要な支援を受けることで社会を構成する一員として自立し、地域住

民とともに支え合って暮らせる社会を目指します。） 

３．障がい者差別の禁止、社会的障壁の除去及び必要かつ合理的な配慮 

（障がいのある人もない人も、ともに支え合う社会を実現するため、障がいに対する理解を

促進し、障がいのある人が日常生活、社会生活を送るうえで妨げとなる社会的障壁の除去に

努めます。） 

４．多様な主体による協働 

（障がいのある人の抱える課題は、多様化・複雑化しており、ひとつの支援についても複合  

的な主体を必要とすることが多くなっています。今後、ますます多様化・複雑化していくニ

ーズに対して、家族や事業者だけでなく、市民やボランティアなど多様な主体が協働するこ

とで取り組みます。） 

５．ライフステージや障がい特性等に配慮した切れ目のない支援 

（障がいのある人が住みたい場所で安心して生活していくため、当事者の年齢や障がい種別、 

取り巻く環境によって生じる支援の格差を解消し、ニーズを起点とした支援体制の構築に努

めます。） 

を基本原則として掲げています。 

 

この「第３次守口市障がい者計画」は策定後の 10 年間を見据えて、本市の障がい福祉施策全般

に関わる行動計画を設定しており、その中で優先的に取り組むべき課題として、５つの重点施策を

設けています。 

本計画は前計画の後続計画にあたり、これら５つの重点施策に基づき、今後 3 年間で重点的に推

進する 14 の取り組みを設定し、それらに関連する障がい福祉サービス等の充実や各種体制整備を

設けています。 

前計画からの取り組みに係る変更点は、大きく２点あります。 

１点目は、取り組み６の「障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の

構築」を新規追加している点です。 

２点目は、前計画の取り組み 12 の「高齢化に伴う支援のあり方の検討」を、取り組み１の「地

域生活支援拠点等の整備」と取り組み２「相談支援機能の充実」、取り組み５「精神障がいにも対

応した地域包括ケアシステムの構築」の３項目のそれぞれの一部として取り組むよう変更している

点です。「高齢化に伴う支援」を、それぞれの分野における取り組みと一体化して進めることで、

より具体的かつ効果的に取り組みを推進していきます。 

また、これらは「第６期大阪府障がい福祉計画及び第２期大阪府障がい児福祉計画」の成果目標・

活動指標とも整合性を図っています。 
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第２節 計画推進のための取り組み及び活動指標 

１．地域生活支援拠点等の整備・拡充 

障がいのある人及び児童が地域で安心して暮らし続けるため、障がいの重度化や高齢化、親亡き

後にも切れ目なく支援を提供できる体制を構築することを目的としています。 

本市では、必要とされる支援・機能を複数の事業所で分担し、連携することで地域を支える「面

的整備」を実施します。障がいのある人及び児童の地域生活には、「①相談」「②緊急時の受け入れ・

対応」「③体験の機会・場」「④専門的人材の確保・養成」「⑤地域の体制づくり」の５つの機能が

必要であり、それぞれの機能について引き続き整備・拡充を図ります。また、障がい者自立支援協

議会などを活用して、整備した地域生活支援拠点等の運用状況を検証・検討していきます。 

 

（１）地域生活支援拠点等 
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地域生活支援拠点 目標値算出の考え方 

平成 30 年７月において、虐待対応などの緊急時の受け入れ先として１箇所を確保しています。 

今後は、体験の機会・場の機能を備えた拠点１箇所が令和３年度中に開設される予定であるととも

に、令和５年度中に民設民営の事業所を体験の機会・場の機能を備えた拠点として１箇所整備する

予定であり、いずれにおいても緊急時の受け入れ・対応が可能となることから目標値を設定しまし

た。 

 

 

地域生活支援拠点の運用状況についての検証・検討の実施 目標値算出の考え方 

 大阪府の基本的な考え方に準じ、障がい者自立支援協議会等を活用して検証・検討を実施するこ

とを想定し、目標値を設定しました。 

 

① 相談 

 緊急時の支援が見込めない世帯に対して常に連絡体制を確保し、障がい特性に起因する緊急事態

が発生したときに必要なサービス調整や相談等を行います。また、相談内容の多様化・複雑化に対

応するため、総合的な相談支援体制、専門的な指導・助言や人材育成の更なる強化・充実など相談

支援体制の一層の強化を図ります。 

 

現状と課題 

１．相談支援事業の提供体制 

基幹相談支援センター、委託相談支援事業所、指定一般相談支援事業所、指定特定相談支援事業

所を整備し、日常的な相談支援やサービス利用調整、地域移行・地域定着、支援困難ケースへの対

応・権利擁護・地域移行の体制整備等、障がいのある人及び児童の多種多様な相談に対応できる体

【確保目標】

目標値 実績値　（参考）

令和５年度 令和元年度

緊急時の受け入れ・対応 3か所 1か所

体験の機会・場 2か所 0か所

地域生活支援拠点

【目標値】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域生活支援拠点の運
用状況についての検
証・検討の実施

年間実施回数 1回 1回 1回

目標値
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制づくりに努めてきました。 

とりわけ、指定一般相談支援事業所が担当する支援困難ケースに対しての基幹相談支援センター

による後方的な支援や、すぐにサービス利用に結びつかない当事者に対して基幹相談支援センター

や委託相談支援事業所等がニーズ把握や制度説明を行ったうえで指定一般相談支援事業所へつな

ぐ支援等、重層的な相談支援体制のあり方を検討してきました。 

一方、平成 27 年度より障がい福祉サービス支給決定にサービス等利用計画案等の提出が必須と

されたことから、本市としてより多くのサービス利用者が計画相談支援を利用するよう推進した経

緯により、計画相談支援の利用者は増加しました。さらに、障がい福祉サービス利用者は年々増加

していることに加え、相談内容は複雑化・多様化してきています。それにもかかわらず、指定一般

相談支援事業所の数は増加していないため、事業所においては計画相談支援業務の負荷が大きくな

っており、相談支援事業所及び相談支援専門員の増加と確保に向けた取り組みが必要です。 

 

 

 

（出典元：厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

（参考）重層的な相談支援のイメージ図 
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２．相談支援に求められるもの 

市民アンケートでは、今、相談したいこととして「家族からの自立や家族がいなくなったときの

生活のこと」が多くみられ（18 歳未満 34.3%、18～64 歳 24.7％）、相談先に求めることとし

ては、どの年代においても「障がいに対する専門的な相談ができること」「親身に話を聞いてくれ

る相談員がいること」が多くみられました。 

また、団体アンケートでは「相談支援専門員が医療、制度、雇用等と家族や本人を結びつける力

を持ち、相談できる窓口となってほしい」との意見がみられました。 

この結果から、相談支援の充実に向けては、相談支援窓口の資質、専門性の向上が重要となるこ

とがうかがえ、そのためには関係機関が集まり、情報交換や協議の場を持つ等、連携を強化してい

くこと、市全体として相談支援の対応力が向上するような人材育成の体制づくりが必要です。 

令和元年度には 2 名が主任相談支援専門員の資格を取得しており、令和３年度においては、3 名

が主任相談支援専門員研修を受講することが予定されています。 

計画相談支援業務の負担が大きくなることで、相談支援専門員の後継者育成に支障がでることが

懸念されるなか、主任相談支援専門員等のさらなる機能発揮と有効活用が求められます。 

 

今後の取り組み 

１．専門的な指導・助言、人材育成、連携強化 

相談支援専門員の有機的な連携、後継者育成の観点等から、基幹相談支援センターから各相談支

援事業所に対し、専門性の向上等のための取り組みを行い、市全体の相談支援体制の充実を図りま

す。なお、引き続き主任相談支援専門員の確保と活用に向けて取り組みます。 

 

 

 

活動指標見込量算出の考え方 

【地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言】 

過去の実績件数等をもとに見込量を想定し、毎年３件ずつの増加を見込みました。 

【相談支援事業者の人材育成の支援】 

相談支援事業所の連絡会議や、相談支援従事者研修（初任者・現任）のインターバルにおける受

【活動指標】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域の相談支援事業者
に対する訪問等による
専門的な指導・助言

年間指導・助言件数 71件 74件 77件

相談支援事業者の人材
育成の支援

年間支援件数 21件 21件 21件

相談機関との連携強化
の取組

年間実施回数 41回 41回 41回

見込量
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講者の受入を活用することを想定し、見込量を設定しました。 

【相談機関との連携強化の取り組み】 

障がい者自立支援協議会の支援者実務者会議等の機会を想定し、見込量を設定しました。 

 

２．相談支援事業所及び相談支援専門員の確保、相談支援事業所の役割の明確化・重層的支援 

 介護保険事業所に新規参入を働きかける等、相談支援事業所及び相談支援専門員の増加と確保に

向けて検討するとともに、重層的な相談支援体制を充実させるにあたり、基幹相談支援センター、

委託相談支援事業所、指定一般相談支援事業所の役割を明確化し、それらの機能が十分に発揮され

るための方策を検討します。 

 

② 緊急時の受け入れ・対応 

短期入所の活用により緊急時の受け入れ体制を常に確保し、介護者の急病や虐待発生時の受け入

れ、医療機関に対する必要な連絡対応等を行います。 

 

現状と課題 

 平成 30 年度に、緊急時の受け入れ先として１事業所（２床）を確保し、虐待対応時などに活用

できる体制を整備しました。同じく平成 30 年度には、市有地を活用して緊急時の受け入れ・対応

が可能な施設を整備するため、公募型プロポーザル方式により事業者の選定を行いました。また令

和２年度においても、緊急時の受け入れ・対応の機能を備えた施設の拡充に向け、事業者の選定を

行っていることから、今後新たな緊急時の受け入れ先が確保される予定です。 

このように緊急時の受け入れ・対応が可能な体制は徐々に整備されつつありますが、緊急的な受

け入れを要する事案が同時期に複数発生した場合、受け入れが困難になる可能性があると考えられ

ます。また、緊急的な受け入れを要した事案においては、関係機関等との連絡調整や、その後のサ

ービス利用調整など、丁寧なアフターフォローが必要な場合が多く、連携体制の強化が重要である

と考えられます。 

 

今後の取り組み 

 引き続き、緊急時の受け入れ先の確保・拡充に向けて取り組んでいきます。さらに今後は、受け

入れ先の活用状況の分析を進め、丁寧なアフターフォローを提供できるよう、さらなる連携体制の

強化を図ります。 

 

③ 体験の機会・場 

地域移行や親元からの自立に向けて、共同生活援助等の障がい福祉サービスの利用や 1 人暮らし

の体験の機会を提供します。 

 

現状と課題 

平成 30 年度において、公募型プロポーザル方式により市有地を活用した施設整備運営事業者の

選定を行いました。今後、体験の機会・場の機能や日中サービス支援型指定共同生活援助の提供体

制を備えた施設が新たに開設される予定です。また令和２年度においても同様に、体験の機会・場
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の機能を備えた施設整備運営事業者の選定を進めており、その施設には、建物や設備の老朽化が進

んでいた守口市立わかたけ園が持つ機能を拡充させる形で備えることとしています。 

地域移行や親元からの自立に向けた練習のためには、体験の機会・場の活用が有効と考えられま

すが、地域移行を希望する対象者の把握は困難な状況にあります。障がい者支援施設、相談支援事

業所、行政機関等の連携を強化し、対象者やニーズの把握に努め、体験の機会・場に適切につなげ

ていく体制の構築が必要です。 

 

今後の取り組み 

今後も、公民連携により地域移行の促進や親元からの自立を希望する人のニーズに対応できるよ

う、市有地活用等の検討も含めて、引き続き提供体制の整備促進に向け取り組んでいきます。 

また、体験の機会・場を必要とする人やニーズを把握し、体験利用につなげていくとともに、そ

の後のサービス利用にも適切につないでいくコーディネート機能や体制づくりについても検討し

ていきます。 

 

④ 専門的人材の確保・養成 

医療的ケアや行動障がい、高齢化に伴う障がいの重度化について専門的な対応を取るための体制

整備や人材育成を行います。 

 

現状と課題 

サービス利用者のニーズは、その社会的背景や家庭環境などにより、年々複雑化・多様化してい

る傾向にあります。それらに対応していくため、多くの市内事業所では、自主研修会の開催や、外

部研修の受講、各種マニュアルの作成、職員の資格取得促進など、専門性の向上に取り組まれてい

ます。しかし、医療的ケアを要する人や、強度行動障がい・高次脳機能障がいなど、特別な支援を

要する人に対する支援体制は、十分整備されていると言えない状況にあります。特別な支援を要す

る人に対する支援体制の整備や、市内事業所が提供するサービスの質の均てん化、安心・安全なサ

ービス提供のためにも、医療的ケア、障がい特性や年齢に応じた支援、権利擁護などといった専門

性の向上や人材育成にさらに力を入れていく必要があります。 

また、地域のサービス基盤を維持・拡充していくためには、それらを支える福祉人材の確保が必

須ですが、市内事業所からは支援者の成り手が不足しているとの意見も聞かれます。 

 

今後の取り組み 

今後も市内事業所における専門性の向上に向け、基幹相談支援センターや委託相談支援事業所が

中心となって、各事業所の特色を活かした専門研修をコーディネートし開催していきます。また、

事業所に対して、大阪府等が実施する専門性向上に係る研修の情報提供を積極的に行っていくとと

もに、事業所職員が研修を受けやすい環境づくりに向けて取り組みます。 

福祉人材の確保に向けては、障がい福祉に係る職場の積極的な周知など、有効な方策を検討して

いきます。また、人材確保については、複数の支援者実務者会議から解決すべき地域課題として提

起されているので、今後各検討会議において課題解決に向け協議を進めていきます。 
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⑤ 地域の体制づくり 

地域の様々なニーズに対応するため、サービスの提供体制の確保・充実・均てん化や、社会資源

の連携体制の構築を行います。また、今後整備予定の地域生活支援拠点に福祉避難所の機能を付加

し、発災時等において障がいのある人の安全確保に向けた取り組みを進めます。 

 

現状と課題 

平成 30 年度以降、障がい者自立支援協議会の再構築を図り、支援者実務者会議を地域課題の掘

り起こしや解決策の提案を行う場として位置づけました。そこで検討された内容は、「地域課題解

決のための提案シート」として作成され、事務局会議、運営会議へと順に提起されます。運営会議

において、本会議への提起、他の支援者実務者会議への意見具申、さらなる検討に向けた検討会議

の立ち上げなどの必要性を判断し実施することで、課題解決力をより高める体制が構築されました。

今後は、この運用を軌道に乗せ、実効力のあるものにしていく必要があります。 

また、今後においては、地域移行希望者をはじめとした地域生活支援拠点等の活用を必要とする

対象者を把握し、実利用に結びつけていくコーディネート機能や、地域生活支援拠点等の各機能を

有機的に連携させ、より効果的に活用していく体制づくりが必要であると考えられます。 

 

今後の取り組み 

障がい者自立支援協議会における、地域課題の解決に向けた一連の運用を軌道に乗せ、地域の実

情に即した支援体制づくりに努めます。 

地域生活支援拠点等の機能をより効果的に活用していけるよう、相談支援機能の充実を中心に、

連携体制の強化に取り組んでいきます。 

緊急時の受け入れ・対応や、体験の機会・場の機能を利用した人は、その後地域にある障がい福

祉サービス事業所を利用していくと考えられることから、地域生活を支える障がい福祉サービスの

提供体制の整備や、サービス内容の充実・均てん化に向けて引き続き取り組んでいきます。 

 なお、発達障がい者・高次脳機能障がい者・難病患者に対しても、障がい福祉サービス利用対象

であることの周知を図り、個別の状況等を勘案し適正な支給決定を行います。 
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（２）高齢化に伴う支援 

現状と課題 

障がいのある人の高齢化に伴って、介護保険サービスに移行する際に、これまで利用していた障

がい福祉サービスと同程度の支援が確保できない、長年利用していた事業所が利用できないといっ

た意見がしばしば聞かれます。法人対象意向調査では、利用者の高齢化に関する課題として、「65

歳を境に利用できなくなるサービスがある」と答えた法人が 33.3%あり、団体対象意向調査にお

いても、「65 歳になってもそれまで利用していた事業所で同様のサービスを受けたい」との意見が

あげられています。このことから、65 歳を境に利用できるサービス内容や事業所が変わってしま

うことに抵抗を感じている人がいることがわかります。 

 

今後の取り組み 

令和２年度に事業者を選定し、令和５年度中に地域生活支援拠点等として整備する予定の日中活

動支援事業所には、共生型サービスの機能を持たせることで、介護保険適用年齢到達後においても、

引き続き通い慣れた事業所に通所できる体制を整えます。また、介護保険サービス移行における手

続きや引継ぎをスムーズにするため、相談支援専門員をはじめとする障がい福祉サービスの支援者

とケアマネジャーをはじめとする介護保険サービスの支援者の連携強化の方策について検討して

いきます。 

なお、今後も個別の状況を勘案し、障がい福祉サービスの利用が必要な人に対しては、適切に支

給決定を行います。 

 

（３）地域共生社会 

 地域共生社会とは、地域の住民や地域の多様な主体が「支え手」と「受け手」に分かれるのでは

なく「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがいをともに創り、高め合うことができるような地域社会を意味し

ます。 

地域共生社会の実現のためには、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組みづくり

や、制度の縦割りを超えた柔軟なサービス確保に取り組むとともに、地域ごとの地理的条件や地域

資源の実態等を踏まえながら、包括的な支援体制を構築することが必要とされています。 

 そして、その機能として〔１〕断らない相談の実現（地域の相談等を受け止め、自ら対応又はつ

なぐ機能、多機能協働の中核的機能や伴走支援を中心的に担う機能を備えた相談支援）、〔２〕社会

とのつながりや参加の支援（相談支援と一体的に行う就労支援、居住支援など多様な社会参加に向

けた支援）、〔３〕地域づくりに向けた支援（コーディネート機能や居場所の確保等の機能を備えた

支援）を一体的に実現することが求められています。 

第３次守口市障がい者計画にも共生社会の実現（地域における支えあいの推進）がうたわれてい

ることから、地域共生社会の実現に向けて庁内関係部署等と協議・調整を行い、検討を進めていき

ます。 
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（４）居宅介護 

 

居宅介護 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数がほぼ横ばいで

あることから（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.02 倍）、令和３年度以降においても大き

な伸びはなく、一定数になるものと見込みました。また利用時間総数については、令和元年度にお

ける一人あたりの利用時間数をもとに見込量を算出しました。 

知的障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数がほぼ横ばいで

あることから（平成 30 年度から令和元年度の増加率 0.99 倍）、今後は一定数にとどまることが

予測されます。また、団体対象意向調査や法人対象意向調査においても親亡き後の支援を求める意

見が多くみられ、施設入所者の地域での受け皿となる体制整備も必要となることから、令和３年度

以降は、令和元年度の月平均利用人数より 3 人増加した月平均利用人数を一定量として見込みまし

た。また、利用時間総数については、令和元年度における一人あたりの利用時間数をもとに見込量

を算出しました。 

精神障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数は微増傾向にあ

ります（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.06 倍）。また、今後、精神障がい者保健福祉手

帳取得者の増加や、入院からの退院による地域移行者の利用等が想定されることから、令和元年度

以降、毎年５人ずつの増加を見込み、月平均利用人数を算定しました。なお、利用時間総数につい

ては令和元年度の一人あたりの利用時間数をもとに算出しました。 

障がいのある児童については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数はほぼ横ばいであ

ることから（平成 30 年度と令和元年度の実績値は同値）、今後も一定の利用者を想定し、令和元

度以降は、令和元年度の月平均利用人数を基準として一定数を見込みました。なお、利用時間総数

についても令和元年度の一人あたりの利用時間数をもとに算定しました。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
165人 165人 165人 152人 158人 161人

月平均
利用時間総数

2,805時間 2,805時間 2,805時間 2,663時間 2,566時間 2,693時間

月平均

利用人数
130人 130人 130人 126人 128人 127人

月平均

利用時間総数
1,430時間 1,430時間 1,430時間 1,417時間 1,403時間 1,385時間

月平均
利用人数

155人 160人 165人 132人 137人 145人

月平均

利用時間総数
2,015時間 2,080時間 2,145時間 1,798時間 1,777時間 1,954時間

月平均

利用人数
10人 10人 10人 9人 10人 10人

月平均
利用時間総数

80時間 80時間 80時間 113時間 78時間 84時間

月平均

利用人数
460人 465人 470人 419人 433人 443人

月平均

利用時間総数
6,330時間 6,395時間 6,460時間 5,991時間 5,824時間 6,116時間

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい

精神障がい

児童
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（５）重度訪問介護 

 

重度訪問介護 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数はほぼ横ばいと

なっています（平成 30 年度から令和元年度の増加率 0.96 倍）。法人意向調査からは重度訪問介

護を拡大予定している法人が１箇所見られたこと、重度障がい者の地域移行や、介護保険との併給

が増加する可能性がある点を加味し、令和元年度以降、毎年３人ずつの増加を見込みました。また、

利用時間総数については、令和元年度における一人あたりの利用時間数をもとに見込量を算出しま

した。 

知的障がいのある人、精神障がいのある人については、平成 30 年度から令和元年度の月平均利

用人数に変化は見られませんでした。そのため、令和３年度以降については令和元年度の実績値を

一定量として見込みました。なお、利用時間総数については、知的障がいのある人については区分

に基づいた平均的な利用時間数をもとに算出し、精神障がいのある人については令和元年度におけ

る一人あたりの利用時間数をもとに見込量を算出しました。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
61人 64人 67人 52人 57人 55人

月平均

利用時間総数
4,453時間 4,672時間 4,891時間 3,446時間 4,167時間 4,027時間

月平均

利用人数
1人 1人 1人 1人 1人 1人

月平均

利用時間総数
230時間 230時間 230時間 147時間 7時間 6時間

月平均

利用人数
3人 3人 3人 3人 3人 3人

月平均

利用時間総数
207時間 207時間 207時間 214時間 268時間 206時間

月平均

利用人数
65人 68人 71人 56人 61人 59人

月平均

利用時間総数
4,890時間 5,109時間 5,328時間 3,807時間 4,442時間 4,239時間

精神障がい

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい
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（６）同行援護 

 

同行援護 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の同行援護の月平均利用人数は、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて利用が減少したと考えられる令和元年度を除き、ほ

ぼ横ばいとなっています。また、ニーズ調査からは一定の利用ニーズがうかがえるため、平成 29

年度の実績値（78 人）を一定量として見込みました。なお、利用時間総数についても、平成 29

年度の一人あたりの利用時間数をもとに算出しました。 

障がいのある児童については、平成 29 年度から令和元年度の利用実績から、月平均利用人数と

して１人を見込み、利用時間総数については、高校生の年代の移動支援の平均的な支給決定時間を

見込量として算定しました。 

 

（７）行動援護 

 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
78人 78人 78人 78人 76人 70人

月平均

利用時間総数
1,716時間 1,716時間 1,716時間 1,697時間 1,681時間 1,458時間

月平均

利用人数
1人 1人 1人 0人 1人 1人

月平均

利用時間総数
12時間 12時間 12時間 0時間 1時間 4時間

月平均
利用人数

79人 79人 79人 78人 77人 71人

月平均
利用時間総数

1,728時間 1,728時間 1,728時間 1,697時間 1,682時間 1,462時間

児童

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
58人 61人 65人 39人 46人 52人

月平均
利用時間総数

1,102時間 1,159時間 1,235時間 845時間 961時間 985時間

月平均
利用人数

1人 1人 1人 0人 0人 0人

月平均

利用時間総数
30時間 30時間 30時間 0時間 0時間 0時間

月平均

利用人数
2人 2人 2人 1人 1人 0人

月平均

利用時間総数
24時間 24時間 24時間 30時間 5時間 0時間

月平均

利用人数
61人 64人 68人 40人 47人 52人

月平均

利用時間総数
1,156時間 1,213時間 1,289時間 875時間 966時間 985時間

児童

合計

見込量 実績値　（参考）

知的障がい

精神障がい
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行動援護 利用見込量算出の考え方 

知的障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数は増加傾向にあ

ります（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.13 倍）。また、ニーズ調査からは、一定の利用

ニーズがうかがえ、地域移行者の利用も想定されます。加えて、事業所意向調査では、新規開設の

意向は１事業所からのみあがっていることから、今後の増加は緩やかになると予想されます。これ

らのことに加え、地域移行者数の見込量も勘案し、令和３年度及び令和４年度においては、令和元

年度実績から毎年３人の増加を、令和５年度においては令和４年度から４人の増加を見込みました。  

また、利用時間総数については、令和元度における一人あたりの利用時間数をもとに算出しました。 

精神障がいのある人については、現在、本市には利用者はいません。今後は 1 人の利用者を見込

み、利用時間総数は移動支援の平均的な利用時間数をもとに算出しました。 

障がいのある児童については、平成 29 年度から令和元年度にかけて月平均利用人数は 1 人ある

いは０人となっていますが、ニーズ調査からは、一定の利用ニーズがみられるため、2 人の一定量

を見込みました。なお、利用時間総数については、高校生の年代における移動支援の平均的な利用

時間数を見込量として算定しました。 

 

（８）重度障がい者等包括支援 

 

重度障がい者等包括支援 利用見込量算出の考え方 

重度障がい者等包括支援については、現在、本市に利用対象者はいません。また、提供事業者も

非常に少ないため、本計画においては、見込量はないものと算定しました。 

今後、サービスの利用ニーズが生じた場合には、提供事業者の確保及び適切な支給に努めます。 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
0人 0人 0人 0人 0人 0人

月平均

利用時間総数
0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間

月平均

利用人数
0人 0人 0人 0人 0人 0人

月平均

利用時間総数
0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間

月平均

利用人数
0人 0人 0人 0人 0人 0人

月平均

利用時間総数
0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間

月平均

利用人数
0人 0人 0人 0人 0人 0人

月平均

利用時間総数
0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間

月平均

利用人数
0人 0人 0人 0人 0人 0人

月平均

利用時間総数
0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい

精神障がい

児童
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（９）短期入所 

 

短期入所 利用見込量算出の考え方 

現在、市内の短期入所事業所では利用の希望のある人すべてにサービスを供給することができて

おらず、市外の事業所を利用している場合も多く見られますが、法人対象意向調査においては短期

入所の新規開設、拡大のぞれぞれについて、１事業者から意向がありました。また、令和３年度及

び令和５年度中にそれぞれ１箇所の地域生活支援拠点の開設を予定しており、それぞれの地域生活

支援拠点では短期入所が実施される予定であることから、潜在的な利用ニーズのある人が利用でき

るようになると考えられるため、平成 29 年度から令和元年度までの実績経過にこれらの状況を勘

案し、見込量を算定しました。 

身体障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数は横ばいとなっ

ています（平成 30 年度と令和元年度は同値）が、今後開設予定の地域生活支援拠点等における短

期入所利用者を勘案し、令和元年度及び令和２年度においては新型コロナウイルス感染症の影響を

受けていることも考慮して、令和３年度及び令和４年度においては、平成 30 年度実績からそれぞ

れ 1 名、令和５年度においては、令和４年度から 2 名の増加を見込みました。また、利用日数総

数については、平成 30 年度における平均的な利用日数をもとに見込量を算出しました。 

知的障がいのある人については、令和元年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り利用が減少していると考えられますが、平成 29 年度から平成 30 年度の月平均利用人数に緩や

かな伸びが見られます（平成 29 年度から平成 30 年度の増加率 1.05 倍）。この伸び率に加え、

先に述べた地域生活支援拠点等における短期入所利用者を勘案し、令和元年度及び令和２年度にお

いては新型コロナウイルス感染症の影響を受けていることも考慮して、令和３年度及び令和４年度

においては、平成 30 年度実績からそれぞれ 3 名、令和５年度においては令和４年度から５人の増

加を見込みました。なお、利用日数総数については、平成 30 年度における平均的な利用日数をも

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
29人 30人 32人 31人 28人 28人

月平均

利用日数総数
145人日 150人日 160人日 155人日 146人日 147人日

月平均

利用人数
61人 64人 69人 55人 58人 50人

月平均

利用日数総数
366人日 384人日 414人日 271人日 330人日 265人日

月平均

利用人数
3人 3人 3人 1人 3人 3人

月平均

利用日数総数
18人日 18人日 18人日 1人日 9人日 19人日

月平均

利用人数
22人 25人 28人 9人 10人 16人

月平均

利用日数総数
88人日 100人日 112人日 43人日 45人日 71人日

月平均

利用人数
115人 122人 132人 96人 99人 97人

月平均

利用日数総数
617人日 652人日 704人日 470人日 530人日 502人日

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい

精神障がい

児童
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とに見込量を算出しました。 

精神障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数に大きな変化は

見られないため、令和元年度の月平均利用人数を一定数として、令和３年度から令和５年度までの

見込量を算定しました。また、利用日数総数については、令和元年度における平均的な利用日数を

もとに見込量を算出しました。 

障がいのある児童については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数は増加傾向にあり

ますが、年度により伸び率にはやや差異があります（平成 29 年度から平成 30 年度の伸び率 

1.11 倍、平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.60 倍）。平成 29 年度から令和元年度の月平

均利用人数の増加数や、今後、親からの自立に向けた利用ニーズが引き続き増加すること、親のレ

スパイトを目的とした利用が増えることが考えられるため、令和元年度以降、毎年３人ずつの増加

を見込みました。また、利用日数総数については、令和元年度の一人あたりの利用日数をもとに見

込量を算出しました。 

 

（１０）共同生活援助 

 

共同生活援助 利用見込量算出の考え方 

 親の高齢化や、地域移行の促進等により、共同生活援助に対するニーズは今後も高まると考えら

れます。また、法人対象意向調査においては共同生活援助の新規開設の意向が２事業者から、拡大

の意向は１事業者からあがっており、重度障がい（強度行動障がい、肢体不自由、医療的ケア等）

に対応できるグループホームの新規開設、拡大についても同数の意向があがっていました。また、

令和３年度中に１箇所の開設が予定されている地域生活支援拠点においても、共同生活援助が実施

される予定です。これらのことから、以下のように見込量を算出しました。 

【身体障がい】 

平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数はほぼ横ばいですが、前述の背景により、共同

生活援助の利用は増加すると考えられるため、令和元年度以降、毎年 1 人ずつの増加を見込みま

した。 

【知的障がい】 

平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数は増加傾向にあります。令和３年度以降につい

ては、平成 29 年度から平成 30 年度にかけての増加分（11 人）と平成 30 年度から令和元年

度（18 人）にかけての増加分の平均（15 人）の増加を見込みました。 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

身体障がい
月平均

利用人数
42人 43人 44人 38人 41人 40人

知的障がい
月平均

利用人数
207人 222人 237人 148人 159人 177人

精神障がい
月平均

利用人数
37人 39人 41人 26人 30人 33人

合計
月平均

利用人数
286人 304人 322人 212人 230人 250人

見込量 実績値　（参考）
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【精神障がい】 

平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数は増加傾向にあります。（平成 29 年度から平

成 30 年度の増加率 1.15 倍、平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.10 倍）この増加率

に加え、大阪府より示された「精神病床における１年以上長期入院患者の地域移行者数」の数値

（各年度における地域移行者数 ２人）に基づき、毎年２人の増加を見込みました。 

 

（１１）移動支援事業 

 

移動支援事業 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がいのある人は、平成 30 年度から令和元年

度にかけて月平均利用人数に明確な増減傾向が見られず、利用時間総数についても、新型コロナウ

イルス感染症の影響を受けて利用が減少したと考えられる令和元年度を除き、ほぼ横ばいとなって

います。 

これらのことから、身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がいのある人の月平均利

用人数、利用時間総数ともに、平成 29 年度から平成 30 年度までの期間における平均値をもとに、

見込量を算出しました。 

障がいのある児童については、過去５年間において明確な増減傾向が見られないことから、月平

均利用人数、利用時間総数ともに、平成 29 年度から平成 30 年度までの期間における平均値をも

とに、見込量を算出しました。 

 

  

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
171人 171人 171人 175人 166人 169人

月平均

利用時間総数
24,304時間 24,304時間 24,304時間 25,164時間 23,444時間 20,493時間

月平均

利用人数
215人 215人 215人 210人 220人 231人

月平均

利用時間総数
35,710時間 35,710時間 35,710時間 34,340時間 37,080時間 32,966時間

月平均

利用人数
49人 49人 49人 48人 50人 40人

月平均

利用時間総数
4,819時間 4,819時間 4,819時間 4,604時間 5,034時間 3,397時間

月平均

利用人数
38人 38人 38人 49人 27人 23人

月平均
利用時間総数

3,216時間 3,216時間 3,216時間 4,794時間 1,638時間 1,037時間

月平均

利用人数
473人 473人 473人 482人 463人 463人

月平均

利用時間総数
68,049時間 68,049時間 68,049時間 68,902時間 67,196時間 57,893時間

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい

精神障がい

児童
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２．相談支援機能の充実 

本市では、自らの意思が反映された日常生活や社会生活を送ることができるよう、平成 27 年度

以降、すべての障がい福祉サービス及び地域相談支援の利用者が計画相談支援を利用できるよう推

進してきました。現在では、多くの利用者が計画相談支援を利用しています。 

 今後、施設入所者や精神病床入院患者の地域移行を促進するにあたり、相談支援機能の果たす役

割は非常に大きいものと考えられることから、引き続き相談支援サービス提供基盤の整備を図りま

す。 

 

（１）計画相談支援 

 

※本表における月平均利用人数とは、サービス利用支援及び継続サービス利用支援が提供された人

数の月ごとの平均を表しています。 

計画相談支援 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がいのある人については、平成 29 年度から

令和元年度にかけて増加傾向が見られます。令和３年度以降は、平成 29 年度から平成 30 年度に

かけての増加分（身体障がいのある人 ６人、知的障がいのある人 10 人、精神障がいのある人 

13 人）と平成 30 年度から令和元年度にかけての増加分（身体障がいのある人 １人、知的障が

いのある人 ８人、精神障がいのある人 21 人）の平均値（身体障がいのある人 ４人、知的障

がいのある人 ９人、精神障がいのある人 17 人）の増加を見込みました。また、令和２年度に

おいては新型コロナウイルス感染症拡大により、利用人数に影響が出ると考えられるため、令和３

年度については、令和元年度実績に前述の増加人数を加え、見込量を設定しました。 

難病のある人、障がいのある児童については、平成 29 年度から令和元年度にかけて月平均利用

人数に大きな変化が見られないことから、令和３年度以降は、令和元年度の実績値を一定量として

見込みました。 

 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

身体障がい
月平均

利用人数
60人 64人 68人 49人 55人 56人

知的障がい
月平均

利用人数
112人 121人 130人 85人 95人 103人

精神障がい
月平均

利用人数
126人 143人 160人 75人 88人 109人

難病
月平均

利用人数
2人 2人 2人 0人 2人 2人

児童
月平均

利用人数
1人 1人 1人 1人 1人 1人

合計
月平均

利用人数
301人 331人 361人 210人 241人 271人

見込量 実績値　（参考）
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（２）地域移行支援 

 

 ※地域移行支援は６か月を原則として支給されるため、本表の月平均利用人数は年間の総利用

人数を２分の１にした数となります。 

地域移行支援 利用見込量算出の考え方 

令和元年度において、地域移行支援の利用実人員は、身体障がいのある人が０人、知的障がいの

ある人が１人、精神障がいのある人が 1 人となっています。 

現状では、地域移行支援の対象者を把握することが困難であることが課題となっているため、相

談支援事業所や保健所をはじめとする関係機関と連携して、対象者の把握に向けての取り組みを進

めます。 

大阪府より示されている、身体障がいのある人及び知的障がいのある人の地域移行者数の成果目

標が５人となっていることから、本市においては、令和５年度までに、身体障がいのある人２人、

知的障がいのある人３人を対象者数として見込みました。 

なお、精神障がいのある人については、大阪府より示されている長期入院患者の退院数の成果目

標が毎年２人となっていることを踏まえ、令和３年度以降、毎年１人ずつの月平均利用人数を見込

量として算定しました。 

 

  

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

身体障がい
月平均

利用人数
0人 1人 1人 0人 0人 0人

知的障がい
月平均

利用人数
1人 1人 1人 1人 0人 1人

精神障がい
月平均

利用人数
1人 1人 1人 1人 1人 1人

合計
月平均

利用人数
2人 3人 3人 2人 1人 2人

見込量 実績値　（参考）
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（３）地域定着支援 

 

地域定着支援 利用見込量算出の考え方 

施設入所者の地域移行者数、精神病床入院患者の地域移行者数、委託相談支援事業所の支援可能

想定人数を積算して、見込量を設定しました。 

 

（４）相談支援事業 

 

相談支援事業 整備見込量算出の考え方 

障がい者相談支援事業は、令和２年度時点で 4 か所に委託しています。令和３年度以降について

も、同数の４か所の体制で実施することを想定しています。 

基幹相談支援センターについては令和３年度以降も設置し、基幹相談支援センター等機能強化事

業も実施しながら、支援困難ケースへの対応及び後方支援、権利擁護、施設入所者の地域移行の促

進、地域支援体制のコーディネート等の各機能が効果的に発揮されるよう取り組みます。 

 

（５）地域活動支援センター 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

身体障がい
月平均

利用人数
0人 1人 1人 2人 3人 1人

知的障がい
月平均

利用人数
1人 1人 1人 1人 2人 1人

精神障がい
月平均

利用人数
15人 17人 20人 17人 16人 6人

合計
月平均

利用人数
16人 19人 22人 20人 21人 8人

見込量 実績値　（参考）

【整備見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

　障がい者相談支援事業 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所

　基幹相談支援センターの設置 設置 設置 設置 設置 設置 設置

　基幹相談支援センター等機能強化事業 実施 実施 実施 実施 実施 実施

　住宅入居支援（居住サポート）事業 実施 実施 実施 実施 実施 実施

整備見込量 整備状況(参考)

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

100人 110人 120人 110人 122人 107人

見込量等

実施箇所数

実利用者数

実績値等　（参考）
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地域活動支援センター 利用見込量算出の考え方 

令和元年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により登録者数が減少していると考えられます。

当初の利用者数である 120 名程度まで増加することを見込み、令和３年度以降の３年間で毎年 10

人ずつの増加を見込みました。 

 

（６）高齢化に伴う支援 

現状と課題 

障がいのある人が、高齢化に伴って介護保険サービスに移行する場合、これまで相談支援専門員

が行っていた本人・家族の意思確認や生活全般のコーディネートを行う役割を、ケアマネジャーが

担うことになります。相談支援専門員とケアマネジャー間の引き継ぎが不十分であれば、これまで

利用していたサービスを継続して利用することができない可能性があります。また、相談員が変わ

ってしまうこと自体に負担を感じる人もいます。そのため、前もっての連携や、丁寧な引継ぎを行

える体制の構築に向けて、これまでもケアマネジャー連絡会議と相談支援権利擁護支援者実務者会

議の交流などが行われてきました。 

 

今後の取り組み 

 介護保険サービス適用年齢到達に近づいた障がいのある人に対して、介護保険サービスや今後の

障がいサービス利用に関する案内文を事前に送付することで、介護保険サービス移行の不安軽減を

図ります。また、ケアマネジャー連絡会議と相談支援権利擁護支援者実務者会議等の交流を引き続

き行い、よりスムーズな引継ぎが可能となるよう顔の見える関係の構築を目指します。 
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３．障がい者自立支援協議会の活性化 

再構築された障がい者自立支援協議会を活性化させ、地域課題の解決に向けた取り組みと、関係

機関のネットワーク構築を推進します。 

 

（１）前計画における取り組みの評価 

 本市の障がい者自立支援協議会は、平成 19 年の立ち上げから 10 年が経過しており、本市の現

状を踏まえたあり方を目指して再構築を検討してきました。 

 当初の障がい者自立支援協議会は、就労支援部会、通所サービス部会、相談支援・権利擁護部会、

精神障がい者支援部会、障がい児支援部会、グループホーム部会の 6 つの専門部会で構成され、各

専門部会から地域課題として様々な事案が提起されてはいるものの、解決に向けた取り組みを行う

場は明確化されていなかったことから、課題解決できる体制の構築を目指しました。 

 平成 30 年度より大阪府アドバイザー派遣による助言・指導を受け、その過程の中で地域課題を

明確化し対応等の検討課題を可視化するための「地域課題解決のための提案シート」を活用した運

営方法が提起され、提案シート・課題解決に向けたフロー図とともに令和元年の障がい者自立支援

協議会の本会議にて承認、新しい障がい者自立支援協議会の体制が構築されました。 

 今後の課題は、形づくられたものを軌道にのせ、活性化させていくことがあげられます。 

 

（２）障がい者自立支援協議会の体制 

１．障がい者自立支援協議会の構成 

 新しい障がい者自立支援協議会は、本会議、運営会議、事務局会議、支援者実務者会議で構成さ

れます。 

 

本会議 

本計画の進捗管理、検討会議提案事項の評価、地域の課題及び社会資源の現状評価及び連携・改

善・開発に関すること、基幹相談支援等事業及び相談支援事業について、その中立・公平性を確保

する観点から運営状況を把握し助言等を実施、また、地域の関係機関によるネットワーク構築等を

実施します。 

 

運営会議 

市、基幹相談支援センター、委託相談支援事業所、支援者実務者会議代表にて構成され、支援者

実務者会議から提案された「地域課題解決のための提案シート」を検討し、対応方針や処遇を判断

します。 

また、本会議の議題の整理・決定及び各検討会議、支援者実務者会議等の連絡・調整を行います。 

 

事務局会議 

市、基幹相談支援センター、委託相談支援事業所にて構成され、運営会議や本会議にて扱う検討

会議提案事項の整理や地域課題の整理を行います。 
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支援者実務者会議 

 これまでの専門部会に相当し、各種の障がい福祉サービスや支援の専門分野別に、地域課題の掘

り起こしや解決策の提案を行います。 

 

（３）「地域課題解決のための提案シート」及びフロー図 

支援者実務者会議は、解決すべき課題について、その期限、提案する理由、考えられる改善方法

を記載した提案シートを基幹相談支援センターへ提出し、事務局会議にて要点の抽出や整理を行っ

たうえで、運営会議（市、基幹相談支援センター、委託相談支援事業所、支援者実務者会議代表）

にて検討します。 

その結果、本会議への提案、検討会議の設置、他の支援者実務者会議の助言要請、提案者へ差し

戻し等の処遇を判断し、課題解決に向けて取り組みが行われます。 

 

【再構築後の障がい者自立支援協議会における運用フロー】 

 

 

（４）今後の取り組み 

 「地域課題解決のための提案シート」及びフロー図の運営方法を軌道にのせていくため、各会議

体の役割を明確化し、プロセスの効率化を図るとともに、地域におけるニーズや課題を吸い上げ、

地域資源を活用しながら解消する体制の構築を推進します。 

 課題の性質により６つの支援者実務者会議相互の交流や有機的な連携を強化し、必要に応じて居

住支援協議会、発達障がい者支援センター、高次脳機能障がい者支援拠点、難病相談支援センター

等との連携も視野に入れて取り組んでいきます。 

 また、地震や豪雨等の災害、新型コロナウイルス感染症の流行等が、障がいのある人及び児童の

生活状況に影響を及ぼしていることも踏まえ、障がいのある人及び児童が住み慣れた地域で安心し

て日常生活を送ることができるよう、総合的・包括的に支える体制整備に向けて取り組みます。 

他の支援者
実務者会議 その他

実施
シートと議事録提出 意見を付す

助言

助
言
を
要
請

助
言

再検討を要請

支援者
実務者会議

事務局会議
（毎月開催）

運営会議
（年3～4回開催）

提案
本会議

（年2～3回開催）

で検討

検討会議
（不定期開催）

実施
本会議

（年2～3回開催）

で報告

設
置
・
委
員
選
定

結
果
報
告
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４．施設入所者の地域生活への移行 

 第６期大阪府障がい福祉計画においては施設入所者の削減が成果目標として掲げられているこ

とから、共同生活援助をはじめとした地域の受け入れ体制を整備し、地域生活への移行を推進しま

す。また、地域生活への移行を進めるにあたり、施設等の支援に係るニーズ把握に引き続き努めて

いきます。 

 

（１）施設入所支援 

 
※月平均利用人数は実利用人数とは異なります。 

 

施設入所支援利用者の削減 目標値算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度において、すべての障がいの月平均利用人数が横ばいとなっていま

す。 

大阪府より示されている施設入所者数削減の成果目標は 1 人となっていることを踏まえ、本市に

おいては、令和５年度までに身体障がいのある人 1 人、知的障がいのある人 1 人の削減を目標値

として見込みました。 

 

（２）地域移行者数 

 

地域移行者数 目標値算出の考え方 

大阪府より示された施設入所者の地域移行の数値をもとに、目標値を算定しました。 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

身体障がい
月平均

利用人数
31人 31人 30人 33人 33人 31人

知的障がい
月平均

利用人数
39人 39人 38人 39人 39人 39人

精神障がい
月平均

利用人数
0人 0人 0人 0人 0人 0人

合計
月平均

利用人数
70人 70人 68人 72人 72人 70人

見込量 実績値　（参考）

【削減目標】

目標値 実績値　（参考）

令和３年度～令和５年度 平成29年度～令和元年度

令和元年度末時点からの削減数 2人 7人

【目標値】

目標値 実績値　（参考）

令和３年度～令和５年度 平成29年度～令和元年度

5人 9人
令和元年度末時点からの

地域移行者数
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（３）療養介護 

 

療養介護 利用見込量算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数に大きな増減は見られません。そのため、令和元

年度の月平均利用人数を基準として、令和３年度から令和５年度までの月平均利用人数を一定数に

見込みました。 

 

（４）自立生活援助（平成 30 年度より新設） 

サービスの概要 

障がい者支援施設や共同生活援助などを利用していた障がいのある人のうち、1 人暮らしを希望

する人等に対し、定期訪問による生活状況の確認や関係機関との連絡調整、利用者の要請に応じた

電話・メールなどでの助言等を行います。 

 
 

自立生活援助 見込み量算出の考え方 

居宅において単身等で生活する障がいのある人のうち、定期的な居宅訪問等積極的な関わりが必

要であると考えられる人の人数を見込みました。 

本計画策定時点で、自立生活援助の提供事業所は守口市内にはなく、事業所数が極端に少なく受

け皿がほぼない状況であるため、今後、指定特定相談支援事業所に対して働きかける等により、サ

ービス提供基盤の整備に取り組みます。また、障がい者支援施設との連携を強化し、自立生活援助

の対象となる人の把握に向けて取り組んでいきます。 

  

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

重症心身障がい等
月平均

利用人数
15人 15人 15人 15人 16人 15人

見込量 実績値　（参考）

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成30年度 令和元年度

身体障がい
月平均

利用人数
4人 4人 4人 0人 0人

知的障がい
月平均

利用人数
4人 4人 4人 0人 0人

精神障がい
月平均

利用人数
4人 4人 4人 0人 0人

合計
月平均

利用人数
12人 12人 12人 0人 0人

見込量 実績値　（参考）
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５．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

「保健、医療、福祉関係者による協議の場」を、障がい者自立支援協議会の精神障がい者支援者

実務者会議に設置し、精神障がいのある人の地域生活を支える体制整備を進めるとともに、精神入

院患者の地域移行が円滑に行われるよう支援します。 

 

（厚生労働省「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）」をもとに作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病気になったら…

医療

病院：
急性期、回復期、慢性期

日常の医療
お困りごとはなんでも相談…

様々な相談窓口

安心して自分らしく暮らすために…

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育（普及・啓発）

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、ＮＰＯ等

介護・訓練等の支援が必要
になったら…

障害福祉・介護

通院・入院

訪問

住まい

通所・入所

訪問

■施設・居住系サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系

（介護保険サービス）
■在宅系
■介護予防サービス

■施設・居住系サービス

・精神保健福祉センター(複雑困難な相談)
・発達障害者支援センター(発達障害)
・保健所(精神保健専門相談)
・障害者就業・生活支援センター(就労)
・ハローワーク(就労)

・市町村(精神保健・福祉一般相談)
・基幹相談支援センター(障害)

・地域包括支援センター(高齢)

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。
訪問相談にも対応します。
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（１）精神病床からの退院促進について 

第６期障がい福祉計画から、精神病床における精神障がいのある人の入院状況や退院後の地域生

活状況について、目標設定することとなりました。 

 

目標値算出の考え方 

令和元年６月時点の精神病床における１年以上の長期入院患者数長期入院患者数は 120 名であ

り、国の基本方針及び大阪府の基本的な考え方に基づき、目標値を設定しました。 

 

（２）保健、医療及び福祉関係者による協議の場 

制度の概要 

 精神病床からの地域移行対象者や地域における支援困難ケース等の事例検討を通して、精神障が

いのある人を取り巻く地域の現状や課題の把握・抽出を行い、その課題解決に向けて協議を行いま

す。また、より広域的な場で検討を要する課題を圏域や府の協議の場に提起することで、精神障が

いのある人の地域生活を支える体制整備を図ります。 

 

現状と課題 

 本市では、障がい者自立支援協議会の精神障がい者支援者実務者会議に協議の場の機能を持たせ、

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け取り組む予定をしています。これまで

の精神障がい者支援者実務者会議における検討の中で、精神障がいのある人が地域生活を継続して

いくためには、精神障がいに対する正しい理解を促進していくことが重要であるとの意見があがっ

たことから、現在その有効な方策について検討を重ねています。 

法人対象意向調査からは、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムのあるべき姿が分かり

づらいとの意見が多くあげられています。また、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの

構築のためには、休日や夜でも相談ができる支援体制や病院や診療所などで相談に乗れる職員の配

置が必要であるとの意見があげられています。これらのことから、地域包括ケアシステムのあるべ

き姿を明確にし、その一角を担う関係機関やサービス提供事業所と共有を図っていく必要がありま

【目標値】

目標値

令和５年度

316日

114人

入院後３ヶ月時点 69%

入院後６ヶ月時点 86%

入院後１年時点 92%

精神病床から退院後１年以内の地域における平均日数

精神病床における１年以上の長期入院患者数

精神病床における早期退院率
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す。また、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めていくには、相談支援体制

の充実が重要となることがうかがえます。 

団体対象意向調査においては、地域からは精神病床の中がよく見えず、長期入院患者の声を聴く

機会がないことや、精神病院と地域の連携不足が課題であるとの意見があげられています。このこ

とから、地域移行を促進していくためには、病院と地域の連携体制の構築が必要であると考えられ

ます。 

 

今後の取り組み 

 保健、医療及び福祉関係者による協議の場における支援困難ケース等の事例検討を通して、精神

障がいにも対応した地域包括ケアシステムのあるべき姿の明確化や課題の抽出ができるよう取り

組んでいくとともに、病院と地域の連携体制の構築や家族負担の軽減について検討を進めます。 

 また、精神障がいに対する効果的な理解促進の方策についても、協議の場において引き続き検討

し、精神障がいのある人が暮らしやすい地域づくりに取り組んでいきます。 

 さらに、地域移行や地域定着を促進するため、ピアサポート機能を充実させるための方策につい

て検討します。 
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各目標値算出の考え方 

協議の場の開催回数については、精神障がい者支援者実務者会議に協議の場の機能を付加するこ

とから、各年度における精神障がい者支援者実務者会議の開催予定回数を見込みました。 

協議の場への関係者の参加者数については、現在想定している協議内容をもとに、各年度におけ

る職種ごとの参加人数を見込みました。 

協議の場における目標については、令和２年度までに関係者と協議検討してきた内容をもとに設

定しました。また評価の実施回数については、各年度末に評価することと想定し、それぞれ年間１

回と見込みました。 

 

 

  

【目標値】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

年間開催回数 6回 6回 6回

保健関係者 1人 1人 1人

医療関係者 5人 5人 5人

福祉関係者 8人 8人 8人

介護関係者 0人 0人 0人

当事者 0人 0人 0人

家族 0人 0人 0人

その他 2人 2人 2人

目標

評価の実施回数 1回 1回 1回

見込量

保健、医療及び福祉関係者による協議
の場の開催回数

保健、医療及び福祉関係者による協議
の場への関係者の参加者数

年間参加者数

保健、医療及び福祉関係者による協議
の場における目標設定及び評価の実

施回数

理解促進の取り組み、地域における課題の
抽出
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（３）精神障がいのある人の地域移行支援等サービスの利用見込量 

 
※各サービスごとの利用見込量のうち、精神障がいのある人の見込量を抜粋したものです。 

利用見込量算出の考え方 

 各サービス別に記載していた利用見込量算出の方法によります。 

 

（４）高齢化に伴う支援について 

現状と課題  

精神障がいのある人が介護保険適用年齢に到達し、介護保険サービスに移行する際に、これまで

利用していた支援の量を確保できないケースが見られます。このような場合、これまでのサービス

利用を維持できるように、必要に応じて障がい福祉サービスを引き続き支給決定していますが、介

護保険サービスにおいても必要なサービス量が確保できるよう働きかけていく必要があります。 

 

今後の取り組み 

 精神障がいのある人のサービス確保に向け、必要に応じて保健、医療及び福祉関係者による協議

の場に介護保険サービス関係者の出席を呼びかけるなど、連携体制を強化していきます。なお、今

後も個別の状況を勘案し、障がい福祉サービスの利用が必要な人に対しては、適切に支給決定を行

っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域移行支援
月平均

利用人数
2人 2人 2人

地域定着支援
月平均

利用人数
1人 1人 1人

共同生活援助
月平均

利用人数
37人 39人 41人

自立生活援助
月平均

利用人数
20人 25人 30人

合計
月平均

利用人数
23人 28人 33人

見込量
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６．障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築 

障がい福祉サービス等の多様化に伴い、新規参入する事業者が増加している状況のもとで、利用

者が真に必要とするサービスの提供が行われるためには、障がい福祉サービス等の質を向上させる

ための取り組みが必要です。 

 

（１）障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果の分析・活用・共有体制 

取り組みの概要 

 障がい福祉サービス等事業所の請求に対する審査結果（過去の請求履歴のうち過誤が多い事項等）

を、自立支援審査支払等システム等を活用して分析し、分析結果を活用して事業所や関係自治体等

と共有する体制を構築します。 

 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 見込量算出の考え方 

令和３年度において、害者自立支援審査支払等システム等による審査結果の分析・活用・共有体

制を構築した後、毎年１回の実施を見込みました。 

 

（２）障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用 

 
※見込量は、研修参加見込者数の延べ人数を記載しています。 

障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用 見込量算出の考え方 

大阪府が実施する障がい福祉サービス等に係る研修その他の研修への本市職員の参加人数につ

いて、現状の職員配置等を考慮し、見込量を設定しました。 

 

 

 

 

【目標値】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

年間実施回数 1回 1回 1回
障害者自立支援審査支払等システム
による審査結果の共有

見込量

【目標値】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

年間参加人数 5人 5人 5人
障がい福祉サービス等に係る各種研
修の活用

見込量



  

70 

 

７．就労相談の充実 

 障がい状況や資質に応じた就労先へとつなぐことができるよう、就労相談の充実を図ります。ま

た、福祉施設から一般就労への移行促進に努めます。 

 

現状と課題 

福祉施設から一般就労への移行を促進するため、北河内西障害者就業・生活支援センターと連携

し、市役所内における職場実習を年２回実施しました。(令和２年度は新型コロナウイルス感染症

拡大のため実施できていません。） 

また、法人対象意向調査では、就労系サービスを運営している法人において、「一般就労への移

行者を増加させるための取り組みを行っている」と答えた法人は 54.5％あり、福祉就労から一般

就労への移行者数は増加傾向となっています（平成 29 年度 27 人、平成 30 年度 25 人、令和元

年度 36 人）。市民アンケートにおいても、今後の就労意向で「働きたい」と答えた人が 48.4％で

した。 

その一方で、基本の利用期間が 2 年間となっている就労移行支援を延長して利用する人や、一般

就労に移行したものの定着できず、再度就労移行支援を利用する人が増加しています。そのため、

障がいのある人の就職や就職後の定着には継続的な支援が必要であることがうかがえます。 

障がい種別にみると、市民アンケートでは働いていない理由として、身体障がい者手帳所持者、

療育手帳所持者では「障がいが重いため」、精神障がい者保健福祉手帳所持者では「仕事をするこ

とが不安なため」が最も多くみられました。 

働く意欲を持った障がいのある人に対し、障がい状況や資質に応じた多様な就労機会が提供でき

るよう、就労相談の充実と、就労先や就労体験の場の確保が必要と考えられます。 

 

今後の取り組み 

 福祉施設から一般就労への移行を促進するため、市役所内における職場実習等の取り組みを引き

続き実施するとともに、就労支援者実務者会議と他の支援者実務者会議の連携を図り、障がいのあ

る人の個別の状況を勘案し着実な移行に向けて取り組んでいきます。 

また、就労支援実務者支援会議等の場において、一般就労への移行者を増加させるための取り組

み等について全体共有し、市全体で就労移行を促進すること等について検討します。 

就労支援については、本人の状態や状況に合った適切なサービスにつなげていけるようなアセス

メントやフォローの仕組みづくりについて、就労支援者実務者会議等において検討していきます。 
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（１）就労移行支援 

 

就労移行支援 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度にかけて、月平均利用人数が横ば

いであるため、令和３年度以降は、令和元年度実績値の６人を一定量として見込みました。利用日

数総数については、令和元年度の一人あたりの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

知的障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度にかけて、月平均利用人数に緩や

かな伸びが見られます（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.18 倍）。また、守口支援学校の

卒業見込者数のうち就労移行支援の利用見込者数を勘案し、令和３年度以降は、令和元年度実績値

から毎年３人の増加を見込みました。また、利用日数総数については、令和元年度の一人あたりの

利用日数をもとに見込量を算出しました。     

精神障がいのある人については、平成 30 年度から令和元年度にかけて、月平均利用人数に緩や

かな伸びが見られます（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.07 倍）。令和３年度以降は、令

和元年度実績値から毎年３人の増加を見込みました。また、利用日数総数については、令和元年度

の一人あたりの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
6人 6人 6人 5人 5人 6人

月平均

利用日数総数
102人日 102人日 102人日 72人日 90人日 101人日

月平均

利用人数
26人 29人 32人 9人 17人 20人

月平均

利用日数総数
494人日 551人日 608人日 157人日 320人日 371人日

月平均

利用人数
51人 54人 57人 46人 42人 45人

月平均

利用日数総数
867人日 918人日 969人日 780人日 703人日 751人日

月平均

利用人数
83人 89人 95人 60人 64人 71人

月平均

利用日数総数
1,463人日 1,571人日 1,679人日 1,009人日 1,113人日 1,223人日

精神障がい

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい
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（２）就労継続支援Ａ型 

 

就労継続支援 A 型 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度にかけて月平均利用人数に明確な

増減傾向は見られませんでした。このため、令和３年度以降は、平成 29 年度から令和元年度実績

値の平均値（21 人）を一定量として見込みました。また、利用日数総数については、令和元年度

の一人あたりの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

知的障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度にかけて月平均利用人数に緩やか

な伸びが見られます（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.07 倍）。この増加率をもとに、令

和３年度から令和５年度の月平均利用人数を見込みました。また、利用日数総数については、令和

元年度の一人あたりの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

精神障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度の月平均利用人数に伸びが見られ

ました（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.21 倍）。令和３年度以降は、平成 29 年度から

平成 30 年度にかけての増加分（２人）と平成 30 年度から令和元年度にかけての増加分（９人）

の平均値（６人）の増加を見込みました。また、利用日数総数については、令和元年度の一人あた

りの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
21人 21人 21人 19人 24人 21人

月平均

利用日数総数
399人日 399人日 399人日 369人日 451人日 405人日

月平均

利用人数
52人 55人 59人 31人 42人 45人

月平均

利用日数総数
1,040人日 1,100人日 1,180人日 615人日 821人日 887人日

月平均

利用人数
63人 69人 75人 40人 42人 51人

月平均

利用日数総数
1,071人日 1,173人日 1,275人日 710人日 747人日 871人日

月平均

利用人数
136人 145人 155人 90人 108人 117人

月平均

利用日数総数
2,510人日 2,672人日 2,854人日 1,694人日 2,019人日 2,163人日

精神障がい

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい
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（３）就労継続支援Ｂ型 

 

就労継続支援 B 型 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人、精神障がいのある人については、平成 27 年度から令和元年度にかけて月

平均利用人数に緩やかな伸びが見られる（平成 30 年度から令和元年度の増加率 身体障がいのあ

る人 1.24 倍、精神障がいのある人 1.15 倍）ため、平成 27 年度から令和元年度の５年間に

おける伸び率の平均で、令和３年度以降の月平均利用人数の見込量を算出しました。また、利用日

数総数については、令和元年度における一人あたりの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

知的障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度にかけて月平均利用人数に緩やか

な伸びが見られますが、各年度の増加人数に大きな差が見られるため、令和３年度以降は、平成

29 年度から平成 30 年度にかけての増加分（1 人）と平成 30 年度から令和元年度にかけての増

加分（10 人）の平均値（６人）の増加を見込みました。また、利用日数総数については、令和元

年度における一人あたりの利用日数をもとに見込量を算出しました。 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
45人 47人 50人 30人 33人 41人

月平均

利用日数総数
765人日 799人日 850人日 576人日 595人日 694人日

月平均

利用人数
197人 203人 209人 174人 175人 185人

月平均

利用日数総数
3,743人日 3,857人日 3,971人日 3,182人日 3,309人日 3,515人日

月平均

利用人数
134人 149人 165人 77人 95人 109人

月平均

利用日数総数
1,608人日 1,788人日 1,980人日 872人日 1,075人日 1,297人日

月平均

利用人数
376人 399人 424人 281人 303人 335人

月平均

利用日数総数
6,116人日 6,444人日 6,801人日 4,630人日 4,979人日 5,506人日

精神障がい

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい
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（４）自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 利用見込量算出の考え方 

身体障がいのある人、知的障がいのある人については、平成 29 年度から令和元年度にかけて月

平均利用人数に明確な増減傾向は見られませんでした。このため、令和３年度以降、身体障がいの

ある人については２人、知的障がいのある人については 10 人を一定数量として見込みました。ま

た、利用日数総数については、令和元年度の一人あたりの平均利用日数をもとに算出しました。 

精神障がいのある人については、精神病床入院患者の地域移行者の利用数等を加味し、令和３年

度以降、毎年２人の増加を見込みました。また、利用日数総数については、令和元年度の一人あた

りの平均利用日数をもとに算出しました。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
2人 2人 2人 2人 2人 1人

月平均

利用日数総数
38人日 38人日 38人日 25人日 34人日 19人日

月平均

利用人数
10人 10人 10人 6人 4人 10人

月平均

利用日数総数
190人日 190人日 190人日 105人日 76人日 191人日

月平均

利用人数
21人 23人 25人 10人 14人 17人

月平均

利用日数総数
336人日 368人日 400人日 145人日 196人日 266人日

月平均

利用人数
33人 35人 37人 18人 20人 28人

月平均

利用日数総数
564人日 596人日 628人日 275人日 306人日 476人日

精神障がい

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい
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（５）生活介護 

 

生活介護 利用見込量算出の考え方 

全障がいについて、平成 29 年度から令和元年度にかけて月平均利用人数に増加傾向が見られる

ため、平成 30 年度から令和元年度にかけての伸び率から、令和３年度以降の月平均利用人数の見

込量を算出しました。また、利用日数総数については、令和元年度における一人あたりの利用日数

をもとに見込量を算出しました。 

 

（６）福祉施設（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立訓練、生活介護）利用から一般就労への移行 

 

前計画の達成状況 

令和元年度において、福祉施設の利用者から一般就労への移行者は 36 人となっており、前計画

における成果目標（令和２年度末における、福祉施設の利用から一般就労への移行者数）の 34 人

を上回っています。 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
195人 198人 201人 170人 186人 189人

月平均

利用日数総数
2,925人日 2,970人日 3,015人日 2,586人日 2,691人日 2,794人日

月平均

利用人数
213人 219人 224人 184人 198人 203人

月平均

利用日数総数
3,834人日 3,942人日 4,032人日 3,381人日 3,609人日 3,655人日

月平均

利用人数
29人 34人 40人 16人 19人 22人

月平均

利用日数総数
261人日 306人日 360人日 167人日 197人日 203人日

月平均

利用人数
438人 451人 465人 370人 403人 414人

月平均

利用日数総数
7,020人日 7,218人日 7,407人日 6,134人日 6,497人日 6,652人日

精神障がい

合計

見込量 実績値　（参考）

身体障がい

知的障がい

【目標値】

各サービスの移行者数の総計

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

生活介護・自立訓練

目標値 実績値 （参考）

令和５年度 令和元年度

7人 5人

- 1人

福祉施設利用から
一般就労への移行者数

38人 27人

3人4人

49人 36人
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福祉施設の利用から一般就労への移行者数 目標値算出の考え方 

就労支援者実務者会議と他の支援者実務者会議の連携を図る等、福祉施設から一般就労への移行

を促進するための取り組みを実施することにより、今後も福祉施設から一般就労への移行者数が増

加すると想定し、目標値を設定しました。 

大阪府の基本的な考え方では、令和５年度末時点の福祉施設の利用から一般就労への移行者数の

目標数値を、就労移行支援事業は令和元年度の一般就労への移行実績の 1.30 倍以上、就労継続支

援Ａ型事業は令和元年度の一般就労への移行実績の 1.26 倍以上、就労継続支援Ｂ型事業は令和元

年度の一般就労への移行実績の 1.23 倍以上とすることとされています。就労移行支援、就労継続

支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型のそれぞれの目標値は、令和元年度の移行実績のそれぞれ 1.41 倍、

1.40 倍、1.33 倍であり、大阪府の基本的な考え方に定める目標値を超えています。 
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８．職場定着支援 

就職後の職場定着について、支援できるサービス基盤整備及び体制を構築し、障がいのある人の

安定した就労生活を支援します。 

 

現状と課題 

 自発的活動支援事業にて、就労先以外に行き場のない障がいのある人に対し、安心して過ごせる

場所を提供し、当事者同士が情報交換したり悩みを共有したりすることで課題を解決し、現在の職

場での就労を継続できるよう取り組みました。 

 平成 30 年度に新設された就労定着支援は、福祉施設から一般就労した際、半年間は福祉施設が

支援し、その後、最大３年まで利用可能となりますが、市内には提供事業所が少ないため利用が浸

透しておらず、就職後の生活面等の支援が途切れがちであること等が課題となっています。また、

就労支援者実務者会議等においても、就職後の支援体制の必要性についての意見が多くあげられて

います。 

市民アンケートでは、勤続年数について身体障がい者手帳所持者では「20 年以上」、療育手帳所

持者では「10 年～20 年未満」、精神障がい者保健福祉手帳所持者では「１年～２年未満」が最も

多く、精神障がい者保健福祉手帳所持者は勤続年数が短い傾向があるといえます。 

障がいのある人が就職後、その職場に定着できるような支援体制の構築と、障がい状況や特性に

も配慮した支援の検討が求められています。 

 

今後の取り組み 

一般就労している人の就労先以外の居場所の提供に向け、自発的活動支援にて行っているサロン

の情報提供、啓発に引き続き取り組みます。 

一般就労移行後の職場定着に向け、就労定着支援のサービス提供体制を整備する必要があること

から、就労移行支援事業所等に対し、就労定着支援事業所の開設等について働きかけていくことを

検討します。 

就労定着支援の利用を促進するため、一般就労に移行した人に対し、当該サービスによるフォロ

ー体制があることを周知すること等に取り組みます。また、事業所に周知の協力を求めることにつ

いても就労支援実務者支援会議等の場において検討します。 
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（１）就労定着支援（平成 30 年度より新設） 

サービスの概要 

生活介護、自立訓練、就労継続支援又は就労移行支援を利用して一般就労に移行した障がいのあ

る人に対し、就労をきっかけに生じた金銭管理や体調管理など、生活面の課題解消に向けた相談や、

関係機関との連絡調整を行います。 

 

就労定着支援 利用見込量算出の考え方 

令和３年度、令和４年度、令和５年度の各年度における、一般就労移行者のうち就労定着支援の

対象者数を、過年度実績及び令和５年度目標値を勘案して、それぞれ 41 人、43 人、47 人と見

込みました。また、一般就労移行者のうち就労定着支援を利用する人の割合を、令和３年度、令和

４年度、令和５年度において、それぞれ３割、５割、７割と見込み、それぞれの年度における新規

利用者数を 12 人、22 人、33 人と設定しました。さらに、各年度の新規利用者数に前年度から

の継続利用者数見込を加え、見込量を算定しました。 

 

（２）就労継続支援Ｂ型事業所における工賃の平均額 

 

就労継続支援Ｂ型事業所の工賃 目標値算出の考え方 

平成 30 年度から令和元年度にかけての増加金額（173 円）を、令和３年度以降の各年度にお

ける工賃増加額と見込み、目標値を設定しました。 

 

 

 

 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成30年度 令和元年度

20人 39人 69人 5人 13人

見込量

月平均利用人数

実績値　（参考）

【目標値】

就労継続支援B型事業所
における工賃の平均額

10,440円 8,933円

目標値

平成29年度令和５年度

実績値 （参考）

平成30年度

9,575円

令和元年度

9,748円
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（３）工賃向上に向けての取り組み 

 
「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（平成 24 年法律第

50 号。）に基づき、市及び関連する施設等においては、障がいのある人の働く企業や事業所からの

物品等の購入を推進しています。平成 29 年度以降、調達実績は毎年増加しており、今後について

も前年度を上回る実績となるよう着実に取り組んでいきます。 

また、庁舎内において、就労継続支援 A 型及び B 型事業所、生活介護事業所が製作した物品を

販売する「ふれあいのお店」を継続して実施します。今後は、庁内において、継続的に研修を行う

等さらなる周知及び啓発を図り、工賃向上に向けて取り組みます。また、地域等から物品等のニー

ズを集約できるよう、情報発信を行う共同受注窓口の設置に向けて取り組みます。 

 

（４）令和５年度に一般就労に移行する人のうち、就労定着支援事業を利用する人の人数 

 

就労定着支援事業所による支援開始１年後の職場定着率 目標値算出の考え方 

大阪府の基本的な考え方では、「令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移

行する者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。」とされています。就労

定着支援事業は、就職後６か月を経過してから利用可能となるため、令和５年度１年間における就

労移行者数目標値 49 人のうち、令和５年４月から９月の期間においては、およそ半数の 24 人が

就労移行すると想定し、24 人の７割が就労定着支援事業を利用することを目標としました。 

 

【調達実績】

平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,325,840円 1,333,040円 1,363,040円

実績値　（参考）

市等による調達実績

【目標値】

目標値

令和５年度

17人

令和５年度における就労移行支援
事業等を通じて一般就労に移行す
る人のうち就労定着支援の月平均
利用人数
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（５）就労定着支援事業所ごとの就労定着率 

 

就労定着支援事業所による支援開始１年後の職場定着率 目標値算出の考え方 

大阪府の基本的な考え方では、就労定着支援事業の就労定着率（過去３年間の就労定着支援事業

の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数の割合をいう。）が 80%以上の事業所を全体の

70%以上とすることを基本とするとされていることから、それに準じて目標値を算定しました。 

 

  

【目標値】

目標値 実績値 （参考）

令和５年度 令和元年度

70% -

※令和元年度は1年以上利用していた対象者がいなかったため算定不可

就労定着率が８割以上の就労定着
支援事業所の割合
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（６）一般就労する障がいのある人等への支援について 

① 就労支援体制 

 

※通所サービスとは、障がい福祉サービスのうち就労移行支援、就労継続支援 A型、 

就労継続支援 B型、自立訓練、生活介護を指します。 

 

② 障がいのある人に対する就労支援の流れ 

通所サービスを利用し、一般就労に移行した場合 

 
就職後最初の６か月は、通所サービス事業所が職場定着に向けた相談対応を行います。その

後は、就労定着支援事業所が支援を引き継ぎ、金銭管理や体調管理など就職に伴い生じた生活

上の課題や、職場での対人関係について必要な相談・助言を行います。 
 

通所サービスの利用なく、一般就労に移行した場合 

 
障害者就業・生活支援センターが金銭管理、体調管理など就職に伴い生じた生活上の課題や、

職場での対人関係について必要な相談・助言を行います。 

日中の居場所

自
発
的
活
動
支
援
事
業

医療
機関等

就労相談・連絡調整 就労定着支援事業所

①

課
題
把
握

②

連
絡
調
整

③
支
援

連
絡
調
整

連絡調整
就労
相談

居場所の
提供

通所サービス

通所サービス事業所

情報提供
職場への定着
のための支援

就労相談・連絡調整

障害者就業・生活支援センター

連絡調整

一般就労

企業
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③ 事業種別ごとの役割 

通所サービス事業所 

障害者就業・生活支援センター等と連携し、就職後最初の６か月間、一般就労に移行した利用者

が円滑に職場に定着できるよう相談や助言を行います。また、障がいのある人を雇用する企業に対

し、それぞれの障がい特性に応じた支援のあり方について助言を行い、職場において適切な支援が

提供されるよう関係調整を図ります。 

 

就労定着支援事業所 

通所サービス事業所における支援の終了後、職場定着支援を引き継ぎます。一般就労に移行した

障がいのある人に対し、就職後７か月目から３年間、月１回以上面談し、金銭管理や体調管理など

就職に伴い生じた生活上の課題や、職場での対人関係について必要な相談・助言を行います。また、

原則として月１回以上雇用先の企業を訪問し、それぞれの障がい特性に応じた支援のあり方につい

て助言を行い、職場において適切な支援が提供されるよう関係調整を図ります。 

 

障害者就業・生活支援センター 

通所サービスの利用なく一般就労した場合や就労定着支援事業所における支援の終了後に、障が

いのある人に対し、金銭管理、体調管理など就職に伴い生じた生活上の課題や職場での対人関係に

ついて必要な相談・助言を行います。また、障がいのある人を雇用する企業に対し、それぞれの障

がい特性に応じた支援のあり方についての助言を行い、職場において適切な支援が提供されるよう

関係調整を図ります。また、就労定着支援事業所等が企業への支援を行う際、より専門的な知識を

要する場合には各事業所に対して必要な情報提供等の支援を行います。 

 

自発的活動支援事業による居場所 

障がいのある人が一般就労する場合、徐々に仕事に慣れることなどを目的として短時間や少ない

日数から働き始めることが多く、また、通所サービスを利用する場合においても、1 日の利用が終

わった後家族が帰宅するまでの時間を持て余すことがあります。買い物でお金を浪費したり昼夜逆

転の生活に陥るなど、就労や通所に悪影響が生じることもあり、支援において大きな課題となって

きました。 

このように就労や通所先以外に行き場のない障がいのある人に対して、自発的活動支援事業の活

用により、安心して過ごせる場所を提供します。また、障がいのある人たちが自由に情報交換でき

る場として活用し、就労・通所に伴う悩みの共有や、課題の解決を図ります。 
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９．施策の谷間にあると言われていた児童への支援に向けての連携 

 これまで施策の谷間にあると言われていた重症心身障がい児や医療的ケア児が身近な地域で療

育的支援を受けられるように、児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を増設し、重

症心身障がい児及び医療的ケア児の支援体制の整備と充実に向けて取り組みます。 

  

（１）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所  

 

現状と課題 

市内には、令和 2 年 10 月時点で、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所・放課

後等デイサービス事業所はそれぞれ３か所確保されています。 

法人対象意向調査において、重症心身障がい児を対象とする児童発達支援事業所又は放課後等デ

イサービス事業所の開設・拡大を予定していると回答した法人はありませんでした。また、重症心

身障がい児を対象とする事業所の開設・拡大にあたって、「職員の確保が困難である」、「新規サー

ビスのノウハウの獲得が困難である」といった課題があげられています。 

 

今後の取り組み 

重症心身障がい児の地域生活を支えるサービス提供基盤を整備するための方策について、障がい

者自立支援協議会や障がい児支援検討会議に設置する「医療的ケア児のための協議の場」等におい

て検討していきます。 

 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所 目標値算出の考え方  

重症心身障がい児のサービスの１週間当たり実利用日数について、０～５歳（児童発達支援対象

年齢）が３日、６～18 歳（放課後等デイサービス対象年齢）が４日であり、それぞれの日数を利

用する場合の必要事業所数を目標値として設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

【確保目標】

目標値 実績値　（参考）

令和５年度 令和元年度

児童発達支援事業所 3か所 3か所

放課後等デイサービス事業所 6か所 3か所
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１０．医療的ケア児のための協議の場 

国の基本指針、大阪府の基本的な考え方としても掲げられている「医療的ケア児のための関係機

関の協議の場」を、障がい者自立支援協議会の障がい児支援者実務者会議に設置し、医療的ケア児

の支援に携わる保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の各種関係機関の連携のもと、医療的ケア

児に向けた支援のあり方の検討や専門性の向上を目指し、医療的ケア児の安定した地域生活を保障

するための総合的かつ包括的な支援体制の整備を図ります。 

また、国の基本指針、大阪府の基本的な考え方としても掲げられている、医療的ケア児に対する

関連分野の支援を調整するコーディネーターを配置し、医療的ケア児がそれぞれの障がい特性に応

じた適切な支援を受けることができるよう取り組みます。 

  

（１）医療的ケア児支援のための保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関の協議の場 

制度の概要 

医療的ケア児が地域において適切な支援を受けることができるよう、保健・医療・障がい福祉・

保育・教育等の関係機関が連携をとるための協議の場を設置し、医療的ケア児の安定した地域生活

を保障する体制整備を図ります。 

 

現状と課題 

協議体制の調整が難航し、目標としていた平成 30 年度中の設置には至りませんでしたが、令和

２年度において、協議の場の本格実施に向けた関係機関との意見交換会を開催し、本市における医

療的ケア児支援の現状や協議の場のあり方について、検討及び情報共有を行いました。 

 本市における医療的ケア児等の支援体制は、十分であるとは言えず、とりわけ短期入所について

は、現在市内に対応できる事業所がなく、開設を求める意見も多く聞かれます。また、法人対象意

向調査からは、体制整備の課題として、看護師等の専門的人材の確保が難しいとの意見があげられ

ています。 

市民アンケートからは、医療的ケア児特有の課題として、医療を受けるにあたり通院時の家族負

担が大きいことがわかりました。また、災害時などの非常時において、医療的ケアを適切に受けら

れる体制整備を求める意見も多数ありました。 

これらを踏まえ、今後は協議の場において、医療的ケア児等の受け入れが可能な事業所の増加に

向けた方策や、本人や家族に対する支援のあり方、発災時等における支援体制の整備について検討

していく必要があります。 

 

今後の取り組み 

関係機関との意見交換会での結果をもとに、令和３年度中に、「医療的ケア児支援のための関係

機関の協議の場」を設置する予定です。今後は、この協議の場を活用し、医療的ケア児の実態・ニ

ーズ把握や地域の課題抽出を行います。また、各関係機関の役割分担や連携方法の検討、社会資源

の情報共有を行い、ニーズへの対応や課題解決に取り組んでいきます。 

また、医療的ケア児等の受け入れが可能な事業所の計画的確保、様々な生活場面での支援拡充、

福祉避難所の整備など、医療的ケア児の安定した地域生活を保障するための総合的かつ包括的支援
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体制の整備に向けた方策について検討を進めます。 

 

医療的ケア児支援のための保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関の協議の場の整備目標の考え方 

大阪府の基本的な考え方に定める成果目標に準じ、令和５年度末時点において協議の場が設置さ

れていることを目標としました。 

 

（２）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

 

現状と課題 

 医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネ

ーターを配置することが必要とされています。コーディネーターには、医療的ケア児の発達段階に

応じた支援や、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の多職種との協働、医療的ケア児とその家

族が抱える課題解決に向けた支援、医療的ケア児の育ちを保障するための協議の場を活用した社会

資源の開発・改善を行う等の多岐に渡る役割が求められています。 

令和３年度中のコーディネーター配置に向けて、候補者を選定し、コーディネーター養成研修の

受講推薦をするなど、着実に準備を進めています。 

 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 目標値算出の考え方 

大阪府の基本的な考え方に定める数値目標に準じ、福祉関係のコーディネーターと医療関係のコ

ーディネーターを１名ずつ設置することとしました。 

 

 

 

 

【整備目標】

目標値

設置設置状況

令和５年度

【配置目標】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0 0 0

福祉関係者 1人 1人 1人

医療関係者 1人 1人 1人

見込量

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整
するコーディネーター　配置人数

実績値　（参考）
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１１.児童発達支援センターの充実 

障がいのある児童の支援にあたっては、障がいの早期発見・早期療育をはじめ、成長に応じた切

れ目のない支援、障がいのある児童もない児童もともに学び育つ環境の整備、療育的支援の資質の

向上が必要です。 

 今後、福祉型児童発達支援センター「守口市立わかくさ・わかすぎ園」が本市の療育・相談支援

において中核的な役割を担い、各種関係機関と協働のもと、障がいのある児童に向けて切れ目のな

い支援の提供や、障がいのある児童が地域の中で健やかに成長していくことができる環境の整備に

向けて取り組みます。 

 

（１）児童発達支援センター 

 

児童発達支援センター 目標値算出の考え方 

本市においては、児童発達支援センター１か所を設置済みです。 

 

現状と課題 

 平成 24 年度より福祉型児童発達支援センター「守口市立わかくさ・わかすぎ園」を設置してお

り、児童発達支援、保育所等訪問支援、指定障がい児相談支援を提供しています。また、地域へ向

けた支援として、地域の児童を対象とした療育の場やサロンの開所、一般相談を実施するとともに、

市内障がい児通所支援事業所等の交流の場の提供に取り組んでいます。 

 

１．療育支援 

守口市立わかくさ・わかすぎ園は、児童発達支援を提供し、専門的な集団療育及び個別療育、理

学療法・作業療法・言語療法・音楽療法等の訓練を実施しています。さらに、市内における療育の

中核的な役割も担っており、障がいの重度化・重複化や多様化へ対応できる専門的機能の強化に取

り組んでいます。 

市内において、障がい児通所支援を利用する児童は年々増加傾向にあります（平成 29 年度から

令和元年度の増加率 児童発達支援は 1.23 倍、放課後等デイサービスは 1.35 倍）。児童・保護

者が療育に求める機能も多様化してきており、個別の状況等を勘案した支援の提供が求められてい

ます。 

また、市民アンケートでは、療育に求めるものとして、児童発達支援については「専門的な人材

を増やしてほしい」、放課後等デイサービスについては「内容をもっと充実してほしい」との意見

がみられました。 

民間の児童発達支援、放課後等デイサービスの事業所も増加していますが、事業所間で支援の質

【整備目標】

目標値 実績値 （参考）

令和５年度 令和元年度

児童発達支援センターの実施事業所 １か所 1か所
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にばらつきがあることが課題となっています。 

今後、市内の障がい児通所支援事業所と緊密な連携を図り、その後方支援を行う重層的な支援体

制の整備が必要と考えられます。 

 

２．相談支援 

守口市立わかくさ・わかすぎ園は、指定障がい児相談支援及び一般相談を実施し、障がいのある

児童を育てる保護者等の悩みや不安に寄り添い、助言・指導を行う相談支援に取り組んでいます。 

市民アンケートにおいても、子どもに関して困ったときに相談する相手として「守口市立わかく

さ・わかすぎ園」を選んだ保護者等が 41.0%となっており、このことからも「守口市立わかくさ・

わかすぎ園」が保護者等の心を支える場となっていることがうかがえます。 

 また、「守口市立わかくさ・わかすぎ園」には障がいのある児童の相談支援の中核として、市内

の指定障がい児相談支援事業所を後方支援する役割が求められています。しかし、指定障がい児相

談支援として受け持つ児童数が非常に多く（障がい児福祉サービス支給決定者数のおよそ６割を担

当）、後方支援に注力できないことが課題となっています。市内における指定障がい児相談支援事

業所は少なく、障がい児相談支援の受け皿が不足している状況です。また、法人対象意向調査にお

いても、障がいのある児童の支援に係る市の課題は、「相談支援事業所の需給体制」であるとの回

答がありました。 

 今後、「守口市立わかくさ・わかすぎ園」が他の指定障がい児相談支援事業所を後方支援する重

層的な体制整備の構築に向けて、指定障がい児相談支援事業所及び相談支援専門員の増加が必要と

考えられます。 

 

３．地域へ向けた支援 

守口市立わかくさ・わかすぎ園は、保育所等訪問支援、地域の児童を対象とした療育の場やサロ

ンを実施し、市内障がい児通所支援事業所等の交流の場の提供に取り組んでいます。 

 障がいのある児童の地域での生活を支える支援としては、ライフステージに応じた切れ目のない

支援と、地域社会への参加（インクルージョン）の支援が必要であると考えられます。 

法人対象意向調査において、切れ目のない支援の提供について「進んでいると思わない」と答え

た法人は 12.1％、「わからない」と答えた法人は 48.5%でした。また、切れ目のない支援のため

の課題としては「学校と事業所の連携」と「18 歳到達時の障がい児福祉サービスから障がい福祉

サービスへの引継ぎ」が 36.4％で最も多いほか、「守口市役所内の関係各課での連携」「事業所間

での連携」も３割程度となっていました。 

さらに、切れ目のない支援を提供するための取り組みを行うにあたり、必要とすることとして、

「幼稚園や保育所、また高校卒業後の就労場所への関わりができていない」等関係機関の連携が必

要であるとの回答がありました。 

 インクルージョンに関する意見としては、団体対象意向調査において、療育についての現在の状

況に対する問題点・課題点として「障がい児通所事業所と学校・保育所・幼稚園との連携機会、そ

れぞれの支援内容の共有や役割の相互確認」についての意見がみられました。 

切れ目のない支援の提供やインクルージョンの実現には、学校等と事業所、市役所内、事業所間

など、様々な主体が状況に応じて連携をとることができる体制構築が重要となります。「守口市立
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わかくさ・わかすぎ園」は児童発達支援センターとして、子育て世代包括支援センター、守口保健

所、保育所、認定こども園、教育関係機関、放課後児童クラブ、小児慢性特定疾病施設、障がい児

通所支援事業所、就労系サービス提供事業所等、各種関係機関の中心的存在となり、連携体制を強

化していくことが求められます。 

 

今後の取り組み 

１．療育支援 

 専門的な療育や訓練を引き続き実施します。そして、「守口市立わかくさ・わかすぎ園」が市内

障がい児通所支援事業所の後方支援を行えるような、重層的支援体制の構築に向けて検討します。 

 

２．相談支援 

「守口市立わかくさ・わかすぎ園」が児童発達支援センターとして求められる役割を十分に発揮

できるよう、指定障がい児相談支援事業所及び相談支援専門員を増加させるための方策について検

討します。 

 

３．地域へ向けた支援 

就園・就学・就労等の各ステージにおいて、切れ目なく支援を行うため、庁内関係部署・事業所

等関係機関の連携を強化するための取り組みを、障がい児支援者実務者会議等の場において検討し

ます。また、市内事業所交流会に市教育委員会等も参加することで、事業所と学校等の連携強化を

図ります。 

18 歳到達時にスムーズに障がい福祉サービスへ引き継ぐための情報提供体制の構築に向けて、

障がい児支援者実務者会議と他の支援者実務者会議の交流を図ります。 

これらの取り組みを行うことによって、障がいのある児童の生活環境の変化も見据えた切れ目の

ない支援の提供体制の整備に取り組みます。 
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１２．療育の向上、担保 

児童発達支援、放課後等デイサービスについては専門性及び資質の向上を図り、保育所等訪問支

援、居宅訪問型児童発達支援、指定障がい児相談支援についてはサービス提供基盤の整備に努めま

す。これらのサービスを必要とする児童すべてに対して、障がい状況や特性に応じた適正な支援が

提供されるよう取り組みます。 

 

現状と課題 

１．療育の質について 

市内において、障がい児通所支援を利用する児童は年々増加しています（平成 29 年度から令和

元年度の増加率 児童発達支援は 1.23 倍、放課後等デイサービスは 1.35 倍）。これらのサービ

スを必要とする児童すべてに支援が行き渡るよう、障がい児通所支援の充実と均てん化が求められ

ます。 

また、民間の児童発達支援及び放課後等デイサービスの事業所も増加していますが、事業所間で

支援の質にばらつきがあることが課題となっています。本市としては、市内事業所への巡回訪問等

を実施し、各事業所の実情等の把握と助言に努めてきました。今後もこの取り組みを引き続き実施

し、サービスの資質向上を図ることが必要です。 

 

２．保育所等訪問支援について 

保育所等訪問支援は、療育の専門職が、保護者の依頼に基づいて、障がいのある児童が所属する

保育所等を訪問し、障がいのない児童との集団生活への適応のために専門的な支援を行うサービス

です。本市では、平成 24 年度より「守口市立わかくさ・わかすぎ園」において実施しています。 

市民アンケートでは、就園・就学、学校生活等で望むこと（充実してほしいこと）として、「能

力や障がいの状況にあった支援をしてほしい」、「療育指導（理学療法、言語や難聴指導、作業療法

など）が受けられるようにしてほしい」、「障がい特性の理解と支援を促進してほしい」が多くみら

れました。保育所等において、障がい状況及び特性に応じた支援が行われることや、専門的な療育

指導が行われることが求められています。 

また、今後利用したいサービスとして、保育所等訪問支援と答えた人は 9.6%でした。保育所等

訪問支援に求めることとしては、「利用できる人数を増やしてほしい（事業所も）。」といった意見

がみられました。市内にはサービス提供事業所が令和２年 11 月時点で「守口市立わかくさ・わか

すぎ園」の１か所であり、提供体制が十分ではない状況がうかがえます。 

 

今後の取り組み 

１．療育の質について 

障がい児通所支援を必要とする児童すべてに支援が行き渡るよう、サービスの充実と均てん化に

努めます。また、児童の個別の状況等を勘案した適正な支給決定を行います。 

なお、強度行動障がいのある児童や高次脳機能がいの児童等、特別な支援を必要とする児童に対

しては、その特性に応じた適切な療育及び支援が受けられるよう図ります。 

障がい児通所事業所の資質向上については、引き続き市内事業所の巡回訪問等を実施し、各事業
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所の実情等の把握及び支援の適正化に取り組みます。 

事業所の人材育成に関しては、市から研修の情報等を適宜発信するとともに、障がい児支援者実

務者会議等の場を活用して周知します。 

これらの取り組みを通して、市全体のサービスの質が向上するよう努めます。 

 

２．保育所等訪問支援について 

保育所等訪問支援事業のサービス提供事業所を増加させるための方策について検討します。 

保育所等訪問支援を必要とするすべての児童に支援が行き渡るよう取り組み、障がいのある児童

の地域社会への参加・包容を推進します。 

 

 

保育所等訪問支援 目標値算出の考え方 

市民アンケート結果でみられた、今後の利用ニーズ等から目標値を設定しました。 

 

（１）児童発達支援 

 

児童発達支援 利用見込量算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度にかけて、月平均利用人数・月平均利用日数総数ともに増加傾向が

見られます（平成 30 年度から令和元年度の増加率 1.20 倍）。この理由としては、事業所が増加

していることに加え、平成 29 年度より幼児教育・保育の無償化に伴う「守口市児童発達支援等利

用者負担給付金」が給付され、児童発達支援利用者の利用者負担金が無償化されていることが考え

られます。 

また、市民アンケートにおいては児童発達支援の利用意向は一定程度見られ（10.8％）、法人対

象意向調査においては１事業所が新規開設の意向を示していました。 

月平均利用人数は増加傾向にあるものの、年度により増加数に差が見られることから、令和３年

度以降においては、平成 29 年度から平成 30 年度にかけての増加分（４人）と平成 30 年度から

令和元年度にかけての増加分（30 人）の平均（17 人）の増加を見込みました。また、令和２年

度においては新型コロナウイルス感染症拡大により、利用人数に影響が出ると考えられるため、令

和３年度については、令和元年度実績に前述の増加人数を加え、見込量を設定しました。また、利

【整備目標】

目標値 実績値 （参考）

令和５年度 令和元年度

保育所等訪問支援の実施事業所 3か所 1か所

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均
利用人数

196人 213人 230人 145人 149人 179人

月平均

利用日数総数
1,176人日 1,278人日 1,380人日 1,053人日 985人日 1,104人日

実績値　（参考）

児童

見込量
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用日数総数については、令和元年度の一人あたりの利用日数をもとに算出しました。 

 

（２）医療型児童発達支援 

 

医療型児童発達支援 利用見込量算出の考え方 

現在、本市には医療型児童発達支援の事業所はありませんが、医療的ケアが必要な児童について

は福祉型児童発達支援センター「守口市立わかくさ・わかすぎ園」等で受け入れを行っています。 

そのため、今後、他市における医療型児童発達支援の利用を想定し、令和３年度以降は 1 人の月平

均利用人数を見込みました。また、利用日数総数については、平均的な利用日数をもとに見込量を

定めました。 

 

（３）放課後等デイサービス 

 

放課後等デイサービス 利用見込量算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度にかけて、月平均利用人数・月平均利用日数総数ともに大きく増加

しています。 

月平均利用人数の増加要因としては、利用者の実人数が増加しているためであると考えらえます。

実人数増加要因としては、事業所が増加していることに加えて、平成 29 年度より幼児教育・保育

の無償化に伴う「守口市児童発達支援等利用者負担給付金」が給付され、児童発達支援利用者の利

用者負担金が無償化されていることにより、児童発達支援利用者が増加し、児童発達支援を利用し

ていた５歳の児童が小学校就学年齢に到達後、放課後等デイサービスを引き続き利用していること

も一因であると考えられます。 

月平均利用日数総数の増加要因としては、利用者の実人数が増加していることに加えて、家庭環

境等の個別の事情を勘案して、支給決定日数を伸ばしてきたことも要因であると考えられます。 

月平均利用人数について、平成 30 年度から令和元年度にかけての増加率が前年度と比較して低く

なっており、今後は必要とする児童に支給が行き渡り、増加率はさらに減少することが予想されま

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
1人 1人 1人 0人 0人 0人

月平均

利用日数総数
23人日 23人日 23人日 0人日 0人日 0人日

見込量 実績値　（参考）

児童

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
528人 558人 588人 369人 447人 498人

月平均

利用日数総数
4,224人日 4,464人日 4,704人日 2,764人日 3,393人日 3,764人日

見込量 実績値　（参考）

児童
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す。このことを勘案し、令和３年度以降は毎年 30 人ずつの増加を見込みました。また、令和２年

度においては新型コロナウイルス感染症拡大により、利用人数に影響が出ると考えられるため、令

和３年度については、令和元年度実績に前述の増加人数を加え、見込量を設定しました。また、利

用日数総数については、令和元年度の一人あたりの利用日数をもとに算出しました。 

 

（４）保育所等訪問支援 

 

※保育所等訪問支援は３か月、月２回を原則として支給されます。月平均訪問回数は年間総利用

者数（16 人）に 1 か月あたりの利用回数（2 回）と利用期間（3 か月）を乗じ、12 分の１に

した数となります。また、月平均利用人数は月平均訪問回数（８回）を 1 か月あたりの利用回

数（2 回）で除した数となります。 

保育所等訪問支援 利用見込量算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度の訪問回数の実績は２～５回となっており、月平均利用人数・月平

均訪問回数ともにやや減少傾向にありますが、ニーズ調査においては 9.6％が今後利用を希望して

います（回答数が 166 人のため、利用希望者は 16 人となります）。 

そのため、令和３年度以降、16 人が保育所等訪問支援を利用するものとして見込量を算定しま

した。 

 

（５）居宅訪問型児童発達支援 （平成 30 年度より新設） 

サービスの概要 

重症心身障がいなどの重度障がいにより児童発達支援事業等を利用するための外出が著しく困

難な児童について、居宅を訪問し日常生活における基本的な指導や知識技能を付与するための支援

を行います。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
4人 4人 4人 4人 3人 2人

月平均

訪問回数
8回 8回 8回 5回 4回 2回

見込量 実績値　（参考）

児童

【見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成30年度 令和元年度

月平均

利用人数
1人 1人 1人 0人 0人

月平均

訪問回数
5回 5回 5回 0回 0回

見込量

児童

実績値　（参考）
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居宅訪問型児童発達支援 利用見込量算出の考え方 

現在、本市には居宅訪問型児童発達支援の事業所はありません。 

本市の重症心身障がい児のうち、このサービスの対象となりうる児童を 1 人として見込量を算定

しました。1 人の児童が１週間あたり 1 回利用することを想定しています。 

今後、児童発達支援センターや児童発達支援事業所等と連携し、当該サービスを必要とする児童

に支援が行きわたるよう取り組みます。 

 
（６）障がい児相談支援 

 
※障がい児相談支援とは、児童に対する計画相談支援のことを指します。   

※本表における月平均利用人数とは、サービス利用支援及び継続サービス利用支援が提供された 

人数の月ごとの平均を表しています。 

障がい児相談支援 利用見込量算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度にかけて増加傾向が見られますが、各年度間で増加人数に大きな違

いが見られることから、令和３年度以降は、平成 29 年度から平成 30 年度にかけての増加分（４

人）と平成 30 年度から令和元年度にかけての増加分（18 人）の平均（11 人）の増加を見込み

ました。また、令和２年度においては新型コロナウイルス感染症拡大により、利用人数に影響が出

ると考えられるため、令和３年度については、令和元年度実績に前述の増加人数を加え、見込量を

設定しました。 

 
（７）子ども・子育て支援等の利用ニーズ 

 

子ども・子育て支援等の利用ニーズ 利用見込量算出の考え方 

 令和３年度以降において、子ども・子育て支援等の利用ニーズがあると推定される、障がいのあ

る児童の人数については、身体障がい者手帳所持者、療育手帳所持者及び精神障がい者保健福祉手

帳所持者のうち 18 歳未満の所持者の合計人数を最大人数として見込み、過去の合計人数の伸び率

から見込量を設定しました。今後は、障がいのある児童の子ども・子育て支援等に対するニーズの

把握等について、関係部署と連携して検討します。 

 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

児童
月平均

利用人数
74人 85人 96人 41人 45人 63人

見込量 実績値　（参考）

【見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

児童
障がいのある

児童の人数
588人 600人 612人

見込量
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（８）発達障がいのある児童等に対する支援 

発達障がいのある児童等に対する支援については、障がいの早期発見・早期支援、保護者による

適切な養育、ライフステージに応じた切れ目のない支援の提供が必要とされています。 

 発達障がいの発見は、乳幼児健診や教育現場等の様々な場面が想定されることから、今後も子育

て世代包括支援センター、教育関係機関等との連携強化に努めます。また、できるだけ早期に正確

に診断することも重要とされているため、発達障がいの診断等を専門的に行う医療機関等について

情報提供できる体制整備に取り組みます。 

 発達障がいのある児童等を保護者等が適切に養育するためには、保護者等が児童の障がい特性を

理解し、適切に対応するために必要な知識や方法を身につけることが必要であり、児童虐待の防止

にもつながることが期待されます。本市では、子育て世代包括支援センターにてペアレントトレー

ニングを実施しています。 

 ライフステージに応じた切れ目のない支援の提供としては、乳幼児期から成人に至るまで支援が

途切れることがないよう、子育て世代包括支援センター、教育関係機関、就労支援機関等、各関係

機関との連携体制の構築に向けて取り組みます。 

 

 

発達障がいのある児童等に対する支援 利用見込量算出の考え方 

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受講者数 

本市の子育て世代包括支援センターで実施しているペアレントトレーニングの受講予定者

数を見込みました。 

・ペアレントメンターの人数 

現状本市では独自にペアレントメンターの養成を実施していませんが、今後必要性等に応じ

て検討します。 

・ピアサポート活動の参加人数 

発達障がいのある児童等に対するピアサポートの活動への参加人数について、本計画策定時

点では参加人数を把握していませんが、今後は、ピアサポート活動への支援のあり方について

検討します。 

 
（９）難聴児に対する支援 

市内教育機関をはじめとする関係機関に対して、守口市軽度難聴児補聴器交付事業の周知を行い

ます。難聴児等の早期発見や円滑かつ適切な支援・治療の実施に向け、大阪府立福祉情報コミュニ

ケーションセンター等の関係機関との連携等を検討します。 

  

【活動指標】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

ペアレントトレーニングやペア
レントプログラム等の支援プロ
グラム等の受講者数

年間受講者数 108人 120人 120人 0人 45人 133人

※見込量については、延べ人数を記載しています。

見込量 実績値
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１３．意思疎通支援の提供体制の充実 

意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業について、これらの支援を必要とするすべての障が

いのある人に対し、支援の提供が行きわたるよう取り組んでいきます。 

また、情報保障の拡充に向けて、障がい特性に応じた多様な意思疎通支援、情報発信の方法を検

討します。さらに、外出時に困ったときや助けを求めたいときに自身の情報を伝えるツールとして、

ヘルプマークやヘルプカードを周知・啓発するよう努めます。 

 

（１）意思疎通支援事業 

手話奉仕員養成研修事業 見込量算出の考え方 

平成 29 年度から令和元年度にかけての年間実修了者数実績から、令和３年度以降、毎年 15 人

ずつを一定量として見込みました。今後は、初心者向け講座に加えて、中級講座を実施することに

ついても検討していきます。 

 

手話通訳者派遣事業 見込量算出の考え方 

これまでの事業実施により、この事業の周知が図られ、概ねニーズは充足されていると考えられ

ます。平成 30 年度から令和元年度にかけて、年間実利用件数・年間実利用時間数ともに、大きく

減少していますが、これは利用者一人あたりの利用回数が減少したためです。 

令和３年度以降については、令和２年度上半期実績から、年間実利用件数 144 件、年間実利

用時間数 240 時間）を見込みました。 

 

文字通訳者派遣事業 見込量算出の考え方 

平成 30 年度から令和元年度における実績値より、ニーズが一定あることがうかがえるため、令

和３年度以降については、令和２年度上半期実績等を勘案し、年間実利用件数 11 件、年間実利

用時間数 54 時間）を見込みました。 

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

手話奉仕員養成研修事業
年間

実修了者数
15人 15人 15人 24人 30人 10人

手話通訳者設置事業 実設置者数 3人 3人 3人 3人 3人 3人

年間

実利用件数
144人 144人 144人 - 241人 150人

年間

実利用時間数
240時間 240時間 240時間 - 387時間 257時間

年間
実利用件数

11人 11人 11人 - 1人 12人

年間

実利用時間数
54時間 54時間 54時間 - 2時間 25時間

※手話通訳者派遣事業・文字通訳者派遣事業の平成29年度実績については、計画上の活動指標の考え方が異なっ
ていたため、未掲載。

文字通訳者派遣事業

手話通訳者派遣事業

見込量 実績値 （参考）
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（２）日常生活用具給付等事業 

 

日常生活用具給付等事業 年間延べ件数算出の考え方 

介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療養等支援用具、情報・意思疎通支援用具につい

ては、平成 29 年度から令和元年度までの利用実績に基づき、件数を算定しました。 

排泄管理支援用具については、人工肛門・人工膀胱等を増設する人の増加により、平成 29 年度

以降、利用者は増加傾向にあります。令和元年度以降は、平成 29 年度から平成 30 年度にかけて

の増加分（138 件）と平成 30 年度から令和元年度にかけての増加分（102 件）の平均値（120

件）の増加を見込みました。居宅生活動作補助用具（住宅改修費）については、平成 29 年度以降、

利用実績はありませんが、今後利用がある可能性がある点を考慮し、見込量を設定しました。 

  

  

【利用見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

介護・訓練支援用具 14人 14人 14人 17人 12人 11人

自立生活支援用具 40件 40件 40件 50人 35人 33人

在宅療養等支援用具 30件 30件 30件 32人 32人 25人

情報・意思疎通支援用具 23人 23人 23人 22人 24人 23人

排泄管理支援用具 4,396人 4,516人 4,636人 3,916人 4,054人 4,156人

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費）

1件 1件 1件 0 0 0

年間延べ件数 実績値（参考）
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１４．差別の禁止、合理的配慮 

理解促進・啓発事業を活用し、様々な障がい特性及び障がいのある人への理解を広める講座を実

施します。 

 また、一般就労する障がいのある人の会をはじめ、障がいのある人が自主的に取り組む活動への

後方支援等を行い、障がいのある人の仲間づくりや支え合いの関係づくりを促進します。 

 親亡き後等を見据え、障がいのある人の権利や安全を保障するために、関係各課と連携し、成年

後見制度の周知や利用援助に向けた支援に取り組むとともに、引き続きユニバーサルデザインの考

え方を浸透させ、バリアフリー化の推進に努めます。 

さらに、視覚障がい者等の読書環境の整備に向けて取り組みます。 

  

（１）理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業 

 

理解促進研修・啓発事業 整備見込量の考え方 

平成 24 年度より、地域生活支援事業の理解促進事業として委託し実施しています。 

会場にて開催する形態（募集型講座）と利用希望者のもとへ訪問して実施する形態（出前型講座）

があり、市内の小学校、民間企業、ボランティア団体、一般市民等を対象として障がい者体験や手

話・点字体験、障がい者による講演会などを行い、障がいのある人への理解促進や啓発に取り組ん

できました。 

市民アンケートにおいて、障がいがあることで差別を受けたり嫌な思いをしたことが「ある」「少

しある」と答えた人は、18 歳未満の児童の保護者が多く（18 歳未満の保護者 46.4%、18 歳

～64 歳 29.7%、65 歳以上 12.3%）、若い世代の方が多い傾向にあり、特に 15～18 歳未満

で「ある」「少しある」と答えた人は、60%となっています。また、障がいのある児童が差別を受

けた場面に着目すると、学校での経験が多くみられ、障がいへの理解を深めるためには、「子ども

たちに対する福祉教育を充実させる」ことに力を入れるべきという意見も多くあげられています。

このことから、障がいのある子どもたちが学校等の場で差別なく過ごせるよう、福祉教育の充実を

図ることが重要となります。 

今後は、若年層、特に中高生への理解促進や啓発について、教育関係機関とも連携し、効果的な

方策を検討し取り組んでいきます。また、身体障がい、知的障がい、精神障がいをはじめ、施策の

谷間にあると言われていた発達障がいや高次脳機能障がい等についても、引き続き理解促進や啓発

に努めます。 

 

 

 

【整備見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 実施 実施 実施

自発的活動支援事業 実施 実施 実施 実施 実施 実施

整備見込 整備状況 （参考）
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自発的活動支援事業 整備見込の考え方 

平成 27 年度より、地域生活支援事業における自発的活動支援事業として委託し、一般就労する

障がいのある人が主体となる会の運営を側面的に支援してきました。また平成 30 年度からは、同

事業の一環として、一般就労している障がいのある人に職場以外の居場所を提供するため、守口市

障がい者・高齢者交流会館の一部を活用し、サロン活動を行っています。 

市民アンケートからは「地域活動の参加にあたって、さまたげになること」として「どのような

活動が行われているか知らない」「いっしょに活動できる友人・仲間がいない」との回答が多くみ

られました。このことから、地域活動の積極的な情報発信や、一緒に活動できる仲間づくりの支援

や機会の提供が必要であることがわかります。 

今後も、障がいのある人が自主的に取り組む活動の後方支援を引き続き行い、障がいのある人の

仲間づくりや障がいのある人同士の支え合い（ピアサポート）を促進していきます。また、守口市

障がい者・高齢者交流会館におけるサロン活動について、情報提供や啓発に引き続き取り組みます。 

 

（２）成年後見制度利用支援事業及び成年後見制度法人後見支援事業 

 

成年後見制度利用支援事業及び成年後見制度法人後見支援事業 利用見込量算出の考え方 

成年後見制度利用支援事業については、平成 29 年度から令和元年度までの利用実績をもとに、

令和３年度以降、毎年 2 人ずつを見込みました。 

成年後見制度法人後見支援事業については、法人後見を行う事業所の立ち上げ支援や、法人後見

業務を適正に行うために必要な知識・技能・倫理を修得するための研修等の支援を行う事業である

ことから、令和３年度以降、本市においては実施なしと見込みました。将来的には必要性を鑑み実

施を検討します。 

市民アンケートにおいては、約半数の人が「成年後見制度を知らない」と答えており、この制度

の周知と利用に向けた支援が必要です。今後は、市内の法人後見実施事業所等と連携しながら、啓

発や利用促進に努めます。 

 

（３）虐待対応の強化及び虐待防止施策 

現状と課題 

障がい者虐待防止センターは、平成 30 年度まで委託にて、令和元年度から直営にて実施してい

ます。平成 30 年度は通報 23 件（内、虐待認定７件）、令和元年度は通報 21 件（内、虐待認定

10 件）でした。 

国の虐待対応スキームを基本として、通報時には速やかな安全確認・事実確認を行い、委託相談

支援事業所をはじめ、子育て世代包括支援センター、高齢介護課、人権室等の関係各課や、福祉サ

ービス提供事業所、社会福祉協議会、医療機関、警察等の関係機関と連携しながら、終結に向けた

【整備見込量】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

成年後見制度利用支援事業 利用者数 2人 2人 2人 1人 0人 0人

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 実施なし 実施なし 実施なし 実施なし 実施なし 実施なし

見込量等 実績値等 （参考）
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対応を行っています。 

必要に応じて緊急一時保護事業も活用し、その後は共同生活援助へ移行する等、適切な障がい福

祉サービスの利用や日常生活自立支援事業、成年後見制度等、各種権利擁護制度の利用へ向けて支

援しています。 

対応経過の中で、障がい福祉サービス提供事業所の人員確保が厳しく、支援の質を保つことが難

しくなっている現状や、就労系サービスの中には「雇用」契約であるがゆえに指導が厳しく、雇用

者側に「福祉」としての認識が薄いケースなどが認められました。 

また、法人対象意向調査では、差別解消・権利擁護関係の相談を受けたことがある法人が 42.4％

あり、その内容としては「虐待（疑いも含む）に関すること」や「金銭に関すること」が多く、虐

待に関する相談への対応に難しさを感じている法人が多く見られました。 

 

今後の取り組み 

障がい福祉サービス提供事業所の人員体制や福祉認識に課題があることがうかがわれたことか

ら、市内事業所を訪問し、支援者に対する助言及び虐待の早期発見・予防に向けて働きかけるとと

もに、虐待防止と啓発、成年後見制度等権利擁護制度についての研修会の開催に向けて取り組みま

す。 

また、定期的なモニタリング等で居宅や障がい福祉サービス提供事業所等を訪問する機会が多い

相談支援専門員に対し、引き続き虐待の早期発見と速やかな通報に向けた協力支援を呼びかけると

ともに、メールや SNS といった発信媒体の普及も勘案し相談受付体制のあり方についても検討し

ます。 

なお、大阪府の基本的な考え方に「死亡事案等、重篤事案における発生要因の分析や事後検証、

事前に相談・通報等がなかった重篤事案での事実確認・虐待の有無の判断の必要性」が示されてい

ることも視野に入れ、関係各課及び関係機関や専門職等で構成される検証会議を設置し、虐待の発

生要因や増減等の傾向を幅広い視点で分析するとともに、虐待防止に向けた体制づくりに向けて取

り組みます。 

 

（４）障がい者・高齢者交流会館を活用した啓発活動等の実施 

障がいのある人や高齢者、障がい者団体の交流の場や、障がいの有無に関わらない相互交流を図

る場として活用していくとともに、障がいのある人の社会参加促進に向けて、多様な文化芸術活動

の活動拠点や発表の場としても活用していきます。 

また、理解促進・啓発事業や自発的活動支援事業、成年後見制度の利用促進に向けた取り組みを

はじめとする新たな活用方法や、交流の活性化についての検討を重ねます。 

 

（５）障がいを理由とする差別解消の推進 

 差別解消に関する相談については、人権室、人事課と連携しながら対応しており、令和元年度の

相談実績は４件でした。相談内容は商業施設や教育機関等に関するものであり、いずれも相談者と

施設・機関等、双方の状況や主張を確認し折衷案を提案する形で解消を図りました。 

また、人事課と障がい福祉課が協働し、本市職員を対象とした障がい者理解と差別解消に関する

研修会を令和２年度に実施しました。 
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障がいを理由とする差別の解消を効果的に推進するには、身近な地域での主体的な取り組みが重

要であることから、引き続き相談に対応していきます。今後は、障がい者自立支援協議会を活用し、

相談事例や差別解消に向けた取り組みの共有・分析を行います。また、相談事例や差別解消に向け

た取り組みの共有・分析を行うとともに、理解促進や差別解消法に係る研修・啓発を引き続き実施

することで、地域での対応力の向上や相談体制の充実を図ります。 

  



  

101 

 

第５章 計画の推進 

第１節 計画の推進体制 

１．庁内連携 

本計画の推進にあたっては、障がいのある人及び児童に関わる庁内各課と連携を保ち、多面的に

障がいのある人及び児童を支援する体制づくりが必要です。関係各課との情報共有や意見交換を積

極的に行い、本計画を着実に実行していきます。 

また、庁内職員を対象として研修等を行い、職員一人ひとりの障がい者理解の促進や施策・事業

についての理解の向上に向けて取り組みます。 

 

２．市民や地域、関係団体との連携 

障がいのある人及び児童が地域で安心して生活していくためには、障がい福祉サービス提供体制

の充実はもちろんのこと、地域住民の理解や支え合いがきわめて重要となります。 

広く地域に向けて、障がい特性や障がいのある人等に対する理解啓発に努めるとともに、障がい

者団体やボランティア団体の主体的な取り組みを支援し、障がいのある人等が住み慣れた環境で安

定した日常生活を送ることができるよう取り組みます。 

 

３．関係機関との連携 

本計画が障がい福祉サービス等の供給基盤の整備や提供見込量を指標とするものであることか

ら、本計画の目標達成には市内における障がい福祉サービス提供事業所等との協力体制が必須とな

ります。 

また、医療機関や保健福祉機関、教育機関、就労機関等、障がいのある人及び児童の支援に関わ

る各種関係機関と交流を持ち、きめ細やかで充実したサービス提供に努めます。 

 

４．大阪府・府内市町村との連携 

本計画は「第６期大阪府障がい福祉計画及び第２期大阪府障がい児福祉計画」の成果目標とも関

連していることから、大阪府との連携を図り計画の実行に向けて取り組みます。 

また、障がい福祉施策の見直しや充実が求められる事項に関しては、国や大阪府に対し意見具申

を行います。 

なお、広域的に取り組むべき課題については北河内７市をはじめとする府内市町村と適宜連携を

図り、計画の実効性を高めます。 
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５．計画の評価・進捗管理 

本計画の推進にあたっては PDCA サイクルを導入し、本計画における取り組みごとの進捗管理

及び本計画全体の進捗管理を行い、重層的な視点のもと確実に本計画が実行されるよう取り組みま

す。 

計画の進捗管理については、(1) 評価すべき指標、(2) 評価の時期、(3)評価の体制をあらかじ

め定める必要があります。 

本計画においては、(1) 評価すべき指標は、取り組みの進行状況及び障がい福祉サービスの提供

実績値を採用し、(2) 評価の時期は、それぞれの取り組み及び障がい福祉サービス提供実績値ごと

に年 1 回、(3)評価の体制は、障がい者自立支援協議会における本会議の場を活用することとしま

す。 

 

（１）評価すべき指標 

取り組みの進行状況については、各取り組みにおける 1 年間の実績について報告し、障がい者自

立支援協議会委員からの評価・助言を受けます。また、障がい福祉サービスの提供実績については、

前年度 1 年間の障がい福祉サービス提供の実績値を報告し、サービス提供体制の整備状況やニーズ

の充足状況について点検を行います。そのうえで、本計画がどの程度進行しているかを見極め、課

題の抽出と改善のための分析を行います。 

 

（２）評価の時期 

各取り組みについてはそれぞれ年 1 回評価を実施し、障がい福祉サービス提供実績値については、

毎年 10 月ごろを目安として前年度 1 年間の実績値の報告及び点検を行います。 

 

（３）評価の体制 

評価の体制としては、障がい者自立支援協議会の本会議の場を活用します。 

各取り組み状況についての報告を行い、障がい者自立支援協議会委員からの評価・助言を受けま

す。また、障がい福祉サービス提供実績についても報告し、サービス提供体制の整備状況やニーズ

の充足状況についての評価・点検を行います。 
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評価体制の具体的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、①本計画の取り組みの実行にあたり、当面取り組まなければいけない課題を取り上げてプ

ランを設定し（Plan）、②プランに基づいて取り組みを実行します（Do）。そして、③障がい者自

立支援協議会の本会議において、取り組みの実績と今後の課題についての報告を行い、委員からの

評価・助言を受けます。なお、10 月ごろを目安として、前年度 1 年間の障がい福祉サービス提供

実績値についても報告を行い、サービス提供体制の整備状況やニーズの充足状況についての点検も

行います（Check、年 1 回）。そして、④委員からの評価・助言を受けて、取り組みの改善点を見

出し（Action）、⑤新たな取り組みのプランを設定するというサイクルを繰り返します。 

なお、本計画の評価において変更の必要性が認められた場合は、障がい者自立支援協議会委員の

審議のもと本計画の変更を行うことも可能です（⑤´）。 

 また、支援者実務者会議から提出された「地域課題解決のための提案シート」についても、運営

会議で判断された処遇（本会議への提案、検討会議の設置、他の支援者実務者会議の助言要請、提

案者へ差し戻し等）及び取り組み状況について報告し、障がい者自立支援協議会委員からの評価・

助言を受けます。 

⑤′ 
⑤ 

④ ③ 

① 

第６期守口市障がい福祉計及び第２期守口市障がい児福祉計画（本計画） 

●施策と取り組みについての評価 

障がい者自立支援協議会の本会議にて、取り組みの実績と今後の課題につい

て報告。委員より評価・助言を受ける。 

（年 1回） 

●本計画全体についての評価 

障がい者自立支援協議会の本会議にて、1年間の障がい福祉サービスの提供

実績値について報告。委員より評価・助言を受ける。 

（年 1回 10 月ごろ） 

Check（評価） 

本計画の施策と取り組みを実行する

ために取り組むべきプランを設定。 

Plan（計画） 

プランに基づき、取り組みを実行。 

Do（実行） 
障がい者自立支援協議会委員から

の評価・助言を受けて改善。 

Action（改善） 

障がい者自立支援協議

会委員の審議のもと本

計画を見直し変更。 

本計画の変更が必要な場合 

② 
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